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例 言 

Ⅰ 船員保険法の呼称について

１．旧法

国民年金法等の一部を改正する法律（昭和 年法律第 号）（昭和 年 月

日施行）により、船員保険の職務外年金部門は厚生年金保険に統合された。この年

報においては、同法による改正前の船員保険法を「旧法」という。

２．新法、新々法

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 年法律第 号）（平成 年 月

日施行）により、船員保険の職務上疾病・年金部門及び失業部門はそれぞれ、労

災保険及び雇用保険に統合された。この年報においては、同法による改正前の船

員保険法を「新法」、改正後の船員保険法を「新々法」という。また、単に「法」

と表記した場合は「新々法」を指す。

Ⅱ 平成 年 月以降の船員保険の保険給付について

平成 年の法律改正による職務上疾病・年金部門及び失業部門の一般制度への統

合により、平成 年 月以降の新たな船員保険は、「職務外給付」と 条約や船員

法に則った「独自給付」及び「職務上上乗せ給付」を行う制度として、全国健康保険

協会が運営することとなった。この年報においては、平成 年 月以降、全国健康

保険協会が支給する船員保険の保険給付を次の１～４のとおり類別して呼んでいる。

なお、特に断りが無い場合は、保険給付の統計表の数値は１～４を区分していない。

１．職務外給付

職務外の傷病を支給事由とする保険給付（下船後の療養補償を除く）。 

２．独自給付

条約や船員法に則った船員独自の給付であり、一般制度である労災保険には

同趣旨の給付がないことから、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保

険に統合された平成 年 月以降においても、新たな船員保険の保険給付として

支給するもの。下船後の療養補償及び行方不明手当金が該当する。

３．職務上上乗せ給付

条約や船員法により、船員に対する災害補償の水準は労災保険の水準を上回

る場合があることから、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統

合された平成 年 月以降においても、新たな船員保険の保険給付として、船員

に対する災害補償の給付水準と労災保険の給付水準との差を補填するために支給

するもの。休業手当金、障害年金、障害手当金、遺族年金、遺族一時金等を労災保

険の上乗せとして支給している。
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例 言 

Ⅰ 船員保険法の呼称について

１．旧法

国民年金法等の一部を改正する法律（昭和 年法律第 号）（昭和 年 月

日施行）により、船員保険の職務外年金部門は厚生年金保険に統合された。この年

報においては、同法による改正前の船員保険法を「旧法」という。

２．新法、新々法

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 年法律第 号）（平成 年 月

日施行）により、船員保険の職務上疾病・年金部門及び失業部門はそれぞれ、労

災保険及び雇用保険に統合された。この年報においては、同法による改正前の船

員保険法を「新法」、改正後の船員保険法を「新々法」という。また、単に「法」

と表記した場合は「新々法」を指す。

Ⅱ 平成 年 月以降の船員保険の保険給付について

平成 年の法律改正による職務上疾病・年金部門及び失業部門の一般制度への統

合により、平成 年 月以降の新たな船員保険は、「職務外給付」と 条約や船員

法に則った「独自給付」及び「職務上上乗せ給付」を行う制度として、全国健康保険

協会が運営することとなった。この年報においては、平成 年 月以降、全国健康

保険協会が支給する船員保険の保険給付を次の１～４のとおり類別して呼んでいる。

なお、特に断りが無い場合は、保険給付の統計表の数値は１～４を区分していない。

１．職務外給付

職務外の傷病を支給事由とする保険給付（下船後の療養補償を除く）。 

２．独自給付

条約や船員法に則った船員独自の給付であり、一般制度である労災保険には

同趣旨の給付がないことから、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保

険に統合された平成 年 月以降においても、新たな船員保険の保険給付として

支給するもの。下船後の療養補償及び行方不明手当金が該当する。

３．職務上上乗せ給付

条約や船員法により、船員に対する災害補償の水準は労災保険の水準を上回

る場合があることから、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統

合された平成 年 月以降においても、新たな船員保険の保険給付として、船員

に対する災害補償の給付水準と労災保険の給付水準との差を補填するために支給

するもの。休業手当金、障害年金、障害手当金、遺族年金、遺族一時金等を労災保

険の上乗せとして支給している。
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４．経過的職務上給付

平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病等が支給事由の給付であり、

経過措置により、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された

平成 年 月以降においても、新法の給付基準で全国健康保険協会が支給するもの。

なお、昭和 年 月以前に受給権が発生した障害年金及び遺族年金については旧

法の給付基準で日本年金機構が支給している。

 
Ⅲ 適用関係の統計表における集計対象ついて

１．船員保険全体

適用関係の統計表において「船員保険全体」と表記した場合は、全年齢の加入者

を集計対象としている。 

２． 歳未満（再掲）

適用関係の統計表において「 歳未満（再掲）」と表記した場合は、 歳未満の

加入者を集計対象としている。

３． 歳以上（再掲） 職務外給付の対象ではない者

適用関係の統計表において「 歳以上（再掲）」と表記した場合は、 歳以上

の加入者（職務外給付の対象ではない後期高齢者医療の被保険者等）を集計対象

としている。

４．介護保険

適用関係の統計表において「介護保険」と表記した場合は、介護保険第 号被保

険者である 歳～ 歳の加入者を集計対象としている。ただし、第 号被保険者

非該当者（日本国内に住所を有しない者等）も集計対象に含まれている。 

 

船
員
保
険
全
体

75歳

65歳

≪被保険者≫ ≪被扶養者≫

40歳

歳
未
満

（
再
掲

）

介
護
保
険

75歳以上（再掲）

Ⅳ 都道府県別数値の集計について

１．都道府県別船舶所有者数

船舶所有者については、船舶所有者を管轄する年金事務所の所在地を基準として

都道府県別の集計を行っている。 

２．都道府県別被保険者数等

強制被保険者及び強制被保険者の被扶養者については、強制被保険者が勤務する

船舶所有者を管轄する年金事務所の所在地を基準として、疾病任意継続被保険者及

び疾病任意継続被保険者の被扶養者については、住所地を基準として都道府県別の

集計を行っている。 

３．都道府県別保険給付費

社会保険診療報酬支払基金審査分（現物給付）は、医療機関の所在地を基準とし

て、社会保険診療報酬支払基金審査分以外（現金給付）については、当該保険給付

を受給した者の上記２による都道府県区分により、都道府県別の集計を行っている。

 
Ⅴ その他

１．統計表の作成

統計表は、全国健康保険協会船員保険部の業務処理結果及び各年度の決算に基づ

き作成したものである。 
 

２．統計表の符号の用法  
統計表の符号の用法は次のとおりである。

「・」は統計項目のあり得ないもの（制度的にないもの）

「－」は計数のないもの

「０」は四捨五入の結果１単位に満たない数となったもの

「△」は負数のもの

「…」は計数不明（未調査）のもの

３．単位未満の取扱い

統計表の単位未満の数値は四捨五入しているため、計として表記している数値と

各項目の合計は一致しないことがある。
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護
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険
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事業年報概要

Ⅰ．総括

医療保険制度の状況について、船員保険を中心に概観する。

船員保険制度は、船員を対象とした総合的な社会保険制度として、国を保険者として運営されてきたが、

平成 年の法律改正により、平成 年 月以降においては、これまで船員保険で実施してきた職務上疾

病・年金部門及び失業部門はそれぞれ、労災保険及び雇用保険に統合され、新しい船員保険制度は、職務

外疾病部門と 条約や船員法に則った独自給付、職務上上乗せ給付を行う制度として、全国健康保険協

会を保険者とし運営することとなった。

なお、平成 年度における医療保険制度の改正としては、平成 年 月以降も、 歳以上の一般の者

の自己負担割合の軽減特例措置（ 割負担の据置き）が延長となった。

１．加入者数

平成 年度末現在の医療保障適用状況をみたものが、表１である。加入者数は、全国健康保険協会管掌

健康保険（以下「協会けんぽ」と略す。）が 万 千人（総人口の ％）、組合管掌健康保険（以下

「組合健保」と略す。）が 万 千人（同 ％）、国民健康保険（以下「国保」と略す。）が

万 千人（同 ％）であり、この 制度で大半を占めている。また、船員保険は 万 千人（同 ％）

であり、共済組合は 万 千人（同 ％）である。

制度別に加入者数の推移をみたものが、表２である。協会けんぽは、平成 年度までは減少していたが、

平成 年度から平成 年度までは増加しており、平成 年度は、 歳以上の加入者が後期高齢者医療

制度の被保険者となり、 歳以上の被保険者の 歳未満の被扶養者が国保の被保険者となったことなど

から減少したが、平成 年度以降は増加している。船員保険は毎年減少を続けているが、減少幅は小さく

なりつつある。なお、平成 年度については協会けんぽ同様、後期高齢者医療制度の施行に伴う異動があ

ったことに留意が必要である。

 

千人 千人 千人 ％

総 人 口 ・ ・ 
協 会 け ん ぽ
法 第 ３ 条 第 ２ 項
組 合 健 保
船 員 保 険
共 済 組 合
国 保 ・ 
後 期 高 齢 者 医 療 ・ 
生 活 保 護 法 適 用 者 ・ ・ 

  2．総人口は人口推計月報（総務省統計局）平成25年4月１日現在（確定値）による。

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

表１　医療保障適用人口（平成24年度末）

被保険者 被扶養者 計 構成比

　3．生活保護法適用者は、「被保護者調査（平成25年3月分）」（厚生労働省社会・援護局保護課）による。

表１ 医療保障適用状況（平成 年度末）

 

２．被保険者数

制度別に被保険者数の推移をみたものが、表３である。協会けんぽは、平成 年度以降は増加していた

が、平成 年度は減少し、平成 年度以降は増加している。組合健保は、平成 年度以降は増加してい

たが、平成 年度以降は減少している。船員保険は、毎年減少を続けているが、減少幅は小さくなりつつ

ある。過去 年間の年度平均増加率は、協会けんぽは ％の増加、組合健保は ％の増加、船員保険

は ％の減少となっている。

 

(単位：千人)

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 被用者保険計

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

  2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

表３　被用者保険の制度別被保険者数の推移（年度末現在）表３ 被用者保険の制度別被保険者数の推移（年度末現在）

 

(単位：千人)

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

  2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

表２　制度別加入者数の推移（年度末現在）
表２ 制度別加入者数の推移（年度末現在）
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平成 年度から平成 年度までは増加しており、平成 年度は、 歳以上の加入者が後期高齢者医療

制度の被保険者となり、 歳以上の被保険者の 歳未満の被扶養者が国保の被保険者となったことなど

から減少したが、平成 年度以降は増加している。船員保険は毎年減少を続けているが、減少幅は小さく

なりつつある。なお、平成 年度については協会けんぽ同様、後期高齢者医療制度の施行に伴う異動があ

ったことに留意が必要である。

 

千人 千人 千人 ％

総 人 口 ・ ・ 
協 会 け ん ぽ
法 第 ３ 条 第 ２ 項
組 合 健 保
船 員 保 険
共 済 組 合
国 保 ・ 
後 期 高 齢 者 医 療 ・ 
生 活 保 護 法 適 用 者 ・ ・ 

  2．総人口は人口推計月報（総務省統計局）平成25年4月１日現在（確定値）による。

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

表１　医療保障適用人口（平成24年度末）

被保険者 被扶養者 計 構成比

　3．生活保護法適用者は、「被保護者調査（平成25年3月分）」（厚生労働省社会・援護局保護課）による。

表１ 医療保障適用状況（平成 年度末）

 

２．被保険者数

制度別に被保険者数の推移をみたものが、表３である。協会けんぽは、平成 年度以降は増加していた

が、平成 年度は減少し、平成 年度以降は増加している。組合健保は、平成 年度以降は増加してい

たが、平成 年度以降は減少している。船員保険は、毎年減少を続けているが、減少幅は小さくなりつつ

ある。過去 年間の年度平均増加率は、協会けんぽは ％の増加、組合健保は ％の増加、船員保険

は ％の減少となっている。

 

(単位：千人)

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 被用者保険計

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

  2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

表３　被用者保険の制度別被保険者数の推移（年度末現在）表３ 被用者保険の制度別被保険者数の推移（年度末現在）

 

(単位：千人)

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

  2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

表２　制度別加入者数の推移（年度末現在）
表２ 制度別加入者数の推移（年度末現在）
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３．標準報酬月額

制度別に標準報酬月額の平均の推移をみたものが、表４である。平成 年度末の協会けんぽは 万

千円、組合健保は 万 千円、船員保険は 万 千円であり、前年度と比較すると、協会けんぽは ％

の増加、組合健保は ％の増加、船員保険は ％の増加となっている。協会けんぽ、組合健保、船員保

険の標準報酬月額の平均の対前年度伸び率の推移をみたものが、図１である。船員保険と協会けんぽ、組

合健保を比べると、平成 年度以降は船員保険の方が協会けんぽ、組合健保に比べ高めに推移していたが、

平成 年度は低くなり、平成 年度はほぼ同等となっている。

過去 年間の年度平均増加率は、協会けんぽは ％の減少、組合健保は ％の減少、船員保険は ％

の増加となっている。

なお、平成 年度における船員保険の伸び率の増加は総報酬制の導入に伴い、漁船に乗り組む被保険者

の歩合給部分（賞与相当）を算定対象としたことにより、これらの被保険者の標準報酬月額が大幅に上昇

した影響によるものである。

年度 協会けんぽ
法第3条第2項

（日額）
組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 千円 千円

・
・
・ 
・
・
・

－ －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 0.7 △ 3.0 △ 0.9 △ 3.6 ・
△ 0.2 △ 0.1 △ 0.3 △ 0.2 △ 3.0 ・
△ 0.1 △ 0.3 △ 0.7 ・
△ 0.1 △ 0.3 △ 0.9 △ 1.2 ・

△ 0.1 ・
△ 0.0 △ 1.9 △ 1.7 ・
△ 3.0 △ 0.9 △ 3.2 △ 0.9 △ 6.0 △ 5.1
△ 0.2 △ 0.6 △ 1.5 △ 8.2 △ 5.5
△ 0.4 △ 0.0 △ 0.3 △ 2.4

－ － △ 0.1

表４　制度別平均標準報酬月額の推移（年度末現在）

　   後期高齢者医療は被保険者１人当たりの額である。

10年平均 △ 0.3 △ 0.1 － － －

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

　2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

　3．国保と後期高齢者医療は「旧ただし書方式による前年所得（基礎控除前）」であり、国保は１世帯当たり、

表４ 制度別標準報酬月額の平均と対前年度伸び率（年度末現在）

図１ 標準報酬月額の平均の対前年度増加率の推移（年度末現在）

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

図１ 平均標準報酬月額の対前年度増加率の推移（年度末現在）

協会けんぽ 組合健保 船員保険
（％）

図１ 標準報酬月額の平均の対前年度伸び率の推移（年度末現在）

４．医療費及び加入者 人当たり医療費

制度別に医療費総額の推移をみたものが、表５である。協会けんぽは、平成 年度以降、加入者数の増

加等により増加している。船員保険の医療費総額は加入者数の減少等により減少傾向にあったが、加入者

人当たり医療費の増加等により平成 年度からは増加に転じた。平成 年度と平成 年度は減少とな

っているが、これは、平成 年 月に職務上給付が労災保険に統合されたことが影響している。

制度別の加入者 人当たり医療費の推移をみたものが、表６である。平成 年度の協会けんぽは 万

千円、組合健保は 万 千円、船員保険は 万 千円であり、前年度と比較すると、協会けんぽは ％

の増加、組合健保は ％の増加、船員保険は ％の増加となっている。協会けんぽ、組合健保、船員保

険の加入者 人当たり医療費の対前年度伸び率の推移をみたものが、図２である。船員保険と協会けんぽ、

組合健保を比べると、平成 年度以降は船員保険の方が協会けんぽ、組合健保に比べ高めの傾向にある。

平成 年度と平成 年度の船員保険の伸び率は低くなっているが、これは、平成 年 月に職務上給付

が労災保険に統合されたことが影響している。過去 年間の年度平均増加率は、協会けんぽは ％の増

加、組合健保は ％の増加、船員保険は ％の増加となっている。

(単位：億円)

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療 計

－ －

　3．制度改正により平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相当分）は労災保険

　　 から支給されるようになったことから、船員保険の医療費については平成20年度以前と平成21年度以降とは単純に比較できないことに

　　 意が必要である。留意が必要である。

　4．後期高齢者医療の平成20年3月以前は、老人保健法による医療の対象者に係るものである。

表５　制度別医療費総額の推移（4月～翌年3月）

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

　2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

表５ 制度別医療費総額の推移（ 月～翌 月）
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３．標準報酬月額

制度別に標準報酬月額の平均の推移をみたものが、表４である。平成 年度末の協会けんぽは 万

千円、組合健保は 万 千円、船員保険は 万 千円であり、前年度と比較すると、協会けんぽは ％

の増加、組合健保は ％の増加、船員保険は ％の増加となっている。協会けんぽ、組合健保、船員保

険の標準報酬月額の平均の対前年度伸び率の推移をみたものが、図１である。船員保険と協会けんぽ、組

合健保を比べると、平成 年度以降は船員保険の方が協会けんぽ、組合健保に比べ高めに推移していたが、

平成 年度は低くなり、平成 年度はほぼ同等となっている。

過去 年間の年度平均増加率は、協会けんぽは ％の減少、組合健保は ％の減少、船員保険は ％

の増加となっている。

なお、平成 年度における船員保険の伸び率の増加は総報酬制の導入に伴い、漁船に乗り組む被保険者

の歩合給部分（賞与相当）を算定対象としたことにより、これらの被保険者の標準報酬月額が大幅に上昇

した影響によるものである。

年度 協会けんぽ
法第3条第2項

（日額）
組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 千円 千円

・
・
・ 
・
・
・

－ －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 0.7 △ 3.0 △ 0.9 △ 3.6 ・
△ 0.2 △ 0.1 △ 0.3 △ 0.2 △ 3.0 ・
△ 0.1 △ 0.3 △ 0.7 ・
△ 0.1 △ 0.3 △ 0.9 △ 1.2 ・

△ 0.1 ・
△ 0.0 △ 1.9 △ 1.7 ・
△ 3.0 △ 0.9 △ 3.2 △ 0.9 △ 6.0 △ 5.1
△ 0.2 △ 0.6 △ 1.5 △ 8.2 △ 5.5
△ 0.4 △ 0.0 △ 0.3 △ 2.4

－ － △ 0.1

表４　制度別平均標準報酬月額の推移（年度末現在）

　   後期高齢者医療は被保険者１人当たりの額である。

10年平均 △ 0.3 △ 0.1 － － －

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

　2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

　3．国保と後期高齢者医療は「旧ただし書方式による前年所得（基礎控除前）」であり、国保は１世帯当たり、

表４ 制度別標準報酬月額の平均と対前年度伸び率（年度末現在）

図１ 標準報酬月額の平均の対前年度増加率の推移（年度末現在）

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

図１ 平均標準報酬月額の対前年度増加率の推移（年度末現在）

協会けんぽ 組合健保 船員保険
（％）

図１ 標準報酬月額の平均の対前年度伸び率の推移（年度末現在）

４．医療費及び加入者 人当たり医療費

制度別に医療費総額の推移をみたものが、表５である。協会けんぽは、平成 年度以降、加入者数の増

加等により増加している。船員保険の医療費総額は加入者数の減少等により減少傾向にあったが、加入者

人当たり医療費の増加等により平成 年度からは増加に転じた。平成 年度と平成 年度は減少とな

っているが、これは、平成 年 月に職務上給付が労災保険に統合されたことが影響している。

制度別の加入者 人当たり医療費の推移をみたものが、表６である。平成 年度の協会けんぽは 万

千円、組合健保は 万 千円、船員保険は 万 千円であり、前年度と比較すると、協会けんぽは ％

の増加、組合健保は ％の増加、船員保険は ％の増加となっている。協会けんぽ、組合健保、船員保

険の加入者 人当たり医療費の対前年度伸び率の推移をみたものが、図２である。船員保険と協会けんぽ、

組合健保を比べると、平成 年度以降は船員保険の方が協会けんぽ、組合健保に比べ高めの傾向にある。

平成 年度と平成 年度の船員保険の伸び率は低くなっているが、これは、平成 年 月に職務上給付

が労災保険に統合されたことが影響している。過去 年間の年度平均増加率は、協会けんぽは ％の増

加、組合健保は ％の増加、船員保険は ％の増加となっている。

(単位：億円)

年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療 計

－ －

　3．制度改正により平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相当分）は労災保険

　　 から支給されるようになったことから、船員保険の医療費については平成20年度以前と平成21年度以降とは単純に比較できないことに

　　 意が必要である。留意が必要である。

　4．後期高齢者医療の平成20年3月以前は、老人保健法による医療の対象者に係るものである。

表５　制度別医療費総額の推移（4月～翌年3月）

注1．各制度の事業年報等を基に作成。

　2．協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

表５ 制度別医療費総額の推移（ 月～翌 月）
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年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 円 円

－ －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 1.4 △ 16.9 △ 0.1

△ 0.0
△ 3.6
△ 4.8 △ 0.7

△ 11.0
△ 2.6

△ 10.3
△ 9.1 － －

－ －

注1. 各制度の事業年報等を基に作成。

協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

後期高齢者医療の平成20年3月以前は、老人保健法による医療の対象者に係るものである。

制度改正により平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相
当分）は労災保険から支給されるようになったことから、船員保険の加入者1人当たり医療費については平成20年度
以前と平成21年度以降とは単純に比較できないことに留意が必要である。

10年平均

表６　制度別加入者１人当たり医療費の推移（4月～翌年3月）

△ 4.9

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

図２ 加入者１人当たり医療費の対前年度増加率の推移

協会けんぽ 組合健保 船員保険
（％）

表６ 制度別加入者 人当たり医療費と対前年度伸び率（ 月～翌 月）

図２ 加入者 人当たり医療費の対前年度伸び率の推移

 

Ⅱ．船員保険

１．適用状況

平成 年度末現在の船舶所有者数は であり、前年度末に比べて 減少となっている。

被保険者数は 人であり、前年度末に比べて 人 ％ 減少となっている。（図３）

強制被保険者数は 人であり、前年度末に比べて 人 ％ 減少となっており、その内訳を

船舶種別でみると、汽船等は 人で前年度末に比べ ％の減少、漁船（い）は 人で前年度

末に比べ ％の増加、漁船（ろ）は 人で前年度末に比べ ％の減少となっている。また、疾

病任意継続被保険者数は 人で前年度末に比べ ％の増加となっている。

被扶養者数は 人であり、前年度末に比べ 人 減少し、扶養率は となっている。

強制被保険者の標準報酬月額の平均は 円であり、前年度末に比べ ％の増加となっている｡

強制被保険者について標準報酬月額別の分布をみると、第 級（ 万円）が ％で最も多く、上限の

第 級（ 万円）の割合は ％となっている。（図４）

加入者の平均年齢（平成 年 月末現在）は、被保険者が 歳、被扶養者が 歳となっている。

（図５、図６）
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図３ 船員保険の船舶所有者数及び被保険者数の推移（年度末現在）
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図４ 船員保険の標準報酬月額別被保険者の構成割合（平成 年度末現在）

船員保険 協会けんぽ

注．船員保険は疾病任意継続被保険者を除いている。

図３ 船員保険の船舶所有者数及び被保険者数の推移（年度末現在）

図４ 船員保険の標準報酬月額別被保険者の構成割合（平成 年度末）
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年度 協会けんぽ 法第3条第2項 組合健保 船員保険 共済組合 国　　保 後期高齢者医療

円 円 円 円 円 円 円

－ －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 1.4 △ 16.9 △ 0.1

△ 0.0
△ 3.6
△ 4.8 △ 0.7

△ 11.0
△ 2.6

△ 10.3
△ 9.1 － －

－ －

注1. 各制度の事業年報等を基に作成。

協会けんぽの平成20年9月以前は、政府管掌健康保険に係るものである。

後期高齢者医療の平成20年3月以前は、老人保健法による医療の対象者に係るものである。

制度改正により平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相
当分）は労災保険から支給されるようになったことから、船員保険の加入者1人当たり医療費については平成20年度
以前と平成21年度以降とは単純に比較できないことに留意が必要である。

10年平均

表６　制度別加入者１人当たり医療費の推移（4月～翌年3月）

△ 4.9

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

図２ 加入者１人当たり医療費の対前年度増加率の推移

協会けんぽ 組合健保 船員保険
（％）

表６ 制度別加入者 人当たり医療費と対前年度伸び率（ 月～翌 月）

図２ 加入者 人当たり医療費の対前年度伸び率の推移

 

Ⅱ．船員保険

１．適用状況

平成 年度末現在の船舶所有者数は であり、前年度末に比べて 減少となっている。

被保険者数は 人であり、前年度末に比べて 人 ％ 減少となっている。（図３）

強制被保険者数は 人であり、前年度末に比べて 人 ％ 減少となっており、その内訳を

船舶種別でみると、汽船等は 人で前年度末に比べ ％の減少、漁船（い）は 人で前年度

末に比べ ％の増加、漁船（ろ）は 人で前年度末に比べ ％の減少となっている。また、疾

病任意継続被保険者数は 人で前年度末に比べ ％の増加となっている。

被扶養者数は 人であり、前年度末に比べ 人 減少し、扶養率は となっている。

強制被保険者の標準報酬月額の平均は 円であり、前年度末に比べ ％の増加となっている｡

強制被保険者について標準報酬月額別の分布をみると、第 級（ 万円）が ％で最も多く、上限の

第 級（ 万円）の割合は ％となっている。（図４）

加入者の平均年齢（平成 年 月末現在）は、被保険者が 歳、被扶養者が 歳となっている。

（図５、図６）
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船員保険 協会けんぽ

注．船員保険は疾病任意継続被保険者を除いている。

図３ 船員保険の船舶所有者数及び被保険者数の推移（年度末現在）

図４ 船員保険の標準報酬月額別被保険者の構成割合（平成 年度末）
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図６ 被扶養者の年齢階級別構成割合（平成 年度末）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６ 船員保険の被扶養者の年齢階級別構成割合（平成 年度末現在）

船員保険 協会けんぽ

注．協会けんぽは平成 年 月 日現在の年齢構成である。（資料：厚生労働省保険局調）

≪平均年齢≫

船員保険 歳

協会けんぽ 歳

 

図５ 船員保険の被保険者の年齢階級別構成割合（平成 年度末現在）

船員保険 協会けんぽ

注．協会けんぽは平成 年 月 日現在の年齢構成である。（資料：厚生労働省保険局調）
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図５ 被保険者の年齢階級別構成割合（平成 年度末）

図６ 被扶養者の年齢階級別構成割合（平成 年度末）

 

２．医療費の状況

平成 年度の医療費は 億円であり、前年度に比べ ％の増加、加入者 人当たり医療費は

円であり、前年度と比べ ％の増加となっている。

平成 年度の医療費の内訳をみたものが、表７である。入院は 億円（全体の ％）、入院外は

億円（同 ％）、歯科は 億円（同 ％）、薬剤支給は 億円（同 ％）となっている。

 

[全体] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

－
… …

… …

注1.

[内訳①：職務外給付] (単位：百万円)
被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

入院
入院外

歯科
薬剤支給
入院時食事療養費・生活療養費
訪問看護療養費 －
療養費 … …
移送費 … …
合計

[内訳②：下船後の療養補償] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

入院 ・ … …

入院外 ・ … …
歯科 ・ … …

薬剤支給 ・ … …
入院時食事療養費・生活療養費 ・ … …

訪問看護療養費 ・ … …
療養費 ・ … …
移送費 － ・ … … － －

・ … …

[内訳③：経過的職務上給付] (単位：百万円)
被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

入院 ・ … …
入院外 ・ … …
歯科 ・ … …
薬剤支給 ・ … …
入院時食事療養費・生活療養費 ・ … …
訪問看護療養費 － ・ … … － －
療養費 ・ … …
移送費 － ・ … … － －

・ … …

薬剤支給

表７　船員保険の医療費の状況（平成24年度）

入院
入院外
歯科

高齢受給者の療養費及び移送費は、被保険者、被扶養者の療養費及び移送費に含まれている。

合計

合計

入院時食事療養費・生活療養費
訪問看護療養費

療養費
移送費

合計

下船後の療養補償及び経過的職務上給付の医療費は被保険者に含まれている。

表７ 船員保険の医療費の状況（平成 年度）
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図５ 船員保険の被保険者の年齢階級別構成割合（平成 年度末現在）
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図５ 被保険者の年齢階級別構成割合（平成 年度末）

図６ 被扶養者の年齢階級別構成割合（平成 年度末）

 

２．医療費の状況

平成 年度の医療費は 億円であり、前年度に比べ ％の増加、加入者 人当たり医療費は

円であり、前年度と比べ ％の増加となっている。

平成 年度の医療費の内訳をみたものが、表７である。入院は 億円（全体の ％）、入院外は

億円（同 ％）、歯科は 億円（同 ％）、薬剤支給は 億円（同 ％）となっている。

 

[全体] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

－
… …

… …

注1.

[内訳①：職務外給付] (単位：百万円)
被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

入院
入院外

歯科
薬剤支給
入院時食事療養費・生活療養費
訪問看護療養費 －
療養費 … …
移送費 … …
合計

[内訳②：下船後の療養補償] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

入院 ・ … …

入院外 ・ … …
歯科 ・ … …

薬剤支給 ・ … …
入院時食事療養費・生活療養費 ・ … …

訪問看護療養費 ・ … …
療養費 ・ … …
移送費 － ・ … … － －

・ … …

[内訳③：経過的職務上給付] (単位：百万円)
被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 合計 割合

入院 ・ … …
入院外 ・ … …
歯科 ・ … …
薬剤支給 ・ … …
入院時食事療養費・生活療養費 ・ … …
訪問看護療養費 － ・ … … － －
療養費 ・ … …
移送費 － ・ … … － －

・ … …

薬剤支給

表７　船員保険の医療費の状況（平成24年度）

入院
入院外
歯科

高齢受給者の療養費及び移送費は、被保険者、被扶養者の療養費及び移送費に含まれている。

合計

合計

入院時食事療養費・生活療養費
訪問看護療養費

療養費
移送費

合計

下船後の療養補償及び経過的職務上給付の医療費は被保険者に含まれている。

表７ 船員保険の医療費の状況（平成 年度）
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３．保険給付の状況

（ ）疾病給付

平成 年度の疾病給付費は 億円であり、前年度と比べ ％の減少となっている。

疾病給付費の内訳をみたものが、表８である。医療給付費は 億円（疾病給付費の ％）であり、

うち診療費部分は 億円で医療給付費の ％を占めている。その他の現金給付費は 億円（同

％）であり、うち傷病手当金は 億円でその他の現金給付費の ％を占めている。

加入者 人当たりで見てみると、疾病給付費は 円、医療給付費は 円、その他の現金

給付費は 円となっている。

 

[全体] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

－

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

－ ・ ・

－ － … … ・ ・ － －

… … ・ ・

… … ・ ・

… … －

… … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

… … ・ ・

… … ・ ・

・ … … ・ ・

－

注1.

高齢受給者の現金給付費は、被保険者、被扶養者の現金給付費に含まれている。

　移送費

　高額療養費

その他の現金給付費

　傷病手当金

　休業手当金

  葬祭料

　出産育児一時金

　出産手当金

合計

下船後の療養補償・職務上上乗せ給付及び経過的職務上給付は被保険者に含まれている。

　療養費

表８　船員保険の疾病給付費の状況（平成24年度）

医療給付費

　入院

　入院外

　歯科

  薬剤支給

　入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給を除く）

　訪問看護療養費

  入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給）

表８ 船員保険の疾病給付費の状況（平成 年度）

 

 

 

[内訳①：職務外給付] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

－

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

－ ・ ・

－ － … … ・ ・ － －

… … ・ ・

… … ・ ・

… … －

… … ・ ・

・ … … ・ ・

… … ・ ・

… … ・ ・

・ … … ・ ・

－

[内訳②：下船後の療養補償・職務上上乗せ給付] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

－ ・ … … ・ ・ － －

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

[内訳③：経過的職務上給付] (単位：百万円)
被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

－ ・ … … ・ ・ － －

・ … … ・ ・

－ ・ … … ・ ・ － －

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

  葬祭料

合計

　入院時食事療養費・生活療養費

　訪問看護療養費

　療養費

　移送費

その他の現金給付費

　傷病手当金

  薬剤支給

　療養費

　移送費

その他の現金給付費

　休業手当金

合計

医療給付費

　入院

　入院外

　歯科

　訪問看護療養費

  葬祭料

　出産育児一時金

　出産手当金

合計

医療給付費

　入院

　入院外

　歯科

  薬剤支給

　入院時食事療養費・生活療養費

　傷病手当金

　入院

　入院外

　歯科

  薬剤支給

　入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給を除く）

　訪問看護療養費

  入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給）

　療養費

　移送費

　高額療養費

その他の現金給付費

医療給付費
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３．保険給付の状況

（ ）疾病給付

平成 年度の疾病給付費は 億円であり、前年度と比べ ％の減少となっている。

疾病給付費の内訳をみたものが、表８である。医療給付費は 億円（疾病給付費の ％）であり、

うち診療費部分は 億円で医療給付費の ％を占めている。その他の現金給付費は 億円（同

％）であり、うち傷病手当金は 億円でその他の現金給付費の ％を占めている。

加入者 人当たりで見てみると、疾病給付費は 円、医療給付費は 円、その他の現金

給付費は 円となっている。

 

[全体] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

－

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

－ ・ ・

－ － … … ・ ・ － －

… … ・ ・

… … ・ ・

… … －

… … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

… … ・ ・

… … ・ ・

・ … … ・ ・

－

注1.

高齢受給者の現金給付費は、被保険者、被扶養者の現金給付費に含まれている。

　移送費

　高額療養費

その他の現金給付費

　傷病手当金

　休業手当金

  葬祭料

　出産育児一時金

　出産手当金

合計

下船後の療養補償・職務上上乗せ給付及び経過的職務上給付は被保険者に含まれている。

　療養費

表８　船員保険の疾病給付費の状況（平成24年度）

医療給付費

　入院

　入院外

　歯科

  薬剤支給

　入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給を除く）

　訪問看護療養費

  入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給）

表８ 船員保険の疾病給付費の状況（平成 年度）

 

 

 

[内訳①：職務外給付] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

－

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

－ ・ ・

－ － … … ・ ・ － －

… … ・ ・

… … ・ ・

… … －

… … ・ ・

・ … … ・ ・

… … ・ ・

… … ・ ・

・ … … ・ ・

－

[内訳②：下船後の療養補償・職務上上乗せ給付] (単位：百万円)

被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

－ ・ … … ・ ・ － －

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

[内訳③：経過的職務上給付] (単位：百万円)
被保険者 被扶養者 高齢一般 高齢一定 世帯合算 介護合算 合計 割合

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

－ ・ … … ・ ・ － －

・ … … ・ ・

－ ・ … … ・ ・ － －

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

・ … … ・ ・

  葬祭料

合計

　入院時食事療養費・生活療養費

　訪問看護療養費

　療養費

　移送費

その他の現金給付費

　傷病手当金

  薬剤支給

　療養費

　移送費

その他の現金給付費

　休業手当金

合計

医療給付費

　入院

　入院外

　歯科

　訪問看護療養費

  葬祭料

　出産育児一時金

　出産手当金

合計

医療給付費

　入院

　入院外

　歯科

  薬剤支給

　入院時食事療養費・生活療養費

　傷病手当金

　入院

　入院外

　歯科

  薬剤支給

　入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給を除く）

　訪問看護療養費

  入院時食事療養費・生活療養費
　（標準負担額差額支給）

　療養費

　移送費

　高額療養費

その他の現金給付費

医療給付費
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（ ）年金等給付

平成 年度末現在の新法職務上年金の受給権者は 人であり、前年度末に比べて 人 ％ 減

少となっている。そのうち、障害年金受給権者は 人で前年度末と比べて 人（ ％）減少、遺族年

金受給権者は 人で前年度末と比べて 人（ ％）減少となっている。

平成 年度末現在の新法職務上年金受給権者の年金総額は 百万円であり、前年度末に比べて

百万円（ ％）減少となっている。そのうち、障害年金受給権者の年金総額は 百万円で前年度末

と比べて 百万円 ％ 減少、遺族年金受給権者の年金総額は 百万円で前年度末と比べて 百

万円（ ％）減少となっている。

また、平成 年度末現在の新々法職務上年金の受給権者は 人であり、そのうち、障害年金受給権者

は 人、遺族年金受給権者は 人となっている。

平成 年度末現在の新々法職務上年金受給権者の年金総額は 百万円であり、そのうち、障害年金

受給権者の年金総額は 百万円、遺族年金受給権者の年金総額は 百万円となっている。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

注 ． 新法職務上年金とは、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による障害及び死亡が支給事由であり、経過措

置により船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成 年 月以降においても、新法の給

付基準で全国健康保険協会が支給する職務上年金をいう。 経過的職務上給付

注 ． 新々法職務上年金とは、平成 年 月以降に発生した職務上の災害による障害及び死亡が支給事由であり、労災

保険の給付の上乗せとして支給する職務上年金をいう。 職務上上乗せ給付

 

人

人

人

人

人

人

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

障害年金 遺族年金 合計

図７ 船員保険の年金受給権者数の推移（新法職務上年金）
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対 前 年 対 前 年 対 前 年 対 前 年 対 前 年
度 末 比 度 末 比 度 末 比 度 末 比 度 末 比

 (％)  (％)  (％)  (％)  (％)

総 数 △ 0.3 △ 1.4 △ 1.1 △ 1.3 △ 1.8

汽 船 等 △ 0.2 △ 0.5 △ 2.7 △ 1.1 △ 2.0

漁 船 い △ 3.1 △ 3.9

漁 船 ろ △ 0.6 △ 0.7 △ 0.9 △ 1.2 △ 1.6

総 数 ・ △ 2.6 △ 2.4 △ 3.0 △ 1.7

汽 船 等 ・ … … ・ △ 2.3 △ 1.6

漁 船 い ・ … … ・ △ 9.8

漁 船 ろ ・ … … ・ △ 3.6 △ 2.4

△ 1.5 △ 1.6 △ 1.4 △ 2.1 △ 0.8

計 △ 1.8 △ 2.6 △ 0.8 △ 1.8 △ 1.0

汽 船 等 △ 1.1 △ 2.8 △ 1.1 △ 1.0 △ 0.3

漁 船 い △ 4.6

漁 船 ろ △ 4.0 △ 2.2 △ 1.5 △ 3.4 △ 3.7

75歳以上（再掲） ・ △ 0.5

△ 9.5 △ 6.6

・ △ 1.7 △ 1.4 △ 2.1 △ 0.9

計 ・ △ 2.6 △ 0.8 △ 1.8 △ 1.0

汽 船 等 ・ … … ・ △ 1.0 △ 0.4

漁 船 い ・ … … ・ △ 4.6

漁 船 ろ ・ … … ・ △ 3.5 △ 3.8

・ △ 9.5 △ 6.6

総 数 △ 13.0 △ 3.2 △ 4.2 △ 3.8 △ 3.0

男 子 △ 11.4 △ 2.9 △ 4.7 △ 3.0 △ 3.1

女 子 △ 13.7 △ 3.3 △ 4.0 △ 4.1 △ 3.0

△ 11.4 △ 1.5 △ 2.8 △ 1.6 △ 2.1

平 均 △ 0.9 △ 0.6 △ 0.1

汽 船 等 △ 0.5 △ 0.4 △ 0.1

漁 船 い △ 2.0 △ 1.4 △ 2.3 △ 1.2

漁 船 ろ △ 3.5 △ 0.9

75歳以上（再掲） ・ △ 5.4 △ 0.7 △ 4.5

△ 1.5 △ 5.3

平 均 ・ △ 0.9 △ 0.7 △ 0.1

汽 船 等 ・ … … ・ △ 0.3

漁 船 い ・ … … ・ △ 2.3 △ 1.2

漁 船 ろ ・ … … ・

・ △ 1.5 △ 5.3

計 △ 0.8 △ 7.4 △ 1.4

汽 船 等 △ 0.3 △ 7.8 △ 0.7

漁 船 い △ 5.1 △ 9.2 △ 11.6

漁 船 ろ △ 7.8 △ 8.4

75歳以上（再掲） ・ … … ・ △ 3.3

計 ・ △ 7.0 △ 1.4

汽 船 等 ・ △ 7.4 △ 0.7

漁 船 い ・ △ 9.2 △ 11.6

漁 船 ろ ・ △ 8.4

平 均 △ 9.5 △ 2.0 △ 1.1

汽 船 等 △ 8.0 △ 1.9 △ 0.4

漁 船 い △ 6.8 △ 1.7

漁 船 ろ △ 41.4 △ 3.4 △ 18.9

75歳以上（再掲） ・ … … ・ △ 18.0 △ 10.1

平 均 ・ △ 9.8 △ 1.8 △ 1.1

汽 船 等 ・ △ 8.3 △ 1.6 △ 0.4

漁 船 い ・ △ 6.8 △ 1.7

漁 船 ろ ・ △ 41.4 △ 3.5 △ 18.8

船　員　保　険

　注  75歳未満（再掲）の船舶所有者数は、被保険者が0人の船舶所有者を除く。

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

被扶養者数

扶 養 率

標
準
報
酬
月
額
の
平
均

円

船
員
保
険
全
体

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

歳
未
満

再
掲

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

賞

与

状

況

年

度

累

計

船
員
保
険
全
体

歳
未
満

再
掲

船
員
保
険
全
体

歳
未
満

再
掲

被
保
険
者
数

総 数

被

保

険

者

数

船
員
保
険
全
体

総 数

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

歳
未
満
（

再
掲
）

標
準
賞
与
額
の
平
均

円

（年度末現在）

区 分

船
員
保
険
全
体

1．年度別適用状況

船
舶
所
有
者
数 再

掲
歳
未
満

平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度 平成24年度

年齢別階級
計 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ)

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
総    数

  0 ～ 4歳
  5 ～ 9
 10 ～14
 15 ～19
 20 ～24
 25 ～29
 30 ～34
 35 ～39
 40 ～44
 45 ～49
 50 ～54
 55 ～59
 60 ～64
 65 ～69
 70 ～74
 75歳以上
平均年齢

疾病任継 総  数 強制適用

2．被保険者及び被扶養者の年齢構成割合 （年度末現在）

被 保 険 者 被 扶 養 者

総  数
強 制 適 用

疾病任継
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対 前 年 対 前 年 対 前 年 対 前 年 対 前 年
度 末 比 度 末 比 度 末 比 度 末 比 度 末 比

 (％)  (％)  (％)  (％)  (％)

総 数 △ 0.3 △ 1.4 △ 1.1 △ 1.3 △ 1.8

汽 船 等 △ 0.2 △ 0.5 △ 2.7 △ 1.1 △ 2.0

漁 船 い △ 3.1 △ 3.9

漁 船 ろ △ 0.6 △ 0.7 △ 0.9 △ 1.2 △ 1.6

総 数 ・ △ 2.6 △ 2.4 △ 3.0 △ 1.7

汽 船 等 ・ … … ・ △ 2.3 △ 1.6

漁 船 い ・ … … ・ △ 9.8

漁 船 ろ ・ … … ・ △ 3.6 △ 2.4

△ 1.5 △ 1.6 △ 1.4 △ 2.1 △ 0.8

計 △ 1.8 △ 2.6 △ 0.8 △ 1.8 △ 1.0

汽 船 等 △ 1.1 △ 2.8 △ 1.1 △ 1.0 △ 0.3

漁 船 い △ 4.6

漁 船 ろ △ 4.0 △ 2.2 △ 1.5 △ 3.4 △ 3.7

75歳以上（再掲） ・ △ 0.5

△ 9.5 △ 6.6

・ △ 1.7 △ 1.4 △ 2.1 △ 0.9

計 ・ △ 2.6 △ 0.8 △ 1.8 △ 1.0

汽 船 等 ・ … … ・ △ 1.0 △ 0.4

漁 船 い ・ … … ・ △ 4.6

漁 船 ろ ・ … … ・ △ 3.5 △ 3.8

・ △ 9.5 △ 6.6

総 数 △ 13.0 △ 3.2 △ 4.2 △ 3.8 △ 3.0

男 子 △ 11.4 △ 2.9 △ 4.7 △ 3.0 △ 3.1

女 子 △ 13.7 △ 3.3 △ 4.0 △ 4.1 △ 3.0

△ 11.4 △ 1.5 △ 2.8 △ 1.6 △ 2.1

平 均 △ 0.9 △ 0.6 △ 0.1

汽 船 等 △ 0.5 △ 0.4 △ 0.1

漁 船 い △ 2.0 △ 1.4 △ 2.3 △ 1.2

漁 船 ろ △ 3.5 △ 0.9

75歳以上（再掲） ・ △ 5.4 △ 0.7 △ 4.5

△ 1.5 △ 5.3

平 均 ・ △ 0.9 △ 0.7 △ 0.1

汽 船 等 ・ … … ・ △ 0.3

漁 船 い ・ … … ・ △ 2.3 △ 1.2

漁 船 ろ ・ … … ・

・ △ 1.5 △ 5.3

計 △ 0.8 △ 7.4 △ 1.4

汽 船 等 △ 0.3 △ 7.8 △ 0.7

漁 船 い △ 5.1 △ 9.2 △ 11.6

漁 船 ろ △ 7.8 △ 8.4

75歳以上（再掲） ・ … … ・ △ 3.3

計 ・ △ 7.0 △ 1.4

汽 船 等 ・ △ 7.4 △ 0.7

漁 船 い ・ △ 9.2 △ 11.6

漁 船 ろ ・ △ 8.4

平 均 △ 9.5 △ 2.0 △ 1.1

汽 船 等 △ 8.0 △ 1.9 △ 0.4

漁 船 い △ 6.8 △ 1.7

漁 船 ろ △ 41.4 △ 3.4 △ 18.9

75歳以上（再掲） ・ … … ・ △ 18.0 △ 10.1

平 均 ・ △ 9.8 △ 1.8 △ 1.1

汽 船 等 ・ △ 8.3 △ 1.6 △ 0.4

漁 船 い ・ △ 6.8 △ 1.7

漁 船 ろ ・ △ 41.4 △ 3.5 △ 18.8

船　員　保　険

　注  75歳未満（再掲）の船舶所有者数は、被保険者が0人の船舶所有者を除く。

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

被扶養者数

扶 養 率

標
準
報
酬
月
額
の
平
均

円

船
員
保
険
全
体

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

歳
未
満

再
掲

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

賞

与

状

況

年

度

累

計

船
員
保
険
全
体

歳
未
満

再
掲

船
員
保
険
全
体

歳
未
満

再
掲

被
保
険
者
数

総 数

被

保

険

者

数

船
員
保
険
全
体

総 数

強
制
適
用

任 意 継 続 適 用

歳
未
満
（

再
掲
）

標
準
賞
与
額
の
平
均

円

（年度末現在）

区 分

船
員
保
険
全
体

1．年度別適用状況

船
舶
所
有
者
数 再

掲
歳
未
満

平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度 平成24年度

年齢別階級
計 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ)

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
総    数

  0 ～ 4歳
  5 ～ 9
 10 ～14
 15 ～19
 20 ～24
 25 ～29
 30 ～34
 35 ～39
 40 ～44
 45 ～49
 50 ～54
 55 ～59
 60 ～64
 65 ～69
 70 ～74
 75歳以上
平均年齢

疾病任継 総  数 強制適用

2．被保険者及び被扶養者の年齢構成割合 （年度末現在）

被 保 険 者 被 扶 養 者

総  数
強 制 適 用

疾病任継

― 14 ― ― 15 ―

船
員
保
険

（
総
括
表
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   15 2014/11/19   15:09:28



3．標準報酬月額・年間標準賞与額別被保険者数
(1)標準報酬月額別被保険者数 （年度末現在）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％

総 数
千円

－ －

－ －
－ －

－ －

標準報酬月額

強 制 適 用

合 計 汽 船 等 漁 船 い 漁 船 （ ろ ）

(2)年間標準賞与額別被保険者数 （年度末現在）

被保険者数 割合 被保険者数 割合 被保険者数 割合 被保険者数 割合

％ ％ ％ ％

万円

超 以下
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～ － －
～ － －
～
～ － －
～
～ － －
～ － －
～ － －
～ － － － －
～ － － － －
～ － －
～ － －
～ － －
～ － － － － － － － －
～ － －
～ － －
～
～ － －
～ － －
～ － － －
～ － －
～ － － －
～ － － － － － － － －
～ － － － － － － － －
～ － － － － － － － －
～ － －
～ － － －

総数

　注　年間標準賞与額は、年度末現在の被保険者（疾病任意継続被保険者を除く）に支払われた標準賞与の年度累計額である。

年間標準賞与額

強 制 適 用

合 計 汽 船 等 漁 船 い 漁 船 ろ
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3．標準報酬月額・年間標準賞与額別被保険者数
(1)標準報酬月額別被保険者数 （年度末現在）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％

総 数
千円

－ －

－ －
－ －

－ －

標準報酬月額

強 制 適 用

合 計 汽 船 等 漁 船 い 漁 船 （ ろ ）

(2)年間標準賞与額別被保険者数 （年度末現在）

被保険者数 割合 被保険者数 割合 被保険者数 割合 被保険者数 割合

％ ％ ％ ％

万円

超 以下
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～ － －
～ － －
～
～ － －
～
～ － －
～ － －
～ － －
～ － － － －
～ － － － －
～ － －
～ － －
～ － －
～ － － － － － － － －
～ － －
～ － －
～
～ － －
～ － －
～ － － －
～ － －
～ － － －
～ － － － － － － － －
～ － － － － － － － －
～ － － － － － － － －
～ － －
～ － － －

総数

　注　年間標準賞与額は、年度末現在の被保険者（疾病任意継続被保険者を除く）に支払われた標準賞与の年度累計額である。

年間標準賞与額

強 制 適 用

合 計 汽 船 等 漁 船 い 漁 船 ろ
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4．保険給付決定状況（疾病給付）

件　　数 日    数 給 付 費 医 療 費

千円 千円

…

…

・

… …

入  院 … …

その他 … …

多 数 該 当 入  院 … …

負担軽減分 その他 … …

…

…

…

…

…

・ …

・ …

・ …

・ …

…

計

入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

計

入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

…

…

・

総 数

医 療 給 付 費 （ 再 掲 ）

被

保

険

者

分

被 保 険 者 分 合 計

医

療

給

付

合 計

計

診 療 費
入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

薬 剤 支 給

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

そ

の

他

の

現

金

給

付

職 務 上

葬 祭 料

計

出 産 手 当 金

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 ）

療 養 費

入 院 時 食 事 療 養 費

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

移 送 費

小 計

高 額 療 養 費
一 般 分

小 計

傷 病 手 当 金

計

職 務 外

休 業 手 当 金

（再掲）義務教育就学前

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

職 務 上

職 務 外

出 産 育 児 一 時 金

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 ）

療 養 費

被

扶

養

者

分

被 扶 養 者 分 合 計

医

療

給

付

合 計

診 療 費

（再掲）
義務教育
就学前

薬 剤 支 給
（再掲）義務教育就学前

入院時食事療養費（標準負担額差額支給除く）

移 送 費

（再掲）義務教育就学前

訪問看護療養費

件　　数 日    数 給 付 費 医 療 費

千円 千円

… …

入  院 … …

その他 … …

多 数 該 当 入  院 … …

負担軽減分 その他 … …

その他 ・ …

の現金 ・ …

給　付 ・ …

… …

… …

… …

… …

注１. 「薬剤支給」の「日数」欄の（　）内は処方箋枚数である。

２. 「入院時食事療養費」及び「入院時食事療養・生活療養費」の「日数」欄の（　）内は回数であり、日数の合計には含まれ

ていない。

３. 被保険者分及び被扶養者分の「入院時食事療養・生活療養費(標準負担額差額支給)」、「療養費」、「移送費」、「高額療

養費」及び「その他の現金給付」には高齢受給者分が含まれている。

４. 「入院時食事療養費(標準負担額差額支給除く)」及び「入院時食事療養・生活療養費(標準負担額差額支給除く)」の件数及

び回数は診療費の再掲であり、件数及び日数の合計には含まれていない。

５. 「傷病手当金（職務上）」の給付費は、傷病手当特別支給金の支給金額を含んでいる。

被

扶

養

者

分

医

療

給

付

小 計

高 額 療 養 費
一 般 分

小 計

家 族 葬 祭 料

家 族 出 産 育 児 一 時 金

入　　院　　外

歯　　　　　科

薬 剤 支 給

高

齢

受

給

者

分

高 齢 受 給 者 分 合 計

一

般

小 計

計

診 療 費
入　　　　　院

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

一

定

以

上

所

得

者

小 計

計

診 療 費
入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

薬 剤 支 給

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

世 帯 合 算
高 額 療 養 費

小 計

一 般 分

多 数 該 当 負 担 軽 減 分

高 額 医 療 ・ 高 額 介 護 合 算 療 養 費
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※高額療養費の入院分はその他分として計上している。



4．保険給付決定状況（疾病給付）

件　　数 日    数 給 付 費 医 療 費

千円 千円

…

…

・

… …

入  院 … …

その他 … …

多 数 該 当 入  院 … …

負担軽減分 その他 … …

…

…

…

…

…

・ …

・ …

・ …

・ …

…

計

入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

計

入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

…

…

・

総 数

医 療 給 付 費 （ 再 掲 ）

被

保

険

者

分

被 保 険 者 分 合 計

医

療

給

付

合 計

計

診 療 費
入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

薬 剤 支 給

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

そ

の

他

の

現

金

給

付

職 務 上

葬 祭 料

計

出 産 手 当 金

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 ）

療 養 費

入 院 時 食 事 療 養 費

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

移 送 費

小 計

高 額 療 養 費
一 般 分

小 計

傷 病 手 当 金

計

職 務 外

休 業 手 当 金

（再掲）義務教育就学前

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

職 務 上

職 務 外

出 産 育 児 一 時 金

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 ）

療 養 費

被

扶

養

者

分

被 扶 養 者 分 合 計

医

療

給

付

合 計

診 療 費

（再掲）
義務教育
就学前

薬 剤 支 給
（再掲）義務教育就学前

入院時食事療養費（標準負担額差額支給除く）

移 送 費

（再掲）義務教育就学前

訪問看護療養費

件　　数 日    数 給 付 費 医 療 費

千円 千円

… …

入  院 … …

その他 … …

多 数 該 当 入  院 … …

負担軽減分 その他 … …

その他 ・ …

の現金 ・ …

給　付 ・ …

… …

… …

… …

… …

注１. 「薬剤支給」の「日数」欄の（　）内は処方箋枚数である。

２. 「入院時食事療養費」及び「入院時食事療養・生活療養費」の「日数」欄の（　）内は回数であり、日数の合計には含まれ

ていない。

３. 被保険者分及び被扶養者分の「入院時食事療養・生活療養費(標準負担額差額支給)」、「療養費」、「移送費」、「高額療

養費」及び「その他の現金給付」には高齢受給者分が含まれている。

４. 「入院時食事療養費(標準負担額差額支給除く)」及び「入院時食事療養・生活療養費(標準負担額差額支給除く)」の件数及

び回数は診療費の再掲であり、件数及び日数の合計には含まれていない。

５. 「傷病手当金（職務上）」の給付費は、傷病手当特別支給金の支給金額を含んでいる。

被

扶

養

者

分

医

療

給

付

小 計

高 額 療 養 費
一 般 分

小 計

家 族 葬 祭 料

家 族 出 産 育 児 一 時 金

入　　院　　外

歯　　　　　科

薬 剤 支 給

高

齢

受

給

者

分

高 齢 受 給 者 分 合 計

一

般

小 計

計

診 療 費
入　　　　　院

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

一

定

以

上

所

得

者

小 計

計

診 療 費
入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

薬 剤 支 給

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

世 帯 合 算
高 額 療 養 費

小 計

一 般 分

多 数 該 当 負 担 軽 減 分

高 額 医 療 ・ 高 額 介 護 合 算 療 養 費

― 18 ― ― 19 ―

船
員
保
険

（
総
括
表
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   19 2014/11/19   15:09:31



5．保険給付諸率

1000人当たり
件数

1件当たり日数 1件当たり金額 1日当たり金額 1人当たり金額
給付総額に対

する割合

円 円 円 ％

… … … …

… … … …

… … … …

… ・ ・ …

－ － － － － －

… …

・ ・

… …

入  院 － … － … － －

その他 … … －

多 数 該 当 入  院 － … － … － －

負担軽減分 その他 … …

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

… … … …

… ・ ・ …

計

入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

計

入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

－ － － － － －

… …

・ ・

そ

の

他

の

現

金

給

付 出 産 手 当 金

療 養 費

薬 剤 支 給

入 院 時 食 事 療 養 費

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

総 数

医 療 給 付 費 （ 再 掲 ）

診 療 費
入　　　　　院

入　　院　　外

被 保 険 者 分 合 計

医

療

給

付

合 計

一 般 分

計

歯　　　　　科

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 ）

移 送 費

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

小 計

休 業 手 当 金

葬 祭 料

計

職 務 上

職 務 外

出 産 育 児 一 時 金

高 額 療 養 費

小 計

傷 病 手 当 金

計

職 務 上

職 務 外

移 送 費

（再掲）義務教育就学前

入 院 時 食 事 療 養 費

（差額支給除く）

診 療 費

（再掲）
義務教育
就学前

薬 剤 支 給

被

保

険

者

分

（ 標 準 負 担 額 差 額 支 給 ）

療 養 費

（再掲）義務教育就学前

訪問看護療養費
（再掲）義務教育就学前

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

被

扶

養

者

分

被 扶 養 者 分 合 計

医

療

給

付

合 計
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※高額療養費の入院分はその他分として計上している。



1000人当たり
件数

1件当たり日数 1件当たり金額 1日当たり金額 1人当たり金額
給付総額に対

する割合

円 円 円 ％

… …

入  院 － … － … － －

その他 … …

多 数 該 当 入  院 － … － … － －

負担軽減分 その他 … …

その他 ・ ・

の現金 ・ ・

給　付 ・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

－ － － － － －

… …

… …

… …

－ … － … － －

注１．「1000人当たり件数」及び「１人当たり金額」を算出するのに用いた年度平均加入者数は以下のとおりである。

① 被扶養者分の義務教育就学前の項目は義務教育就学前の被扶養者数

②

　　　 70歳未満の被保険者数及び被扶養者数

③

　　　 世帯合算高額療養費、高額医療・高額介護合算療養費の項目は75歳以上を除く被保険者数及び被扶養者総数

④ 高齢受給者分は高齢（一般及び一定以上所得者）の加入者数

⑤ 被保険者分のその他の現金給付のうち、傷病手当金（職務上）、休業手当金、葬祭料（職務上）の項目は被保険者総数。傷病手当金

　　　 （職務外）、出産育児一時金、出産手当金の項目は75歳以上を除く被保険者数

⑥ 被扶養者分のその他の現金給付の項目は被扶養者総数

２．

　　　「高額療養費」及び「その他の現金給付」には高齢受給者分が含まれている。

３．

　　　及び日数は診療費の再掲であり、件数及び日数の合計には含まれていない。

家 族 出 産 育 児 一 時 金

薬 剤 支 給

高

齢

受

給

者

分

高 齢 受 給 者 分 合 計

一

般

小 計

計

診 療 費

小 計

一 般 分

小 計

家 族 葬 祭 料

高 額 療 養 費

歯　　　　　科

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

入　　　　　院

入　　院　　外

（ 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

一

定

以

上

所

得

者

小 計

（ 差 額 支 給 除 く ）

訪 問 看 護 療 養 費

世 帯 合 算
高 額 療 養 費

小 計

一 般 分

計

診 療 費
入　　　　　院

入　　院　　外

歯　　　　　科

薬 剤 支 給

入 院 時 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 費

被保険者分及び被扶養者分の診療費、薬剤支給、入院時食事療養費（標準負担額差額支給除く）、訪問看護療養費の項目は

被保険者分及び被扶養者分の入院時食事療養・生活療養費（標準負担額差額支給）、療養費、移送費、高額療養費、

被保険者分及び被扶養者分の「入院時食事療養・生活療養費（標準負担額差額支給）」、「療養費」、「移送費」、

「入院時食事療養費 標準負担額差額支給除く 」及び「入院時食事療養・生活療養費 標準負担額差額支給除く 」の件数

多 数 該 当 負 担 軽 減 分

高 額 医 療 ・ 高 額 介 護 合 算 療 養 費

〈年度平均加入者数〉 （単位：人）

（再掲）

義務教育就学前

（再掲）

歳以上等除く

被保険者数 ･･･

被扶養者数 ･･･

加入者数

総数歳未満
高齢

（一般）

高齢（一定以上

所得者）
歳以上等の者
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6．年金給付決定状況（新法分）［経過的職務上給付］ （年度末現在）

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計
１    級
２    級
３    級
４    級
５    級
６    級
７    級

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計
１    級
２    級 － － － －
３    級 － － － －
４    級 － － － －
５    級 － － － －
６    級 － － － －
７    級

（年度末現在）

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計
１    級
２    級 － － － －
３    級 － － － －
４    級 － － － －
５    級 － － － －
６    級 － － － －
７    級 － － － －

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計 － － － －
１    級 － － － －
２    級 － － － －
３    級 － － － －
４    級 － － － －
５    級 － － － －
６    級 － － － －
７    級 － － － －

総 数

障 害 年 金

遺 族 年 金

総 数

障 害 年 金

遺 族 年 金

　　　障害年金  計  年度末現在    939件、新規裁定  0件　　

      遺族年金  計  年度末現在  5,824件、新規裁定  0件

　年金給付決定状況（新々法分）［職務上上乗せ給付］

受 給 権 者
受 給 者

障 害 年 金

受 給 権 者
受 給 者

総 数

障 害 年 金

遺 族 年 金

（新規裁定）

受 給 権 者
受 給 者

総 数

（新規裁定）

受 給 権 者
受 給 者

遺 族 年 金

　注　旧法分（職務上）の受給者数は、次のとおりである。（資料：厚生労働省年金局「厚生年金保険・国民年金事業年報」）
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6．年金給付決定状況（新法分）［経過的職務上給付］ （年度末現在）

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計
１    級
２    級
３    級
４    級
５    級
６    級
７    級

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計
１    級
２    級 － － － －
３    級 － － － －
４    級 － － － －
５    級 － － － －
６    級 － － － －
７    級

（年度末現在）

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計
１    級
２    級 － － － －
３    級 － － － －
４    級 － － － －
５    級 － － － －
６    級 － － － －
７    級 － － － －

件 数 年 金 額 平 均 年 金 月 額
          千円             円

 計 － － － －
１    級 － － － －
２    級 － － － －
３    級 － － － －
４    級 － － － －
５    級 － － － －
６    級 － － － －
７    級 － － － －

総 数

障 害 年 金

遺 族 年 金

総 数

障 害 年 金

遺 族 年 金

　　　障害年金  計  年度末現在    939件、新規裁定  0件　　

      遺族年金  計  年度末現在  5,824件、新規裁定  0件

　年金給付決定状況（新々法分）［職務上上乗せ給付］

受 給 権 者
受 給 者

障 害 年 金

受 給 権 者
受 給 者

総 数

障 害 年 金

遺 族 年 金

（新規裁定）

受 給 権 者
受 給 者

総 数

（新規裁定）

受 給 権 者
受 給 者

遺 族 年 金

　注　旧法分（職務上）の受給者数は、次のとおりである。（資料：厚生労働省年金局「厚生年金保険・国民年金事業年報」）

件 数 金 額 １件当たり金額

  千円                   円

総 数

障 害 手 当 金

遺 族 一 時 金

そ の 他 の 一 時 金

件 数 金 額 １件当たり金額
  千円                   円

総 数
障 害 手 当 金
遺 族 一 時 金
そ の 他 の 一 時 金

注　「その他の一時金」は、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金の合計である。

　一時金決定状況（新々法分）［職務上上乗せ給付］

注　「その他の一時金」は、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金の合計である。

7．一時金決定状況（新法分）［経過的職務上給付］

8. 行方不明手当金支給決定状況（新々法分）［独自給付］

件 数 日 数 金 額 １件当たり日数 １日当たり金額 １件当たり金額

千円 円 円

件 数 金 額
千円

総 計

9．介護料支給状況［経過的職務上給付］

（１）限度額適用・標準負担額減額認定証交付状況

新 規 交 付 数 返   納   数 年度末現在有効認定証数

（２）限度額適用認定証交付状況

新 規 交 付 数 返   納   数 年度末現在有効認定証数

総 計

被 保 険 者

被 扶 養 者

10．限度額適用・標準負担額減額認定証、限度額適用認定証交付状況

総 計

被 保 険 者

被 扶 養 者
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11．年度別収支状況（平成21年12月まで）

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

千円 千円 千円 千円 千円

収

疾 病 分

（ 医 療 分 ）

（ 介 護 分 ） ・

年 金 分

失 業 分

そ の 他

疾 病 給 付 分

年 金 給 付 分

失 業 給 付 分

事 務 費

入 － － － － －

支

疾 病 給 付 分

年 金 給 付 分

失 業 給 付 分

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・

出

△6,490,460 △2,864,466 △3,145,814 △4,212,560

－ － － －

△6,607,092 △3,121,767 △3,428,743 △4,247,593 －

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・

　※　平成21年度については、平成22年1月に制度改正があったことにより、平成21年4月から平成21年12月までの9ヶ月分の収支を計上している。

移 換 後 残 額

　※　各項目の数値は、それぞれ端数整理によっているので、合計とは合致しない場合がある。

退 職 者 給 付 拠 出 金

病 床 転 換 支 援 金

介 護 納 付 金

福 祉 事 業 費

事 務 費

そ の 他 の 支 出

収 支 差 引 剰 余 金

翌 年 度 へ 繰 越

積 立 金 へ 繰 入

積 立 金 か ら 補 足

決 算 後 の 積 立 金

労 災 勘 定 へ 移 換

雇 用 勘 定 へ 移 換

老 人 保 健 拠 出 金

区 分

総 額

保 険 料 収 入

利 子

国 庫 負 担

積 立 金 よ り 受 入

そ の 他 の 収 入

総 額

保 険 給 付 費

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
平成21年度

(21年4月～12月まで)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

△1,382,196

－

－

－ － － － － △1,382,196

・ ・ ・ ・ ・ △98,258,919

・ ・ ・ ・ ・ △2,451,758
・ ・ ・ ・ ・
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11．年度別収支状況（平成21年12月まで）
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支
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年 金 給 付 分

失 業 給 付 分

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・

出

△6,490,460 △2,864,466 △3,145,814 △4,212,560

－ － － －

△6,607,092 △3,121,767 △3,428,743 △4,247,593 －

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・

　※　平成21年度については、平成22年1月に制度改正があったことにより、平成21年4月から平成21年12月までの9ヶ月分の収支を計上している。

移 換 後 残 額

　※　各項目の数値は、それぞれ端数整理によっているので、合計とは合致しない場合がある。

退 職 者 給 付 拠 出 金

病 床 転 換 支 援 金

介 護 納 付 金

福 祉 事 業 費

事 務 費

そ の 他 の 支 出

収 支 差 引 剰 余 金

翌 年 度 へ 繰 越

積 立 金 へ 繰 入

積 立 金 か ら 補 足

決 算 後 の 積 立 金

労 災 勘 定 へ 移 換

雇 用 勘 定 へ 移 換

老 人 保 健 拠 出 金

区 分

総 額

保 険 料 収 入

利 子

国 庫 負 担

積 立 金 よ り 受 入

そ の 他 の 収 入

総 額

保 険 給 付 費

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
平成21年度

(21年4月～12月まで)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

△1,382,196

－

－

－ － － － － △1,382,196

・ ・ ・ ・ ・ △98,258,919

・ ・ ・ ・ ・ △2,451,758
・ ・ ・ ・ ・
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11．年度別収支状況（平成22年1月以降）
平成21年度

(22年1月～3月まで)
平成22年度 平成23年度 平成24年度

千円 千円 千円 千円

収

船 員 保 険 分

介 護 保 険 分

入

支

現 物 給 付

現 金 給 付 等

支

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金
老 人 保 健 拠 出 金

退職者給付拠出金

病 床 転 換 支 援 金

出

　※ 平成21年度については、平成22年1月に制度改正があったことにより、平成22年1月から平成22年3月までの3ヶ月分の収支を計上している。

　※ 各項目の数値は、それぞれ端数整理によっているので、合計とは合致しない場合がある。

介 護 納 付 金

業 務 経 費 ・ 一 般 管 理 費

そ の 他 の 支 出

差 引 収 支 過 不 足 額

準 備 金 残 高

そ の 他 の 収 入

準 備 金 戻 入

総 額

保 険 給 付 費

拠 出 金 等

区 分

総 額

保 険 料 収 入

国 庫 補 助 等

職務上年金給付費等交付金
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11．年度別収支状況（平成22年1月以降）
平成21年度

(22年1月～3月まで)
平成22年度 平成23年度 平成24年度

千円 千円 千円 千円

収

船 員 保 険 分
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入

支

現 物 給 付

現 金 給 付 等

支

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金
老 人 保 健 拠 出 金

退職者給付拠出金

病 床 転 換 支 援 金

出

　※ 平成21年度については、平成22年1月に制度改正があったことにより、平成22年1月から平成22年3月までの3ヶ月分の収支を計上している。

　※ 各項目の数値は、それぞれ端数整理によっているので、合計とは合致しない場合がある。

介 護 納 付 金

業 務 経 費 ・ 一 般 管 理 費

そ の 他 の 支 出

差 引 収 支 過 不 足 額

準 備 金 残 高

そ の 他 の 収 入

準 備 金 戻 入

総 額

保 険 給 付 費

拠 出 金 等

区 分

総 額

保 険 料 収 入

国 庫 補 助 等

職務上年金給付費等交付金
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平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

計

汽 船 等

漁 船 い

漁 船 ろ

75歳以上（再掲） ･ ･ ･ ･ ･

            円             円             円             円             円

平 均

汽 船 等

漁 船 い

漁 船 ろ

75歳以上（再掲） ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

計 ･ ･ ･ ･ ･

汽 船 等 ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 い ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 ろ ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

            円             円             円             円             円

･ ･ ･ ･ ･

平 均 ･ ･ ･ ･ ･

汽 船 等 ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 い ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 ろ ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

　注２  75歳未満（再掲）の船舶所有者数は、被保険者が0人の船舶所有者を除く。

　注１　４～３月の平均である。

歳

未

満

（

再

掲

）

船
舶
所
有
者
数

総 数

汽 船 等

漁 船 （ い ）

漁 船 （ ろ ）

被

保

険

者

数

総 数

強

制

適

用

任 意 継 続 適 用

標

準

報

酬

月

額

の

平

均

任 意 継 続 適 用

任 意 継 続 適 用

強

制

適

用

強

制

適

用

平 均

12．年度別適用状況（年度平均）
区 分

船

員

保

険

全

体

船
舶
所
有
者
数

総 数

汽 船 等

漁 船 （ い ）

漁 船 （ ろ ）

被

保

険

者

数

総 数

強

制

適

用

任 意 継 続 適 用

標

準

報

酬

月

額

の

平

均

平 均

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

… …

… …

… …

･

            円             円             円             円             円             円

･ …

･

･ … …

･ … …

･ … …

･

･

･ … …

･ … …

･ … …

･

            円             円             円             円             円             円

･

･

･ … …

･ … …

･ … …

･
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平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

計

汽 船 等

漁 船 い

漁 船 ろ

75歳以上（再掲） ･ ･ ･ ･ ･

            円             円             円             円             円

平 均

汽 船 等

漁 船 い

漁 船 ろ

75歳以上（再掲） ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

計 ･ ･ ･ ･ ･

汽 船 等 ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 い ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 ろ ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

            円             円             円             円             円

･ ･ ･ ･ ･

平 均 ･ ･ ･ ･ ･

汽 船 等 ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 い ･ ･ ･ ･ ･

漁 船 ろ ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･

　注２  75歳未満（再掲）の船舶所有者数は、被保険者が0人の船舶所有者を除く。

　注１　４～３月の平均である。

歳

未

満

（

再

掲

）

船
舶
所
有
者
数

総 数

汽 船 等

漁 船 （ い ）

漁 船 （ ろ ）

被

保

険

者

数

総 数

強

制

適

用

任 意 継 続 適 用

標

準
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酬

月

額

の

平

均

任 意 継 続 適 用

任 意 継 続 適 用

強

制

適

用

強

制

適

用

平 均

12．年度別適用状況（年度平均）
区 分

船

員

保

険

全

体

船
舶
所
有
者
数

総 数

汽 船 等

漁 船 （ い ）

漁 船 （ ろ ）

被

保

険

者

数

総 数

強

制

適

用

任 意 継 続 適 用

標

準

報

酬

月

額

の

平

均

平 均

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

… …

… …

… …

･

            円             円             円             円             円             円

･ …

･

･ … …

･ … …

･ … …

･

･

･ … …

･ … …

･ … …

･

            円             円             円             円             円             円

･

･

･ … …

･ … …

･ … …

･
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年度別適用状況（介護保険第2号被保険者）

対 前 年 対 前 年 対 前 年 対 前 年 対 前 年
度 末 比 度 末 比 度 末 比 度 末 比 度 末 比

 (％)  (％)  (％)  (％)  (％)
総 数 △ 3.1 △ 3.0 △ 3.2 △ 4.1 △ 3.8

汽 船 等 △ 2.9 △ 4.2 △ 2.3 △ 2.7 △ 3.0

被保険者数 漁船（い） △ 5.9

漁船（ろ） △ 5.5 △ 3.9 △ 3.4 △ 6.2 △ 7.1

任 意 継 続 △ 12.4 △ 8.4 △ 3.0

△ 2.7 △ 3.2 △ 3.8 △ 5.1 △ 4.8

計 △ 1.0 △ 0.2 △ 0.1

汽 船 等 △ 0.1 △ 0.3 △ 0.3

漁船（い） △ 1.6 △ 0.2 △ 1.4 △ 2.5

漁船（ろ） △ 3.3 △ 0.4

任 意 継 続 △ 1.4 △ 5.6

標準報酬
月額の平均

被 扶 養 者 数

介   護   保   険

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（年度末現在）
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限度額適用・標準負担額減額認定証、限度額適用認定証交付状況

 特定保健指導実施状況　･･･････････････････････････････････････････････

86

第13表 90

 年金受給権者状況　･･･････････････････････････････････････････････････

 平均年金月額（受給権者）　･･･････････････････････････････････････････

 一時金給付決定状況　･････････････････････････････････････････････････

38

目　　　　　　　次

32

36

第１表

第２表

第３表

 適用状況　･･･････････････････････････････････････････････････････････

 賞与支払状況　･･･････････････････････････････････････････････････････

 標準報酬月額別被保険者数　･･･････････････････････････････････････････

44

45

第５表

第６表

第４表

 被保険者数・被扶養者数及び扶養率　･･･････････････････････････････････

 被保険者数・被扶養者数年齢別内訳　･･･････････････････････････････････

 年間標準賞与額別被保険者数･･･････････････････････････････････････････ 40

48

66

79

第８表

第９表

 保険給付決定状況（疾病給付）･････････････････････････････････････････

 保険給付諸率　･･･････････････････････････････････････････････････････

 特定疾病療養受療証交付数　･･･････････････････････････････････････････

第７表

第16表  福祉事業　･･･････････････････････････････････････････････････････････ 94

第10表

80

 生活習慣病予防健診及び特定健康診査の実績件数　･･･････････････････････

81

 (1)　限度額適用・標準負担額減額認定証交付状況　･･････････････････････････････

 (2)　限度額適用認定証交付状況　･･････････････････････････････････････････････

第14表

第15表

92

93

第11表 82

第12表

― 31 ―

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   2 2014/11/19   15:09:36



限度額適用・標準負担額減額認定証、限度額適用認定証交付状況

 特定保健指導実施状況　･･･････････････････････････････････････････････

86

第13表 90

 年金受給権者状況　･･･････････････････････････････････････････････････

 平均年金月額（受給権者）　･･･････････････････････････････････････････

 一時金給付決定状況　･････････････････････････････････････････････････

38

目　　　　　　　次

32

36

第１表

第２表

第３表

 適用状況　･･･････････････････････････････････････････････････････････

 賞与支払状況　･･･････････････････････････････････････････････････････

 標準報酬月額別被保険者数　･･･････････････････････････････････････････

44

45

第５表

第６表

第４表

 被保険者数・被扶養者数及び扶養率　･･･････････････････････････････････

 被保険者数・被扶養者数年齢別内訳　･･･････････････････････････････････

 年間標準賞与額別被保険者数･･･････････････････････････････････････････ 40

48

66

79

第８表

第９表

 保険給付決定状況（疾病給付）･････････････････････････････････････････

 保険給付諸率　･･･････････････････････････････････････････････････････

 特定疾病療養受療証交付数　･･･････････････････････････････････････････

第７表

第16表  福祉事業　･･･････････････････････････････････････････････････････････ 94

第10表

80

 生活習慣病予防健診及び特定健康診査の実績件数　･･･････････････････････

81

 (1)　限度額適用・標準負担額減額認定証交付状況　･･････････････････････････････

 (2)　限度額適用認定証交付状況　･･････････････････････････････････････････････

第14表

第15表

92

93

第11表 82

第12表

― 31 ―

船
員
保
険

（
全
国
編
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   31 2014/11/19   15:09:36



第１表　 適　　　用

　船員保険全体

総　数 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 計 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ)

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 … … …

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　「船舶所有者数」欄において、同一船舶所有者で、二以上の異なる種類の船舶を有する者は、それぞれ該当する船舶種別欄に含め、

　　　　　　　　　　強　　　　制　　
船　 舶 　所 　有 　者 　数年 度 別

月　　別

　　　　　　　　　　被　　　　保　　　　険　

状　　　況

（年度末・月末現在）　

75歳以上
（再掲）

育児休業
（再掲）

平　均 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ)
75歳以上
（再掲）

円 円 円 円 円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ － ・

・ ・

－

「総数」欄には１として計上してあるため、内訳を合計したものは総数と一致しない。

疾病任意
継続適用

標　準　報　酬　月　額　の　平　均

強　　制　　適　　用
疾病任意
継続適用

　　適　　　用

　　者　　　　数
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第１表（続）　 適　　　用

　75歳未満（再掲）

総　数 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 計 汽船等 漁船(い)

平 成 年 度

平 成 年 度 … … … … …

平 成 年 度

平成22年４月 … … …
　　　　５月 … … …
　　　　６月 … … …

　　　　７月 … … …
　　　　８月 … … …
　　　　９月 … … …

　　　　10月 … … …
　　　　11月 … … …
　　　　12月

平成23年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注1　「船舶所有者数」欄において、同一船舶所有者で、二以上の異なる種類の船舶を有する者は、それぞれ該当する船舶種別欄に含め、
　　　　

　注2  船舶所有者数は、被保険者が0人の船舶所有者を除く。

年 度 別
月　　別

船　 舶 　所 　有 　者 　数
被　　保　　険

強　　制

状　　　況

（年度末・月末現在）　

　者　　数

　適　　用

漁船(ろ)
育児休業
（再　掲）

平　均 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ)

円 円 円 円 円

… － … … …

－ … … …
－ … … …
－ … … …

－ … … …
… … …
… … …

… … …
… … …

「総数」欄には１として計上してあるため、内訳を合計したものは総数と一致しない。

標　準　報　酬　月　額　の　平　均

疾病任意
継続適用

強　　制　　適　　用
疾病任意
継続適用
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－ … … …

－ … … …
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… … …

… … …
… … …

「総数」欄には１として計上してあるため、内訳を合計したものは総数と一致しない。

標　準　報　酬　月　額　の　平　均

疾病任意
継続適用

強　　制　　適　　用
疾病任意
継続適用

― 34 ― ― 35 ―

船
員
保
険

（
全
国
編
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   35 2014/11/19   15:09:39



第２表　 賞　　与　 

　船員保険全体 （年度累計）　

計 汽船等 漁船（い）漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

平　均 汽船等 漁船（い）漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

円 円 円 円

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度

平 成 年 度 … …

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月 － －
　　　　５月
　　　　６月 － －

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月 － －

　　　　10月 － － － －
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月 － －

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注１  被保険者数は賞与を受給した被保険者の人数である。

　注２  平成24年度の被保険者数は、平成24年4月から平成25年3月までの累計であり、標準賞与額の平均は平成24年4月から平成25年3月までの

年 度 別
月　　別

被　　保　　険　　者　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均

　75歳未満（再掲） （年度累計）　

計 汽船等 漁船（い） 漁船（ろ） 平　均 汽船等 漁船（い） 漁船（ろ）

円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成22年４月
　　　　５月 △ 1 △ 232,000
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月 － －
　　　　11月
　　　　12月

平成23年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月 － －
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

平均である。

支　　払　　状　　況

年 度 別
月　　別

被　　保　　険　　者　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均
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第２表　 賞　　与　 

　船員保険全体 （年度累計）　

計 汽船等 漁船（い）漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

平　均 汽船等 漁船（い）漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

円 円 円 円

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度 ・ ・

平 成 年 度

平 成 年 度 … …

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月 － －
　　　　５月
　　　　６月 － －

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月 － －

　　　　10月 － － － －
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月 － －

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注１  被保険者数は賞与を受給した被保険者の人数である。

　注２  平成24年度の被保険者数は、平成24年4月から平成25年3月までの累計であり、標準賞与額の平均は平成24年4月から平成25年3月までの

年 度 別
月　　別

被　　保　　険　　者　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均

　75歳未満（再掲） （年度累計）　

計 汽船等 漁船（い） 漁船（ろ） 平　均 汽船等 漁船（い） 漁船（ろ）

円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成22年４月
　　　　５月 △ 1 △ 232,000
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月 － －
　　　　11月
　　　　12月

平成23年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月 － －
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

平均である。

支　　払　　状　　況

年 度 別
月　　別

被　　保　　険　　者　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均

― 36 ― ― 37 ―
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　船員保険全体 （年度末現在）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％

・ ・

注　疾病任意継続被保険者は除く。

第３表　　標　準　報　酬　月　額　

小　　　計

総　　　数
　　　　 　 円

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

平成24年度

標準報酬月額

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

　75歳未満（再掲） （年度末現在）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％
… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …

… …

　別　被　保　険　者　数

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

平成24年度

総　　　数
　　　　 　 円

小　　　計

小　　　計

標準報酬月額

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
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　船員保険全体 （年度末現在）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％

・ ・

注　疾病任意継続被保険者は除く。

第３表　　標　準　報　酬　月　額　

小　　　計

総　　　数
　　　　 　 円

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

平成24年度

標準報酬月額

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

　75歳未満（再掲） （年度末現在）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％
… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …
… …
… …
… …

… …

… …
… …

… …

　別　被　保　険　者　数

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

平成24年度

総　　　数
　　　　 　 円

小　　　計

小　　　計

標準報酬月額

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

― 38 ― ― 39 ―
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　船員保険全体

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％

… …
万円

… …

超 以下
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …小　　計

　注　年間標準賞与額は、年度末現在の被保険者（疾病任意継続被保険者を除く）に支払われた標準賞与の年度累計額である。

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

総　　数

第４表　　年　間　標　準　賞　与　

年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（年度累計）　

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％

超 以下
～ … … － －
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … … － －
～ … …
～ … …
～ … …
～ … … － － － －

… …

～ … … － － － －
～ … … － － － －
～ … … － －
～ … …

… …

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

平成24年度

　額　別　被　保　険　者　数

年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
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　船員保険全体

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％

… …
万円

… …

超 以下
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … …
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …小　　計

　注　年間標準賞与額は、年度末現在の被保険者（疾病任意継続被保険者を除く）に支払われた標準賞与の年度累計額である。

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

総　　数

第４表　　年　間　標　準　賞　与　

年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（年度累計）　

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％

超 以下
～ … … － －
～ … …
～ … …
～ … …
～ … …

… …

～ … … － －
～ … …
～ … …
～ … …
～ … … － － － －

… …

～ … … － － － －
～ … … － － － －
～ … … － －
～ … …

… …

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

平成24年度

　額　別　被　保　険　者　数

年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
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　75歳未満（再掲）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％

… … … …
万円

… … … …

超 以下
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

総　　数

年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

第４表（続）　年　間　標　準　賞　与　

（年度累計）　

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％

超 以下
～ … … … … － －
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …
… … … …
… … … …

～ … … … … － －
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … … － － － －

… … … …
… … … …
… … … …

～ … … … … － － － －
～ … … … … － － － －
～ … … … … － －
～ … … … …

… … … …

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

平成24年度年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

　額　別　被　保　険　者　数
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　75歳未満（再掲）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％

… … … …
万円

… … … …

超 以下
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …

～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

総　　数

年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

第４表（続）　年　間　標　準　賞　与　

（年度累計）　

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％

超 以下
～ … … … … － －
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …

… … … …
… … … …
… … … …

～ … … … … － －
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … …
～ … … … … － － － －

… … … …
… … … …
… … … …

～ … … … … － － － －
～ … … … … － － － －
～ … … … … － －
～ … … … …

… … … …

小　　計

小　　計

小　　計

標準賞与額

平成24年度年　　　間 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

　額　別　被　保　険　者　数
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（年度末・月末現在）　

総　　数 強制適用
疾病任意
継続適用

総　　数 男　　子 女　　子

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成20年度以降の被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第５表　 被保険者数・被扶養者数及び扶養率

年 度 別
月　　別

被 　保 　険 　者 　数　 被 　扶 　養 　者 　数

扶 養 率

（年度末・月末現在）　

70歳未満 高齢受給者（一般）
高齢受給者

（一定以上所得者）
老　　人

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平成23年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成24年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

平 成 年 度 ・

平成24年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成25年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

　注　平成20年度以降の被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第６表　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

年 度 別
月　　別

被　　　　　保　　　　　険　　　　　者　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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（年度末・月末現在）　

総　　数 強制適用
疾病任意
継続適用

総　　数 男　　子 女　　子

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成20年度以降の被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第５表　 被保険者数・被扶養者数及び扶養率

年 度 別
月　　別

被 　保 　険 　者 　数　 被 　扶 　養 　者 　数

扶 養 率

（年度末・月末現在）　

70歳未満 高齢受給者（一般）
高齢受給者

（一定以上所得者）
老　　人

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平成23年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成24年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

平 成 年 度 ・

平成24年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成25年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

　注　平成20年度以降の被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第６表　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

年 度 別
月　　別

被　　　　　保　　　　　険　　　　　者　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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（年度末・月末現在）　

義務教育就学前
義務教育就学以上

７０歳未満
高齢受給者（一般）

高齢受給者
（一定以上所得者）

老　　人

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平成23年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成24年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

平 成 年 度 ・

平成24年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成25年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

　注　平成19年度以前の「義務教育就学前」は「3歳未満」の者を意味する。

第６表（続）　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

年 度 別
月　　別

被　　　　　扶　　　　　養　　　　　者　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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（年度末・月末現在）　

義務教育就学前
義務教育就学以上

７０歳未満
高齢受給者（一般）

高齢受給者
（一定以上所得者）

老　　人

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平 成 年 度 ・

平成23年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成24年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

平 成 年 度 ・

平成24年４月 ・
　　　　５月 ・
　　　　６月 ・

　　　　７月 ・
　　　　８月 ・
　　　　９月 ・

　　　　10月 ・
　　　　11月 ・
　　　　12月 ・

平成25年１月 ・
　　　　２月 ・
　　　　３月 ・

　注　平成19年度以前の「義務教育就学前」は「3歳未満」の者を意味する。

第６表（続）　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

年 度 別
月　　別

被　　　　　扶　　　　　養　　　　　者　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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第７表　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注1.　制度改正により、平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相当分）は労災保険より

　注2.　高齢受給者分の現金給付（入院時食事療養・生活療養費（標準負担額差額支給）、療養費、移送費、高額療養費、その他の現金給付）は

　注3.　入院時食事療養費（標準負担額差額支給を除く）の件数は診療費の再掲であり、件数の合計には含まれていない。

　注4.　傷病手当金（職務上）の金額は、傷病手当特別支給金の支給金額を含んでいる。

　注5.　葬祭料（職務外）及び家族葬祭料の金額は、葬祭料付加金の支給金額を含んでいる。

合　　　計
診　　　　　　年 度 別

月　　別
計 入　　　　　院

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　

加 入 者 総 計

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

 支給される（平成22年1月以降の災害に限る）ようになっている。

 被保険者分及び被扶養者分の現金給付に含まれている。

　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬   剤   支   給　

入 院 外 歯　　　    科

　　　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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第７表　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注1.　制度改正により、平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相当分）は労災保険より

　注2.　高齢受給者分の現金給付（入院時食事療養・生活療養費（標準負担額差額支給）、療養費、移送費、高額療養費、その他の現金給付）は

　注3.　入院時食事療養費（標準負担額差額支給を除く）の件数は診療費の再掲であり、件数の合計には含まれていない。

　注4.　傷病手当金（職務上）の金額は、傷病手当特別支給金の支給金額を含んでいる。

　注5.　葬祭料（職務外）及び家族葬祭料の金額は、葬祭料付加金の支給金額を含んでいる。

合　　　計
診　　　　　　年 度 別

月　　別
計 入　　　　　院

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　

加 入 者 総 計

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

 支給される（平成22年1月以降の災害に限る）ようになっている。

 被保険者分及び被扶養者分の現金給付に含まれている。

　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬   剤   支   給　

入 院 外 歯　　　    科

　　　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

― 48 ― ― 49 ―

船
員
保
険

（
全
国
編
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   49 2014/11/19   15:09:49



第７表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平成23年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給）

療　養　費
入院時食事療養費

（標準負担額差額支給を除く）
訪問看護療養費

被　　　　　　　　　　保　　　　　

年 度 別
月　　別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － －
－ － － －

入　　院 そ の 他 入　　院 そ の 他

移　送　費

高　　 額　　 療　　 養　　 費

一　　般　　分 多数該当負担軽減分

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平成23年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給）

療　養　費
入院時食事療養費

（標準負担額差額支給を除く）
訪問看護療養費

被　　　　　　　　　　保　　　　　

年 度 別
月　　別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － －
－ － － －

入　　院 そ の 他 入　　院 そ の 他

移　送　費

高　　 額　　 療　　 養　　 費

一　　般　　分 多数該当負担軽減分

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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※高額療養費の入院分はその他分として計上している。



第７表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

傷   　病   　手   　当   　金

職 　務　 外計 職 　務　 上

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　　　　険

年 度 別
月　　別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

－ － －

－ － － － －
－ － － －

－ －

－ －
－ －

－ － － －
－ － － － －

－ － －

－ － － － － － －

－ －

－ － － －

－ － － － －

－ －
－ －

－ －

職　務　上 職　務　外計
出　産　手　当　金出産育児一時金

葬    　祭    　料
休業手当金

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

傷   　病   　手   　当   　金

職 　務　 外計 職 　務　 上

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　　　　険

年 度 別
月　　別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

－ － －

－ － － － －
－ － － －

－ －

－ －
－ －

－ － － －
－ － － － －

－ － －

－ － － － － － －

－ －

－ － － －

－ － － － －

－ －
－ －

－ －

職　務　上 職　務　外計
出　産　手　当　金出産育児一時金

葬    　祭    　料
休業手当金

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

合　　計
診　　　　　

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

年 度 別
月　　別

入　　　　　院 入　計

決　定　状　況（疾病給付）

日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

（再　　　掲）　義　務　教　育　就　学　前

　計 入　　　　　院

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

　　　　　療　　　　　　　　費

　 　院　　 外 歯　　　  　科
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

合　　計
診　　　　　

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

年 度 別
月　　別

入　　　　　院 入　計

決　定　状　況（疾病給付）

日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

（再　　　掲）　義　務　教　育　就　学　前

　計 入　　　　　院

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

　　　　　療　　　　　　　　費

　 　院　　 外 歯　　　  　科
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

入 院 外 歯　　　  　科

（再　　　掲）　義　務　教　育　就　学　前
薬   剤   支   給　

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

年 度 別
月　　別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 回　数 金　額

千円 千円 千円

（再　掲）　義　務　教　育　就　学　前 （再　掲）　義　務　教　育　就　学　前

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

入院時食事療養費
(標準負担額差額支給を除く）

― 56 ― ― 57 ―

船
員
保
険

（
全
国
編
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   56 2014/11/19   15:09:55



第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

入 院 外 歯　　　  　科

（再　　　掲）　義　務　教　育　就　学　前
薬   剤   支   給　

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

年 度 別
月　　別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 回　数 金　額

千円 千円 千円

（再　掲）　義　務　教　育　就　学　前 （再　掲）　義　務　教　育　就　学　前

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

入院時食事療養費
(標準負担額差額支給を除く）
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

（再　掲）義務教育就学前

年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

訪 問 看 護 療 養 費
入院時食事療養・生活療養費

（標準負担額差額支給）
療

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ － － －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

入　　　院 そ　の　他 入　　　院 そ　の　他

一　　　般　　　分 多数該当負担軽減分

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

高　　　　額　　　　療　　　　養　　　　費

養　費　 移  送  費
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

（再　掲）義務教育就学前

年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

訪 問 看 護 療 養 費
入院時食事療養・生活療養費

（標準負担額差額支給）
療

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ － － －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

入　　　院 そ　の　他 入　　　院 そ　の　他

一　　　般　　　分 多数該当負担軽減分

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

高　　　　額　　　　療　　　　養　　　　費

養　費　 移  送  費
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分） 　（高齢受給者分（一般））

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

年 度 別
月　　別

家族出産育児一時金
診　　　　　　　　　　

入         院

高　　　　　　齢　　　　　　被　扶　養　者　分

計
家 族 葬 祭 料

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円 千円

　　　　　　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬　　剤　　支　　給

入 院 外

受　　　　　　給　　　　　　者　　　　　　分　　　　　　（　一　　　　　　　般　）

歯 科
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分） 　（高齢受給者分（一般））

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数

千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

年 度 別
月　　別

家族出産育児一時金
診　　　　　　　　　　

入         院

高　　　　　　齢　　　　　　被　扶　養　者　分

計
家 族 葬 祭 料

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円 千円

　　　　　　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬　　剤　　支　　給

入 院 外

受　　　　　　給　　　　　　者　　　　　　分　　　　　　（　一　　　　　　　般　）

歯 科
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一般））

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月 －

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月 － － －
　　　　12月

平成25年１月 － － －
　　　　２月
　　　　３月

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪 問 看 護 療 養 費
年 度 別
月　　別

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　般） 高　　　　齢　　　　

診　　　　　

計

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

入 院 外 歯　　　    科

受　　　　給　　　　者　　　　分　　　　（一　　　　定　　　　以　　　　上　　　　所　　　　得　　　　者）

　　　　　療　　　　　　　　　　費

入　　　　　院
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一般））

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月 －

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月 － － －
　　　　12月

平成25年１月 － － －
　　　　２月
　　　　３月

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪 問 看 護 療 養 費
年 度 別
月　　別

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　般） 高　　　　齢　　　　

診　　　　　

計

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

入 院 外 歯　　　    科

受　　　　給　　　　者　　　　分　　　　（一　　　　定　　　　以　　　　上　　　　所　　　　得　　　　者）

　　　　　療　　　　　　　　　　費

入　　　　　院
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

薬　　剤　　支　　給
入院時食事療養・生活療養費

（標準負担額差額支給を除く）
訪 問 看 護 療 養 費

年 度 別
月　　別

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　定　　以　　上　　所　　得　　者）

決　定　状　況（疾病給付）

（世帯合算分） （再掲）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

－ －

－ －

－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

多数該当負担軽減分一　般　分 多数該当負担軽減分 合　　　計 一　 般　 分

世 帯 合 算 高 額 療 養 費 高額医療・高額介護
合算療養費

高　 額 　療 　養　 費　 総　 計　（再 掲）
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第７表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

薬　　剤　　支　　給
入院時食事療養・生活療養費

（標準負担額差額支給を除く）
訪 問 看 護 療 養 費

年 度 別
月　　別

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　定　　以　　上　　所　　得　　者）

決　定　状　況（疾病給付）

（世帯合算分） （再掲）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

－ －

－ －

－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

多数該当負担軽減分一　般　分 多数該当負担軽減分 合　　　計 一　 般　 分

世 帯 合 算 高 額 療 養 費 高額医療・高額介護
合算療養費

高　 額 　療 　養　 費　 総　 計　（再 掲）
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第８表　 保　　険　　給

　（被保険者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

被保険者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

被保険者１人当たり金額

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

療１件当たり金額 診療１日当たり金額
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第８表　 保　　険　　給

　（被保険者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

被保険者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

被保険者１人当たり金額

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

療１件当たり金額 診療１日当たり金額
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

被扶養者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 被扶養者１人当たり金額

　　　　　養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

被扶養者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 被扶養者１人当たり金額

　　　　　養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

診

合　計 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

（再　掲）　　義　　務　　教　　育　

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数
年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 １人当たり金額

　就　　学　　前

　　　　　養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

― 70 ― ― 71 ―
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

診

合　計 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

（再　掲）　　義　　務　　教　　育　

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数
年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 １人当たり金額

　就　　学　　前

　　　　　養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

― 70 ― ― 71 ―
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一般））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

診療１件当たり日数 診年 度 別
月　　別

高　　　　　　　　　　齢　　　　　　　　　　受　　　　　　　　　　給

1000人当たり診療件数

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分　　　　　　　　　　（一　　　　　　　　　　般）

１人当たり金額

― 72 ― ― 73 ―
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一般））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

診療１件当たり日数 診年 度 別
月　　別

高　　　　　　　　　　齢　　　　　　　　　　受　　　　　　　　　　給

1000人当たり診療件数

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分　　　　　　　　　　（一　　　　　　　　　　般）

１人当たり金額

― 72 ― ― 73 ―
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

診年 度 別
月　　別

高　　　　　　齢　　　　　　受　　　　　　給　　　　　　者

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 １人当たり金額

　　　分　　　　　　（一　　　　　　定　　　　　　以　　　　　　上　　　　　　所　　　　　　得　　　　　　者）
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

診年 度 別
月　　別

高　　　　　　齢　　　　　　受　　　　　　給　　　　　　者

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 １人当たり金額

　　　分　　　　　　（一　　　　　　定　　　　　　以　　　　　　上　　　　　　所　　　　　　得　　　　　　者）

― 74 ― ― 75 ―
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（被保険者分）

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

円 円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成24年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

平 成 年 度 － －

平成24年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成25年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

高　額　療　養　費
薬 剤 支 給

傷　　　　　　病

入　院 そ　の　他
年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　　　　険　　　　　　　　　　

計　（平　　均）

付　　諸　　率

（被扶養者分）

者　　　　　　　　　　分

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

円 円 円 円 円 円

職　　務　　上 職　　務　　外 （再掲）義務教育就学前

　　　　　手　　　　　当　　　　　金
薬　剤　支　給

被　扶　養　者　分
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第８表（続）　 保　　険　　給

　（被保険者分）

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

円 円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成24年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

平 成 年 度 － －

平成24年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成25年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

高　額　療　養　費
薬 剤 支 給

傷　　　　　　病

入　院 そ　の　他
年 度 別
月　　別

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　　　　険　　　　　　　　　　

計　（平　　均）

付　　諸　　率

（被扶養者分）

者　　　　　　　　　　分

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

円 円 円 円 円 円

職　　務　　上 職　　務　　外 （再掲）義務教育就学前

　　　　　手　　　　　当　　　　　金
薬　剤　支　給

被　扶　養　者　分
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　（被扶養者分） （高齢受給者分） （世帯合算分）（再掲）

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

円 円 円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成24年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

平 成 年 度 － －

平成24年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成25年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

薬　剤　支　給入　院 そ　の　他 薬　剤　支　給

高齢受給者分
（一定以上所得者）

被　扶　養　者　分 高齢受給者分
（一般） 世帯合算

高額療養費
高　額　療　養　費

年 度 別
月　　別

第８表（続）　　保　　険　　給　　付　　諸　　率

高額療養費総計
（再掲）

計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月 －
　　　　５月 －
　　　　６月

－ － － － － － － － －
　　　　７月 －
　　　　８月 －
　　　　９月

－ － － － － － － － －
－ － － － － － － － －

　　　　10月 －
　　　　11月 －
　　　　12月

－ － － － － － － － －
平成25年１月 －
　　　　２月 －
　　　　３月

　注　平成22年1月以降については、全国健康保険協会より交付した受療証のみを対象としている。

　　　　

第９表　 特定疾病療養受療証交付数

年 度 別
月　　別

新　規　交　付　数 返　　　納　　　数 年度末（月末）現在有効受療証数

― 78 ― ― 79 ―

船
員
保
険

（
全
国
編
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   78 2014/11/19   15:10:13

※平成22年度途中から高額療養費の入院分はその他分として計上している。



　（被扶養者分） （高齢受給者分） （世帯合算分）（再掲）

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

円 円 円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成24年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

平 成 年 度 － －

平成24年４月 － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － －
　　　　８月 － －
　　　　９月 － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成25年１月 － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

薬　剤　支　給入　院 そ　の　他 薬　剤　支　給

高齢受給者分
（一定以上所得者）

被　扶　養　者　分 高齢受給者分
（一般） 世帯合算

高額療養費
高　額　療　養　費

年 度 別
月　　別

第８表（続）　　保　　険　　給　　付　　諸　　率

高額療養費総計
（再掲）

計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月 －
　　　　５月 －
　　　　６月

－ － － － － － － － －
　　　　７月 －
　　　　８月 －
　　　　９月

－ － － － － － － － －
－ － － － － － － － －

　　　　10月 －
　　　　11月 －
　　　　12月

－ － － － － － － － －
平成25年１月 －
　　　　２月 －
　　　　３月

　注　平成22年1月以降については、全国健康保険協会より交付した受療証のみを対象としている。

　　　　

第９表　 特定疾病療養受療証交付数

年 度 別
月　　別

新　規　交　付　数 返　　　納　　　数 年度末（月末）現在有効受療証数
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計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － － －
　　　　６月 － － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － － －

　　　　10月 － － － － －
　　　　11月 － － － － － －
　　　　12月 － － － － －

平成24年１月 － － － － －
　　　　２月 － － － － － － － － －
　　　　３月 － － － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － － － － － － － －
　　　　11月 － － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － － －

　注1　平成18年度以前は「標準負担額減額認定証」の交付状況を掲載している。

　注2　平成22年1月以降については、全国健康保険協会より交付した認定証のみを対象としている。

第10表　（１）限度額適用・標準負担額減額認定証交付状況

年 度 別
月　　別

新規交付数 返　納　数
　　 年度末(月末)現在

　　 有効認定証数 うち長期該当者

計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成22年1月以降については、全国健康保険協会より交付した認定証のみを対象としている。

第10表　（２）限度額適用認定証交付状況

年 度 別
月　　別

新規交付数 返　納　数
年度末(月末)現在

有効認定証数
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計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平 成 年 度 － － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － － －
　　　　６月 － － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － － －

　　　　10月 － － － － －
　　　　11月 － － － － － －
　　　　12月 － － － － －

平成24年１月 － － － － －
　　　　２月 － － － － － － － － －
　　　　３月 － － － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － － － － － － － －
　　　　11月 － － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － － －

　注1　平成18年度以前は「標準負担額減額認定証」の交付状況を掲載している。

　注2　平成22年1月以降については、全国健康保険協会より交付した認定証のみを対象としている。

第10表　（１）限度額適用・標準負担額減額認定証交付状況

年 度 別
月　　別

新規交付数 返　納　数
　　 年度末(月末)現在

　　 有効認定証数 うち長期該当者

計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成22年1月以降については、全国健康保険協会より交付した認定証のみを対象としている。

第10表　（２）限度額適用認定証交付状況

年 度 別
月　　別

新規交付数 返　納　数
年度末(月末)現在

有効認定証数

― 80 ― ― 81 ―

船
員
保
険

（
全
国
編
）

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   81 2014/11/19   15:10:15



第11表　 年　金　受　給

　（年度末・月末現在）　

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成22年1月以降の新法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成21年12月以前に発生した職務上の災害による障害及び死亡が支給事由であり、

　　協会が支給するものである。［経過的職務上給付］

年 度 別
月　　別

合　　計
障　　　害　　　年　　　金

遺族年金
１　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

権　者　状　況（新 法）

（新規裁定）

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

経過措置により、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成22年1月以降においても、新法の給付基準で全国健康保険

合　　計
２　　級 ３　　級 そ の 他

障　　　害　　　年　　　金
遺族年金

１　　級
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第11表　 年　金　受　給

　（年度末・月末現在）　

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成22年1月以降の新法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成21年12月以前に発生した職務上の災害による障害及び死亡が支給事由であり、

　　協会が支給するものである。［経過的職務上給付］

年 度 別
月　　別

合　　計
障　　　害　　　年　　　金

遺族年金
１　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

権　者　状　況（新 法）

（新規裁定）

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

経過措置により、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成22年1月以降においても、新法の給付基準で全国健康保険

合　　計
２　　級 ３　　級 そ の 他

障　　　害　　　年　　　金
遺族年金

１　　級
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第11表（続）　 年　金　受　給

　（年度末・月末現在）　

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 － － － － － － － － － － － －

平成22年４月 － － － － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － － － － － －
　　　　８月 － － － － － － － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － － － － － －

　　　　10月 － － － － － － － － － － － －
　　　　11月 － － － － － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － － － － － － －

平成23年１月 － － － － － － － － － － － －
　　　　２月 － － － － － － － － － － － －
　　　　３月 － － － － － － － － － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平成23年４月 － － － － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － － － － － －
　　　　８月 － － － － － － － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － －

　　　　10月 － － － － － － － －
　　　　11月 － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成24年１月 － － － － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平成24年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － － －

　　　　10月 － － － － － －
　　　　11月 － － － － － －
　　　　12月 － － － － － －

平成25年１月 － － － － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － －

　注　新々法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成22年1月以降に発生した職務上の災害による障害及び死亡について、労災保険の給付の上乗せと

２　　級 ３　　級 そ の 他１　　級
年 度 別
月　　別

合　　計
障　　　害　　　年　　　金

遺族年金

権　者　状　況（新々法）

（新規裁定）

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

して支給するものである。[職務上上乗せ給付]

１　　級 ２　　級

障　　　害　　　年　　　金
遺族年金合　　計

３　　級 そ の 他
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第11表（続）　 年　金　受　給

　（年度末・月末現在）　

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 － － － － － － － － － － － －

平成22年４月 － － － － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － － － － － －
　　　　８月 － － － － － － － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － － － － － －

　　　　10月 － － － － － － － － － － － －
　　　　11月 － － － － － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － － － － － － －

平成23年１月 － － － － － － － － － － － －
　　　　２月 － － － － － － － － － － － －
　　　　３月 － － － － － － － － － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平成23年４月 － － － － － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － － － － － －
　　　　８月 － － － － － － － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － －

　　　　10月 － － － － － － － －
　　　　11月 － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成24年１月 － － － － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平成24年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － － －

　　　　10月 － － － － － －
　　　　11月 － － － － － －
　　　　12月 － － － － － －

平成25年１月 － － － － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － －

　注　新々法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成22年1月以降に発生した職務上の災害による障害及び死亡について、労災保険の給付の上乗せと

２　　級 ３　　級 そ の 他１　　級
年 度 別
月　　別

合　　計
障　　　害　　　年　　　金

遺族年金

権　者　状　況（新々法）

（新規裁定）

件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額 件数 年金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

して支給するものである。[職務上上乗せ給付]

１　　級 ２　　級

障　　　害　　　年　　　金
遺族年金合　　計

３　　級 そ の 他
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第12表　 平　均　年　金

　（年度末・月末現在）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成22年1月以降の新法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成21年12月以前に発生した職務上の災害による障害及び死亡が支給事由であり、

　　全国健康保険協会が支給するものである。[経過的職務上給付]

年 度 別
月　　別

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金

月　額　（受給権者・新 法）

　（新規裁定）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

－

－

－

－

－

－ －

－ － －
－ － －
－ － － －

－ － －
－ － －

－ － － － －

－ － － － － －
－ － －

－ － － － －

－ － － － － －
－ － － － －
－ － － － －

－ －

－ － － － － －
－ － －

－ － － － －

－ － － － －
－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － －
－ － － －

－ － － － －

経過措置により、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成22年1月以降においても新法の給付基準で

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金
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第12表　 平　均　年　金

　（年度末・月末現在）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

　注　平成22年1月以降の新法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成21年12月以前に発生した職務上の災害による障害及び死亡が支給事由であり、

　　全国健康保険協会が支給するものである。[経過的職務上給付]

年 度 別
月　　別

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金

月　額　（受給権者・新 法）

　（新規裁定）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

－

－

－

－

－

－ －

－ － －
－ － －
－ － － －

－ － －
－ － －

－ － － － －

－ － － － － －
－ － －

－ － － － －

－ － － － － －
－ － － － －
－ － － － －

－ －

－ － － － － －
－ － －

－ － － － －

－ － － － －
－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － －
－ － － －

－ － － － －

経過措置により、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成22年1月以降においても新法の給付基準で

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金
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第12表（続）　 平　均　年　金

　（年度末・月末現在）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

平 成 年 度 － － － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平成22年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － － －

　　　　10月 － － － － － －
　　　　11月 － － － － － －
　　　　12月 － － － － － －

平成23年１月 － － － － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － －

　　　　10月 － － － － －
　　　　11月 － － － － －
　　　　12月 － － － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

　注　新々法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成22年1月以降に発生した職務上の災害による障害及び死亡について、労災保険の給付の上乗せと

年 度 別
月　　別

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金

月　額　（受給権者・新々法）

　（新規裁定）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － －

－ － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － －
－ － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

して支給するものである。[職務上上乗せ給付]

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金
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第12表（続）　 平　均　年　金

　（年度末・月末現在）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

平 成 年 度 － － － － － －

平 成 年 度 － － － － － －

平成22年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － － －

　　　　10月 － － － － － －
　　　　11月 － － － － － －
　　　　12月 － － － － － －

平成23年１月 － － － － － －
　　　　２月 － － － － － －
　　　　３月 － － － － － －

平 成 年 度 － － －

平成23年４月 － － － － － －
　　　　５月 － － － － － －
　　　　６月 － － － － － －

　　　　７月 － － － － － －
　　　　８月 － － － － － －
　　　　９月 － － － － －

　　　　10月 － － － － －
　　　　11月 － － － － －
　　　　12月 － － － － －

平成24年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

平 成 年 度 － － －

平成24年４月 － － －
　　　　５月 － － －
　　　　６月 － － －

　　　　７月 － － －
　　　　８月 － － －
　　　　９月 － － －

　　　　10月 － － －
　　　　11月 － － －
　　　　12月 － － －

平成25年１月 － － －
　　　　２月 － － －
　　　　３月 － － －

　注　新々法に基づく障害年金及び遺族年金は、平成22年1月以降に発生した職務上の災害による障害及び死亡について、労災保険の給付の上乗せと

年 度 別
月　　別

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金

月　額　（受給権者・新々法）

　（新規裁定）

平　　均 １　　級 ２　　級 ３　　級 そ の 他

円 円 円 円 円 円

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －
－ － － － －

－ － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － －
－ － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

して支給するものである。[職務上上乗せ給付]

障　　　　　害　　　　　年　　　　　金

遺族年金
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件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － － － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － － － －

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － － － －
　　　　12月 － － － －

平成24年１月 － － － －
　　　　２月 － － － － － － － －
　　　　３月 － － － － － － － －

平 成 年 度

平成24年４月 － － － －
　　　　５月 － － － － － － － －
　　　　６月

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － － － － － － － －
　　　　11月 － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成25年１月 － － － －
　　　　２月 － － － － － － － －
　　　　３月 － － － －

　注1　平成22年1月以降の新法に基づく障害手当金、遺族一時金及びその他の一時金は、平成21年12月以前に発生した職務上の災害による

　　　障害及び死亡が支給事由であり、経過措置により、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成22年1月以

　　　降においても、新法の給付基準で全国健康保険協会が支給するものである。[経過的職務上給付]

　注2　「その他の一時金」は、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金の合計である。　　

第13表　 一 時 金 給 付 決 定 状 況（新 法）

年 度 別
月　　別

合　　　計 障害手当金 遺族一時金 その他の一時金

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 － － － － － － － －

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － － － －
　　　　５月 － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － －

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成24年１月 － － － －
　　　　２月 － － － －
　　　　３月 － － － －

平 成 年 度

平成24年４月 － － － －
　　　　５月 － － － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － － － －
　　　　11月 － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成25年１月 － － － － － － － －
　　　　２月 － － － －
　　　　３月 － － － －

　注1　新々法に基づく障害手当金、遺族一時金及びその他の一時金は、平成22年1月以降に発生した職務上の災害による障害及び死亡につ

　　　いて、労災保険の上乗せとして支給するものである。[職務上上乗せ給付]

　注2　「その他の一時金」は、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金の合計である。　　

第13表（続）　 一 時 金 給 付 決 定 状 況（新々法）

年 度 別
月　　別

合　　　計 障害手当金 遺族一時金 その他の一時金
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件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平 成 年 度

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － － － －
　　　　５月 － －
　　　　６月 － － － －

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － － － －
　　　　12月 － － － －

平成24年１月 － － － －
　　　　２月 － － － － － － － －
　　　　３月 － － － － － － － －

平 成 年 度

平成24年４月 － － － －
　　　　５月 － － － － － － － －
　　　　６月

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － － － － － － － －
　　　　11月 － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成25年１月 － － － －
　　　　２月 － － － － － － － －
　　　　３月 － － － －

　注1　平成22年1月以降の新法に基づく障害手当金、遺族一時金及びその他の一時金は、平成21年12月以前に発生した職務上の災害による

　　　障害及び死亡が支給事由であり、経過措置により、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成22年1月以

　　　降においても、新法の給付基準で全国健康保険協会が支給するものである。[経過的職務上給付]

　注2　「その他の一時金」は、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金の合計である。　　

第13表　 一 時 金 給 付 決 定 状 況（新 法）

年 度 別
月　　別

合　　　計 障害手当金 遺族一時金 その他の一時金

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 － － － － － － － －

平 成 年 度 － －

平 成 年 度 － －

平成23年４月 － － － －
　　　　５月 － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － －

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － － － － － －
　　　　９月 － － － － － － － －

　　　　10月 － －
　　　　11月 － － － － － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成24年１月 － － － －
　　　　２月 － － － －
　　　　３月 － － － －

平 成 年 度

平成24年４月 － － － －
　　　　５月 － － － －
　　　　６月 － －

　　　　７月 － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － － － －
　　　　11月 － － － －
　　　　12月 － － － － － － － －

平成25年１月 － － － － － － － －
　　　　２月 － － － －
　　　　３月 － － － －

　注1　新々法に基づく障害手当金、遺族一時金及びその他の一時金は、平成22年1月以降に発生した職務上の災害による障害及び死亡につ

　　　いて、労災保険の上乗せとして支給するものである。[職務上上乗せ給付]

　注2　「その他の一時金」は、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金の合計である。　　

第13表（続）　 一 時 金 給 付 決 定 状 況（新々法）

年 度 別
月　　別

合　　　計 障害手当金 遺族一時金 その他の一時金
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平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（B＋C）

（F+N）

（D/A）

（F/B）

（H/B）

（N/C）

特定健康診査

実施率（％）

被保険者計

実施率（％）

　
生
活
習
慣
病
予
防
健
診

総
合
健
診

（40～74歳）

実施率（％）

（35～39歳）

一
般
健
診

（40～74歳）

（35～39歳）

巡
回
健
診

（40～74歳）

実施率（％）

（35～39歳）

実施率（％）

被保険者数

被扶養者数

第14表　 生活習慣病予防健診及び特定健康診査の実績件数

特定健康診査
対象者数

（40～74歳）
〈年度末時点〉

計

計

実施率（％）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

初回面談実施件数
（件）

初回面談実施
（％）

6ヶ月後評価実施件数
（件）

6ヶ月後評価実施
（％）

被
扶
養
者

特
定
保
健
指
導

対象者件数
（件）

第15表　 特定保健指導実施状況

被
保
険
者

特
定
保
健
指
導

対象者件数
（件）

初回面談実施件数
（件）

初回面談実施
（％）

6ヶ月後評価実施件数
（件）

6ヶ月後評価実施
（％）
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平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（B＋C）

（F+N）

（D/A）

（F/B）

（H/B）

（N/C）

特定健康診査

実施率（％）

被保険者計

実施率（％）

　
生
活
習
慣
病
予
防
健
診

総
合
健
診

（40～74歳）

実施率（％）

（35～39歳）

一
般
健
診

（40～74歳）

（35～39歳）

巡
回
健
診

（40～74歳）

実施率（％）

（35～39歳）

実施率（％）

被保険者数

被扶養者数

第14表　 生活習慣病予防健診及び特定健康診査の実績件数

特定健康診査
対象者数

（40～74歳）
〈年度末時点〉

計

計

実施率（％）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

積極的支援

動機づけ支援

特定保健指導合計

初回面談実施件数
（件）

初回面談実施
（％）

6ヶ月後評価実施件数
（件）

6ヶ月後評価実施
（％）

被
扶
養
者

特
定
保
健
指
導

対象者件数
（件）

第15表　 特定保健指導実施状況

被
保
険
者

特
定
保
健
指
導

対象者件数
（件）

初回面談実施件数
（件）

初回面談実施
（％）

6ヶ月後評価実施件数
（件）

6ヶ月後評価実施
（％）
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第16表　　 福　　祉

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平成22年１月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　２月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　３月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 － － － － － － ・ ・

平成22年４月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　５月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　６月 － － － － － － ・ ・

　　　　７月 － － － － － － ・ ・
　　　　８月 － － － － － － ・ ・
　　　　９月 － － － － － － ・ ・

　　　　10月 － － － － － － ・ ・
　　　　11月 － － － － － － ・ ・
　　　　12月 － － － － － － ・ ・

平成23年１月 － － － － － － ・ ・
　　　　２月 － － － － － － ・ ・
　　　　３月 － － － － － － ・ ・

平 成 年 度 － － － － － － ・ ・

平成23年４月 － － － － － － ・ ・
　　　　５月 － － － － － － ・ ・
　　　　６月 － － － － － － ・ ・

　　　　７月 － － － － － － ・ ・
　　　　８月 － － － － － － ・ ・
　　　　９月 － － － － － － ・ ・

　　　　10月 － － － － － － ・ ・
　　　　11月 － － － － － － ・ ・
　　　　12月 － － － － － － ・ ・

平成24年１月 － － － － － － ・ ・
　　　　２月 － － － － － － ・ ・
　　　　３月 － － － － － － ・ ・

平 成 年 度 － －

平成24年４月 － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － － － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成25年１月 － － － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

年 度 別
月　　別

特　　　　　　　別　　　　　　　支　　　　　

合　計 休業特別支給金 予後特別支給金 障害特別支給金

事　　業

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・

－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・

－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ －
－ －

　　　　　給　　　　　　　金

遺族特別支給金
経過的特別支給金

計 障害 遺族
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第16表　　 福　　祉

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平成22年１月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　２月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　３月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

平 成 年 度 － － － － － － ・ ・

平成22年４月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　５月 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
　　　　６月 － － － － － － ・ ・

　　　　７月 － － － － － － ・ ・
　　　　８月 － － － － － － ・ ・
　　　　９月 － － － － － － ・ ・

　　　　10月 － － － － － － ・ ・
　　　　11月 － － － － － － ・ ・
　　　　12月 － － － － － － ・ ・

平成23年１月 － － － － － － ・ ・
　　　　２月 － － － － － － ・ ・
　　　　３月 － － － － － － ・ ・

平 成 年 度 － － － － － － ・ ・

平成23年４月 － － － － － － ・ ・
　　　　５月 － － － － － － ・ ・
　　　　６月 － － － － － － ・ ・

　　　　７月 － － － － － － ・ ・
　　　　８月 － － － － － － ・ ・
　　　　９月 － － － － － － ・ ・

　　　　10月 － － － － － － ・ ・
　　　　11月 － － － － － － ・ ・
　　　　12月 － － － － － － ・ ・

平成24年１月 － － － － － － ・ ・
　　　　２月 － － － － － － ・ ・
　　　　３月 － － － － － － ・ ・

平 成 年 度 － －

平成24年４月 － － － － － － － －
　　　　５月 － － － － － － － －
　　　　６月 － － － － － － － －

　　　　７月 － － － － － － － －
　　　　８月 － － － －
　　　　９月 － － － －

　　　　10月 － － － －
　　　　11月 － －
　　　　12月 － －

平成25年１月 － － － －
　　　　２月 － －
　　　　３月 － －

年 度 別
月　　別

特　　　　　　　別　　　　　　　支　　　　　

合　計 休業特別支給金 予後特別支給金 障害特別支給金

事　　業

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・

－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・

－ － ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ －
－ －

　　　　　給　　　　　　　金

遺族特別支給金
経過的特別支給金

計 障害 遺族
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第16表（続）　　 福　　祉

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平成22年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成22年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成23年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月 － －
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月 － －
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

合　計 傷病手当特別支給金 第一種特別支給金 第二種特別支給金
年 度 別
月　　別

特　別　支　給　金　（　経　過　措　置　分　）

事　　業

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ －

－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ －

－ －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

高額医療費
貸付事業

出産費
貸付事業計 就学援護費 就労保育援護費

脊髄損傷患者等
介護事業

就学等援護費
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第16表（続）　　 福　　祉

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

千円 千円 千円 千円

平 成 年 度

平成22年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成22年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
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　　　　12月

平成23年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度
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　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月
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　　　　２月 － －
　　　　３月
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－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ －

－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ －

－ －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －

－ － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

高額医療費
貸付事業

出産費
貸付事業計 就学援護費 就労保育援護費

脊髄損傷患者等
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第16表（続）　　 福　　祉

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

千円 千円 千円 千円 千円

平 成 年 度 － － － －
－

平成22年１月 … … … － … － …
　　　　２月 … … … － … － …
　　　　３月 … … … － … － …

平 成 年 度

平成22年４月 … … … － … …
　　　　５月 … … … … － …
　　　　６月 … … … … － …

　　　　７月 … … … … …
　　　　８月 … … … － … － …
　　　　９月 … … … … － …

　　　　10月 … … … － … － …
　　　　11月 … … … － … …
　　　　12月 … … … … － …

平成23年１月 … … … － … － …
　　　　２月 … … … － … － …
　　　　３月 … … … － … － …

平 成 年 度 － －

平成23年４月 … … … … － …
　　　　５月 … … … … － …
　　　　６月 … … … － … － …

　　　　７月 … … … － … － …
　　　　８月 … … … － … － …
　　　　９月 … … … … － …

　　　　10月 … … … … － …
　　　　11月 … … … － … － …
　　　　12月 … … … … － …

平成24年１月 … … … … － …
　　　　２月 … … … － … － …
　　　　３月 … … … － … － …

平 成 年 度 － －

平成24年４月 … … … － … － …
　　　　５月 … … … － … － …
　　　　６月 … … … … － …

　　　　７月 … － … … … － …
　　　　８月 … … … － … － …
　　　　９月 … … … … － …

　　　　10月 … … … － … － …
　　　　11月 … … … … － …
　　　　12月 … － … … … － …

平成25年１月 … … … － … － …
　　　　２月 … … … … － …
　　　　３月 … … … … － …

計 診療 義肢等の支給・修理 移送 眼鏡等の支給

整形外科療養事業

年 度 別
月　　別

事　　業

宿泊利用補助 日帰り入浴利用補助

通信数 出動件数 利用宿泊数 利用数 利用宿泊数

－

－

－

－

－

－

無線医療助言事業 洋上救急医療援護事業
保養事業 契約保養施設

利用補助事業
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第16表（続）　　 福　　祉

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
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　　　　２月 … … … － … － …
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－
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第１表　適　　　用

　船員保険全体

総　　数 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ） 計 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

総 数

北 海 道
青 森 － －
岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟 － －

富 山 －
石 川
福 井 － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡
愛 知 － － －
三 重
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 －
大 阪 － － －
兵 庫
奈 良 － － － － －
和 歌 山 － －

鳥 取 － －
島 根 －
岡 山 － － － －
広 島 － －
山 口

徳 島 －
香 川 － －
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － －
長 崎
熊 本
大 分 －
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

 注　「船舶所有者数」欄において、同一船舶所有者で、二以上の異なる種類の船舶を有するものは、それぞれ該当する船舶種別欄に含め、

都道府県別

船 　舶 　所 　有 　者 　数
　　　　　　　　　　　　　　　　 被　　保　　険

　　　　　　　　　　　　　　　 　強　　制　　適

　状　　　況

　　用

育児休業
（再掲）

平　　均 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

円 円 円 円 円

－
－ －
－
－
－ － －

－
－
－
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－

－ － －

－ －
－
－ － －
－ － － － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － －
－
－ － －
－
－ － － － － －

－ －
－ － －
－
－ － － －
－ －

－ － －
－ －

－ －
－
－

－ －
－ －
－
－
－

－ －
－
－
－ －
－

－
－

 「総数」欄には１として計上してあるため、内訳を合計したものは総数と一致しない。

（年度末現在）

　　者　数
年 度 平 均
被保険者数
(含任意継

続)

標　準　報　酬　月　額　の　平　均

疾病任意
継続適用

疾病任意
継続適用

強　 　制　 　適　 　用
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第１表　適　　　用

　船員保険全体

総　　数 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ） 計 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

総 数

北 海 道
青 森 － －
岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟 － －

富 山 －
石 川
福 井 － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡
愛 知 － － －
三 重
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 －
大 阪 － － －
兵 庫
奈 良 － － － － －
和 歌 山 － －

鳥 取 － －
島 根 －
岡 山 － － － －
広 島 － －
山 口

徳 島 －
香 川 － －
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － －
長 崎
熊 本
大 分 －
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

 注　「船舶所有者数」欄において、同一船舶所有者で、二以上の異なる種類の船舶を有するものは、それぞれ該当する船舶種別欄に含め、

都道府県別

船 　舶 　所 　有 　者 　数
　　　　　　　　　　　　　　　　 被　　保　　険

　　　　　　　　　　　　　　　 　強　　制　　適

　状　　　況

　　用

育児休業
（再掲）

平　　均 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

円 円 円 円 円

－
－ －
－
－
－ － －

－
－
－
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－

－ － －

－ －
－
－ － －
－ － － － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － －
－
－ － －
－
－ － － － － －

－ －
－ － －
－
－ － － －
－ －

－ － －
－ －

－ －
－
－

－ －
－ －
－
－
－

－ －
－
－
－ －
－

－
－

 「総数」欄には１として計上してあるため、内訳を合計したものは総数と一致しない。

（年度末現在）

　　者　数
年 度 平 均
被保険者数
(含任意継

続)

標　準　報　酬　月　額　の　平　均

疾病任意
継続適用

疾病任意
継続適用

強　 　制　 　適　 　用
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第１表（続）　適　　　用

　75歳未満（再掲）

総　　数 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ） 計 汽 船 等 漁船（い）

総 数

北 海 道
青 森 － －
岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － － － － － － －
群 馬 － － － － － － －

埼 玉 － － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟 － －

富 山 － －
石 川
福 井 － －
山 梨 － － － － － － －
長 野 － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － －
静 岡
愛 知 － －
三 重
滋 賀 － － － － － － －

京 都
大 阪 － － －
兵 庫
奈 良 － － －
和 歌 山 － －

鳥 取 － －
島 根 － －
岡 山 － － －
広 島 － －
山 口

徳 島 － －
香 川 －
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － －
長 崎
熊 本
大 分 －
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

　注1　「船舶所有者数」欄において、同一船舶所有者で、二以上の異なる種類の船舶を有するものは、それぞれ該当する船舶種別欄に含め、

　注2  船舶所有者数は、被保険者が0人の船舶所有者を除く。

都道府県別

船 　舶 　所 　有 　者 　数
被  　保  　険

　　　　　　　　　　　強　　　制

状　　　況

漁船（ろ）
育児休業

（再　掲）
平　　均 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ）

円 円 円 円 円

－
－ －
－
－
－ －

－
－
－

－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－

－ －

－ －
－
－ －

－ － － － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － －
－
－ －
－

－ － － － － －

－
－ － － －

－
－ － － －

－ －

－ －
－ －

－ － －
－
－

－ －
－ － －

－
－
－

－ －
－
－
－ －
－

－
－

「総数]欄には１として計上してあるため、内訳を合計したものは総数と一致しない。

（年度末現在）

　 者　  数
年 度 平 均
被保険者数
(含任意継

続)

標　準　報　酬　月　額　の　平　均

　適　   用
疾病任意
継続適用

強　 　制　 　適　 　用
疾病任意
継続適用
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第１表（続）　適　　　用

　75歳未満（再掲）

総　　数 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ） 計 汽 船 等 漁船（い）

総 数

北 海 道
青 森 － －
岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － － － － － － －
群 馬 － － － － － － －

埼 玉 － － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟 － －

富 山 － －
石 川
福 井 － －
山 梨 － － － － － － －
長 野 － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － －
静 岡
愛 知 － －
三 重
滋 賀 － － － － － － －

京 都
大 阪 － － －
兵 庫
奈 良 － － －
和 歌 山 － －

鳥 取 － －
島 根 － －
岡 山 － － －
広 島 － －
山 口

徳 島 － －
香 川 －
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － －
長 崎
熊 本
大 分 －
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

　注1　「船舶所有者数」欄において、同一船舶所有者で、二以上の異なる種類の船舶を有するものは、それぞれ該当する船舶種別欄に含め、

　注2  船舶所有者数は、被保険者が0人の船舶所有者を除く。

都道府県別

船 　舶 　所 　有 　者 　数
被  　保  　険

　　　　　　　　　　　強　　　制

状　　　況

漁船（ろ）
育児休業

（再　掲）
平　　均 汽 船 等 漁船（い） 漁船（ろ）

円 円 円 円 円

－
－ －
－
－
－ －

－
－
－

－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－

－ －

－ －
－
－ －

－ － － － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － －
－
－ －
－

－ － － － － －

－
－ － － －

－
－ － － －

－ －

－ －
－ －

－ － －
－
－

－ －
－ － －

－
－
－

－ －
－
－
－ －
－

－
－

「総数]欄には１として計上してあるため、内訳を合計したものは総数と一致しない。

（年度末現在）

　 者　  数
年 度 平 均
被保険者数
(含任意継

続)

標　準　報　酬　月　額　の　平　均

　適　   用
疾病任意
継続適用

強　 　制　 　適　 　用
疾病任意
継続適用
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第２表　 賞　　与　 

　船員保険全体 （年度累計）　

円 円 円 円 円

総 数

北 海 道 － －
青 森 － －
岩 手 － － － － － －
宮 城 － －
秋 田 － － － －

山 形 － －
福 島 － －
茨 城 － － － －
栃 木 － － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － － －
千 葉
東 京 － －
神 奈 川 － －
新 潟 － －

富 山 － － － － － －
石 川 － － － －
福 井 － － － －
山 梨 － － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － － －
静 岡
愛 知 － － － －
三 重 － －
滋 賀 － － － － － － － － － －

京 都 － － － －
大 阪 － － － －
兵 庫
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － － －

鳥 取 － － － －
島 根 － － － －
岡 山 － － － － － －
広 島
山 口 － －

徳 島 － － － － － －
香 川 － －
愛 媛
高 知 － －
福 岡 － －

佐 賀 － － － － － －
長 崎 － －
熊 本 － －
大 分 － － － － － －
宮 崎 － －

鹿 児 島 － －
沖 縄 － － － －

  注  被保険者数は、賞与を受給した被保険者の人数である。

都道府県別

被　　　保　　　険　　　者　　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均

計 汽 船 等　漁船（い）　漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

平　　均 汽 船 等　漁船（い）　漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

　75歳未満（再掲） （年度累計）　

円 円 円 円

総 数

北 海 道
青 森 － －
岩 手 － － － －
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島 － －
茨 城 － －
栃 木 － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山 － － － －
石 川 － －
福 井 － －
山 梨 － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － －
静 岡
愛 知 － －
三 重
滋 賀 － － － － － － － －

京 都 － －
大 阪 － － － －
兵 庫
奈 良 － － － －
和 歌 山 － －

鳥 取 － －
島 根 － －
岡 山 － － － －
広 島
山 口

徳 島 － － － －
香 川 － －
愛 媛
高 知
福 岡 － －

佐 賀 － － － －
長 崎
熊 本
大 分 － － － －
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄 － －

漁船（い） 漁船（ろ）

支　　払　　状　　況

都道府県別

被　　　保　　　険　　　者　　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均

計 汽　船　等 漁船（い） 漁船（ろ） 平　　均 汽　船　等
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第２表　 賞　　与　 

　船員保険全体 （年度累計）　

円 円 円 円 円

総 数

北 海 道 － －
青 森 － －
岩 手 － － － － － －
宮 城 － －
秋 田 － － － －

山 形 － －
福 島 － －
茨 城 － － － －
栃 木 － － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － － －
千 葉
東 京 － －
神 奈 川 － －
新 潟 － －

富 山 － － － － － －
石 川 － － － －
福 井 － － － －
山 梨 － － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － － －
静 岡
愛 知 － － － －
三 重 － －
滋 賀 － － － － － － － － － －

京 都 － － － －
大 阪 － － － －
兵 庫
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － － －

鳥 取 － － － －
島 根 － － － －
岡 山 － － － － － －
広 島
山 口 － －

徳 島 － － － － － －
香 川 － －
愛 媛
高 知 － －
福 岡 － －

佐 賀 － － － － － －
長 崎 － －
熊 本 － －
大 分 － － － － － －
宮 崎 － －

鹿 児 島 － －
沖 縄 － － － －

  注  被保険者数は、賞与を受給した被保険者の人数である。

都道府県別

被　　　保　　　険　　　者　　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均

計 汽 船 等　漁船（い）　漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

平　　均 汽 船 等　漁船（い）　漁船（ろ）
75歳以上
（再掲）

　75歳未満（再掲） （年度累計）　

円 円 円 円

総 数

北 海 道
青 森 － －
岩 手 － － － －
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島 － －
茨 城 － －
栃 木 － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山 － － － －
石 川 － －
福 井 － －
山 梨 － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － －
静 岡
愛 知 － －
三 重
滋 賀 － － － － － － － －

京 都 － －
大 阪 － － － －
兵 庫
奈 良 － － － －
和 歌 山 － －

鳥 取 － －
島 根 － －
岡 山 － － － －
広 島
山 口

徳 島 － － － －
香 川 － －
愛 媛
高 知
福 岡 － －

佐 賀 － － － －
長 崎
熊 本
大 分 － － － －
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄 － －

漁船（い） 漁船（ろ）

支　　払　　状　　況

都道府県別

被　　　保　　　険　　　者　　　数 標　準　賞　与　額　の　平　均

計 汽　船　等 漁船（い） 漁船（ろ） 平　　均 汽　船　等
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（年度末現在）

総　　数 強制適用
疾病任意
継続適用

総　　数 男　　子 女　　子

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － －
群 馬 － －

埼 玉 －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨 － － － － － － －
長 野 － － － － －

岐 阜 －
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀 － － － － －

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

　注　被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第３表　被保険者数・被扶養者数及び扶養率

都道府県別

被　保　険　者　数 被　扶　養　者　数

扶 養 率

（年度末現在）

70歳未満 高齢受給者（一般)
高齢受給者

（一定以上所得者）

総　　　　数

北　 海　 道
青　　　　森
岩　　　　手
宮　　　　城
秋　　　　田

山　　　　形 －
福　　　　島
茨　　　　城
栃　　　　木 － －
群　　　　馬 － －

埼　　　　玉 －
千　　　　葉
東　　　　京
神　 奈　 川
新　　　　潟 －

富　　　　山
石　　　　川
福　　　　井
山　　　　梨 － － － －
長　　　　野 － －

岐　　　　阜 － －
静　　　　岡
愛　　　　知
三　　　　重
滋　　　　賀 － －

京　　　　都 －
大　　　　阪
兵　　　　庫
奈　　　　良 －
和　 歌　 山

鳥　　　　取
島　　　　根
岡　　　　山
広　　　　島
山　　　　口

徳　　　　島
香　　　　川
愛　　　　媛
高　　　　知
福　　　　岡

佐　　　　賀
長　　　　崎
熊　　　　本
大　　　　分
宮　　　　崎

鹿　 児　 島
沖　　　　縄

　注　被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第４表　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

都道府県別

被　　　　　　保　　　　　　険　　　　　　者　　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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（年度末現在）

総　　数 強制適用
疾病任意
継続適用

総　　数 男　　子 女　　子

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － －
群 馬 － －

埼 玉 －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨 － － － － － － －
長 野 － － － － －

岐 阜 －
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀 － － － － －

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

　注　被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第３表　被保険者数・被扶養者数及び扶養率

都道府県別

被　保　険　者　数 被　扶　養　者　数

扶 養 率

（年度末現在）

70歳未満 高齢受給者（一般)
高齢受給者

（一定以上所得者）

総　　　　数

北　 海　 道
青　　　　森
岩　　　　手
宮　　　　城
秋　　　　田

山　　　　形 －
福　　　　島
茨　　　　城
栃　　　　木 － －
群　　　　馬 － －

埼　　　　玉 －
千　　　　葉
東　　　　京
神　 奈　 川
新　　　　潟 －

富　　　　山
石　　　　川
福　　　　井
山　　　　梨 － － － －
長　　　　野 － －

岐　　　　阜 － －
静　　　　岡
愛　　　　知
三　　　　重
滋　　　　賀 － －

京　　　　都 －
大　　　　阪
兵　　　　庫
奈　　　　良 －
和　 歌　 山

鳥　　　　取
島　　　　根
岡　　　　山
広　　　　島
山　　　　口

徳　　　　島
香　　　　川
愛　　　　媛
高　　　　知
福　　　　岡

佐　　　　賀
長　　　　崎
熊　　　　本
大　　　　分
宮　　　　崎

鹿　 児　 島
沖　　　　縄

　注　被保険者数については、職務外給付の対象ではない75歳以上の者を含まない。

第４表　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

都道府県別

被　　　　　　保　　　　　　険　　　　　　者　　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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（年度末現在）

義務教育就学前
義務教育就学以上

７０歳未満
高齢受給者（一般)

高齢受給者
（一定以上所得者）

総　　　　数

北　 海　 道
青　　　　森
岩　　　　手 －
宮　　　　城
秋　　　　田

山　　　　形 －
福　　　　島 －
茨　　　　城
栃　　　　木 － － －
群　　　　馬 － － －

埼　　　　玉 － － －
千　　　　葉
東　　　　京
神　 奈　 川
新　　　　潟 －

富　　　　山 －
石　　　　川 －
福　　　　井 －
山　　　　梨 － － － － －
長　　　　野 － － － － －

岐　　　　阜 － － －
静　　　　岡
愛　　　　知 －
三　　　　重
滋　　　　賀 － － － － －

京　　　　都 －
大　　　　阪
兵　　　　庫
奈　　　　良 － － －
和　 歌　 山 －

鳥　　　　取 －
島　　　　根 －
岡　　　　山
広　　　　島
山　　　　口

徳　　　　島
香　　　　川
愛　　　　媛
高　　　　知
福　　　　岡

佐　　　　賀 －
長　　　　崎
熊　　　　本
大　　　　分
宮　　　　崎

鹿　 児　 島
沖　　　　縄

第４表（続）　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

都道府県別

被　　　　　　扶　　　　　　養　　　　　　者　　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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（年度末現在）

義務教育就学前
義務教育就学以上

７０歳未満
高齢受給者（一般)

高齢受給者
（一定以上所得者）

総　　　　数

北　 海　 道
青　　　　森
岩　　　　手 －
宮　　　　城
秋　　　　田

山　　　　形 －
福　　　　島 －
茨　　　　城
栃　　　　木 － － －
群　　　　馬 － － －

埼　　　　玉 － － －
千　　　　葉
東　　　　京
神　 奈　 川
新　　　　潟 －

富　　　　山 －
石　　　　川 －
福　　　　井 －
山　　　　梨 － － － － －
長　　　　野 － － － － －

岐　　　　阜 － － －
静　　　　岡
愛　　　　知 －
三　　　　重
滋　　　　賀 － － － － －

京　　　　都 －
大　　　　阪
兵　　　　庫
奈　　　　良 － － －
和　 歌　 山 －

鳥　　　　取 －
島　　　　根 －
岡　　　　山
広　　　　島
山　　　　口

徳　　　　島
香　　　　川
愛　　　　媛
高　　　　知
福　　　　岡

佐　　　　賀 －
長　　　　崎
熊　　　　本
大　　　　分
宮　　　　崎

鹿　 児　 島
沖　　　　縄

第４表（続）　被保険者数・被扶養者数年齢別内訳

都道府県別

被　　　　　　扶　　　　　　養　　　　　　者　　　　　　数

総　　数

年　　　　　齢　　　　　別　　　　　内　　　　　訳
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第５表　 保　険　給　付

（被保険者分）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野 － － －

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀 － － －

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

　注1.　制度改正により、平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相当分）は労災保険より

　注2.　高齢受給者分の現金給付（入院時食事療養・生活療養費（標準負担額差額支給）、療養費、移送費、高額療養費、その他の現金給付）は

　注3.　入院時食事療養費（標準負担額差額支給を除く）の件数は診療費の再掲であり、件数の合計には含まれていない。

　注4.　傷病手当金（職務上）の金額は、傷病手当特別支給金の支給金額を含んでいる。

　注5.　葬祭料（職務外）及び家族葬祭料の金額は、葬祭料付加金の支給金額を含んでいる。

合　　　計
診　　　　　　

都道府県別
加 入 者 総 計

被　　　　　　　　　　保　　　　　

計 入　　　　　院

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

 支給される（平成22年1月以降の災害に限る）ようになっている。

 被保険者分及び被扶養者分の現金給付に含まれている。

　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬   剤   支   給　

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

入 院 外 歯　　　    科
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第５表　 保　険　給　付

（被保険者分）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野 － － －

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀 － － －

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

　注1.　制度改正により、平成22年1月以降において、平成21年12月まで船員保険から支給されていた職務上給付（労災保険相当分）は労災保険より

　注2.　高齢受給者分の現金給付（入院時食事療養・生活療養費（標準負担額差額支給）、療養費、移送費、高額療養費、その他の現金給付）は

　注3.　入院時食事療養費（標準負担額差額支給を除く）の件数は診療費の再掲であり、件数の合計には含まれていない。

　注4.　傷病手当金（職務上）の金額は、傷病手当特別支給金の支給金額を含んでいる。

　注5.　葬祭料（職務外）及び家族葬祭料の金額は、葬祭料付加金の支給金額を含んでいる。

合　　　計
診　　　　　　

都道府県別
加 入 者 総 計

被　　　　　　　　　　保　　　　　

計 入　　　　　院

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

 支給される（平成22年1月以降の災害に限る）ようになっている。

 被保険者分及び被扶養者分の現金給付に含まれている。

　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬   剤   支   給　

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

入 院 外 歯　　　    科
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円

総 数 － － －

北 海 道 － － － － － －
青 森 － － － － － －
岩 手 － － － － － －
宮 城 － － －
秋 田 － － － － － －

山 形 － － － － － －
福 島 － － － － － －
茨 城 － － － － － －
栃 木 － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － －
千 葉 － － － － － －
東 京 － － － － － －
神 奈 川 － － － － － －
新 潟 － － － － － －

富 山 － － － － － －
石 川 － － － － － －
福 井 － － － － － －
山 梨 － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － －
静 岡 － － －
愛 知 － － － － － －
三 重 － － － － － －
滋 賀 － － － － － － － － － － －

京 都 － － － － － －
大 阪 － － －
兵 庫 － － －
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － － － － －

鳥 取 － － － － － －
島 根 － － －
岡 山 － － － － － －
広 島 － － － － － －
山 口 － － － － － －

徳 島 － － － － － －
香 川 － － － － － －
愛 媛 － － － － － －
高 知 － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － － － － －
長 崎 － － －
熊 本 － － － － － －
大 分 － － － － － －
宮 崎 － － － － － －

鹿 児 島 － － －
沖 縄 － － － － － －

入院時食事療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪問看護療養費
入院時食事療養・生活療養費

（標準負担額差額支給）
療　養　費都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －
－ － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － － － －

入　　院 そ の 他 入　　院 そ の 他

移　送　費

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

高　　 額　　 療　　 養　　 費

一　　般　　分　 多数該当負担軽減分
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円

総 数 － － －

北 海 道 － － － － － －
青 森 － － － － － －
岩 手 － － － － － －
宮 城 － － －
秋 田 － － － － － －

山 形 － － － － － －
福 島 － － － － － －
茨 城 － － － － － －
栃 木 － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － －
千 葉 － － － － － －
東 京 － － － － － －
神 奈 川 － － － － － －
新 潟 － － － － － －

富 山 － － － － － －
石 川 － － － － － －
福 井 － － － － － －
山 梨 － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － －
静 岡 － － －
愛 知 － － － － － －
三 重 － － － － － －
滋 賀 － － － － － － － － － － －

京 都 － － － － － －
大 阪 － － －
兵 庫 － － －
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － － － － －

鳥 取 － － － － － －
島 根 － － －
岡 山 － － － － － －
広 島 － － － － － －
山 口 － － － － － －

徳 島 － － － － － －
香 川 － － － － － －
愛 媛 － － － － － －
高 知 － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － － － － －
長 崎 － － －
熊 本 － － － － － －
大 分 － － － － － －
宮 崎 － － － － － －

鹿 児 島 － － －
沖 縄 － － － － － －

入院時食事療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪問看護療養費
入院時食事療養・生活療養費

（標準負担額差額支給）
療　養　費都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － －
－ － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － － － －

入　　院 そ の 他 入　　院 そ の 他

移　送　費

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

高　　 額　　 療　　 養　　 費

一　　般　　分　 多数該当負担軽減分
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森 － － －
岩 手
宮 城
秋 田 － － －

山 形 － － －
福 島
茨 城 － － －
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － －
千 葉 － － －
東 京
神 奈 川
新 潟 － － －

富 山 － － －
石 川 － － －
福 井 － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 － － －
大 阪
兵 庫
奈 良 － － － － － － － － －
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － － －
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎 － － －

鹿 児 島 － － －
沖 縄

職　務　上 職　務　外
都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

傷   　病   　手   　当   　金

計

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － －

－ － － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － －

－ － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － －

－ － － － － － －
－ － － －
－ －
－ － － － － － －

－ － － － －

－ － － － － － －
－ － － － －

－ － － － －
－ － － － － － －

－ －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － －

－ － － － － － －
－ － － － － － －

計 職　務　上 職　務　外
休業手当金

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

葬    　祭    　料
出産育児一時金 出　産　手　当　金
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被保険者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森 － － －
岩 手
宮 城
秋 田 － － －

山 形 － － －
福 島
茨 城 － － －
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － －
千 葉 － － －
東 京
神 奈 川
新 潟 － － －

富 山 － － －
石 川 － － －
福 井 － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 － － －
大 阪
兵 庫
奈 良 － － － － － － － － －
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － － －
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎 － － －

鹿 児 島 － － －
沖 縄

職　務　上 職　務　外
都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

傷   　病   　手   　当   　金

計

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － －

－ － － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － －

－ － － －
－ － － － － － － － － － － － － －

－ － － － －

－ － － － － － －
－ － － －
－ －
－ － － － － － －

－ － － － －

－ － － － － － －
－ － － － －

－ － － － －
－ － － － － － －

－ －

－ － － － － － － － － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － －

－ － － － － － －
－ － － － － － －

計 職　務　上 職　務　外
休業手当金

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

葬    　祭    　料
出産育児一時金 出　産　手　当　金
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

計
合　　計

診　　　　　

入　　　　　院 入　
都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

決　定　状　況（疾病給付）

日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

－ － －
－ － －

－ － －

－ － －

　　　　　療　　　　　　　　費 （再　　　掲）　　　義　務　教　育　就　学　前

　計 入　　　　　院

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

　 　院　　 外 歯　　　  　科
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

計
合　　計

診　　　　　

入　　　　　院 入　
都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

決　定　状　況（疾病給付）

日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円 千円

－ － －
－ － －

－ － －

－ － －

　　　　　療　　　　　　　　費 （再　　　掲）　　　義　務　教　育　就　学　前

　計 入　　　　　院

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

　 　院　　 外 歯　　　  　科
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

（再　　　掲）　　　義　務　教　育　就　学　前

入 院 外 歯　　　  　科
薬 　剤 　支 　給都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 回　数 金　額

千円 千円 千円

－ － －
－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

（再　掲）　義　務　教　育　就　学　前 （再　掲）　義　務　教　育　就　学　前

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

入院時食事療養費
(標準負担額差額支給を除く）
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

（再　　　掲）　　　義　務　教　育　就　学　前

入 院 外 歯　　　  　科
薬 　剤 　支 　給都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 回　数 金　額

千円 千円 千円

－ － －
－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

（再　掲）　義　務　教　育　就　学　前 （再　掲）　義　務　教　育　就　学　前

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

入院時食事療養費
(標準負担額差額支給を除く）
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

総 数 － － －

北 海 道 － － －
青 森 － － － － － －
岩 手 － － － － － － － － －
宮 城 － － － － － －
秋 田 － － － － － －

山 形 － － － － － － － － －
福 島 － － － － － － － － －
茨 城 － － － － － － － － －
栃 木 － － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － － －
千 葉 － － － － － －
東 京 － － － － － － － － －
神 奈 川 － － － － － －
新 潟 － － － － － － － － －

富 山 － － － － － － － － －
石 川 － － － － － － － － －
福 井 － － － － － － － － －
山 梨 － － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡 － － － － － －
愛 知 － － － － － －
三 重 － － － － － － － － －
滋 賀 － － － － － － － － － －

京 都 － － － － － －
大 阪 － － － － － － － － －
兵 庫 － － － － － － － － －
奈 良 － － － － － － － － －
和 歌 山 － － － － － － － － －

鳥 取 － － － － － － － － －
島 根 － － － － － － － － －
岡 山 － － － － － － － － －
広 島 － － － － － － － － －
山 口 － － －

徳 島 － － － － － － － － －
香 川 － － － － － －
愛 媛 － － － － － －
高 知 － － － － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － － － － － － － －
長 崎 － － － － － －
熊 本 － － －
大 分 － － － － － － － － －
宮 崎 － － － － － － － － －

鹿 児 島 － － － － － －
沖 縄 － － － － － －

（再　掲）　義務教育就学前

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給）

療　都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

訪 問 看 護 療 養 費

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －

入　　　院 そ　の　他

移  送  費

高　　　　額　　　　療　　　　養　　　　費

入　　　院 そ　の　他

養　費　 一　　　般　　　分 多数該当負担軽減分

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数

千円 千円 千円

総 数 － － －

北 海 道 － － －
青 森 － － － － － －
岩 手 － － － － － － － － －
宮 城 － － － － － －
秋 田 － － － － － －

山 形 － － － － － － － － －
福 島 － － － － － － － － －
茨 城 － － － － － － － － －
栃 木 － － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － － －
千 葉 － － － － － －
東 京 － － － － － － － － －
神 奈 川 － － － － － －
新 潟 － － － － － － － － －

富 山 － － － － － － － － －
石 川 － － － － － － － － －
福 井 － － － － － － － － －
山 梨 － － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡 － － － － － －
愛 知 － － － － － －
三 重 － － － － － － － － －
滋 賀 － － － － － － － － － －

京 都 － － － － － －
大 阪 － － － － － － － － －
兵 庫 － － － － － － － － －
奈 良 － － － － － － － － －
和 歌 山 － － － － － － － － －

鳥 取 － － － － － － － － －
島 根 － － － － － － － － －
岡 山 － － － － － － － － －
広 島 － － － － － － － － －
山 口 － － －

徳 島 － － － － － － － － －
香 川 － － － － － －
愛 媛 － － － － － －
高 知 － － － － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － － － － － － － －
長 崎 － － － － － －
熊 本 － － －
大 分 － － － － － － － － －
宮 崎 － － － － － － － － －

鹿 児 島 － － － － － －
沖 縄 － － － － － －

（再　掲）　義務教育就学前

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給）

療　都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　養

訪 問 看 護 療 養 費

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － －
－ － － － － － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ － － － － －

入　　　院 そ　の　他

移  送  費

高　　　　額　　　　療　　　　養　　　　費

入　　　院 そ　の　他

養　費　 一　　　般　　　分 多数該当負担軽減分

　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分
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 ※高額療養費の入院分はその他分として計上している。



第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分） （高齢受給者分（一般））

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形 － － － －
福 島 － －
茨 城 － － － －
栃 木 － － － － － －
群 馬 － － － －

埼 玉 － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山 － － － －
石 川 － － － －
福 井
山 梨 － － － － － － －
長 野 － － － －

岐 阜 － － － －
静 岡
愛 知
三 重 － －
滋 賀 － － － －

京 都 － －
大 阪
兵 庫
奈 良 － － － －
和 歌 山

鳥 取
島 根 － －
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知 － －
福 岡 － －

佐 賀 － －
長 崎 － －
熊 本 － －
大 分 － － － －
宮 崎 － －

鹿 児 島 － －
沖 縄 － － － －

計 入　　　　　院
家 族 葬 祭 料 家族出産育児一時金

診　　　　　　　　　　
都道府県別

被　扶　養　者　分 高　　　　　　齢　　　　　　

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円 千円

－

－
－

－ － － － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － － －

－ － － －

－ － － －

入　　院　　外 歯　　　　　科

受　　　　　　給　　　　　　者　　　　　　分　　　　　　（　一　　　　　　　般　）

　　　　　　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬　　剤　　支　　給
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（被扶養者分） （高齢受給者分（一般））

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数

千円 千円 千円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形 － － － －
福 島 － －
茨 城 － － － －
栃 木 － － － － － －
群 馬 － － － －

埼 玉 － －
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山 － － － －
石 川 － － － －
福 井
山 梨 － － － － － － －
長 野 － － － －

岐 阜 － － － －
静 岡
愛 知
三 重 － －
滋 賀 － － － －

京 都 － －
大 阪
兵 庫
奈 良 － － － －
和 歌 山

鳥 取
島 根 － －
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知 － －
福 岡 － －

佐 賀 － －
長 崎 － －
熊 本 － －
大 分 － － － －
宮 崎 － －

鹿 児 島 － －
沖 縄 － － － －

計 入　　　　　院
家 族 葬 祭 料 家族出産育児一時金

診　　　　　　　　　　
都道府県別

被　扶　養　者　分 高　　　　　　齢　　　　　　

決　定　状　況（疾病給付）

金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 処方箋枚数 金　額

千円 千円 千円 千円

－

－
－

－ － － － － － － － － －
－ － － －

－ － － － － － －

－ － － －

－ － － －

入　　院　　外 歯　　　　　科

受　　　　　　給　　　　　　者　　　　　　分　　　　　　（　一　　　　　　　般　）

　　　　　　　　　　療　　　　　　　　　　費
薬　　剤　　支　　給
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一般）） （高齢受給者分（一定以上所得者））

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

総 数

北 海 道 － － －
青 森 － － －
岩 手 － － －
宮 城 － － －
秋 田 － － －

山 形 － － － － － － － － －
福 島 － － －
茨 城 － － －
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － －
千 葉 － － －
東 京 － － －
神 奈 川 － － －
新 潟 － － －

富 山 － － －
石 川 － － －
福 井 － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡 △ 1 △ 4 △ 36
愛 知 － － －
三 重 － － －
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 － － －
大 阪 － － －
兵 庫 － － －
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － －

鳥 取 － － －
島 根 － － －
岡 山 － － －
広 島 － － －
山 口

徳 島 － － －
香 川 － － －
愛 媛
高 知 － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － －
長 崎 － － －
熊 本 － － －
大 分 － － －
宮 崎

鹿 児 島 － － －
沖 縄 － － －

計

診　　　　　

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　般） 高　　　　齢　　　　

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪 問 看 護 療 養 費都道府県別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

－ － －

－ － － － － － － － －
－ － －

－ － － － － － － － －
－ － － － － － － － －

－ － － － － －

－ － －

－ － －

－ － － － － －
－ － － － － － － － －
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － －

－ － － － － － － － －

－ － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － －

－ － －
－ － －

入　　　　　院 入 院 外 歯　　　    科

　　　　　療　　　　　　　　　　費

受　　　　給　　　　者　　　　分　　　　（一　　　　定　　　　以　　　　上　　　　所　　　　得　　　　者）
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一般）） （高齢受給者分（一定以上所得者））

件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

総 数

北 海 道 － － －
青 森 － － －
岩 手 － － －
宮 城 － － －
秋 田 － － －

山 形 － － － － － － － － －
福 島 － － －
茨 城 － － －
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － －
千 葉 － － －
東 京 － － －
神 奈 川 － － －
新 潟 － － －

富 山 － － －
石 川 － － －
福 井 － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡 △ 1 △ 4 △ 36
愛 知 － － －
三 重 － － －
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 － － －
大 阪 － － －
兵 庫 － － －
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － －

鳥 取 － － －
島 根 － － －
岡 山 － － －
広 島 － － －
山 口

徳 島 － － －
香 川 － － －
愛 媛
高 知 － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － －
長 崎 － － －
熊 本 － － －
大 分 － － －
宮 崎

鹿 児 島 － － －
沖 縄 － － －

計

診　　　　　

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　般） 高　　　　齢　　　　

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪 問 看 護 療 養 費都道府県別

決　定　状　況（疾病給付）

件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

－ － －

－ － － － － － － － －
－ － －

－ － － － － － － － －
－ － － － － － － － －

－ － － － － －

－ － －

－ － －

－ － － － － －
－ － － － － － － － －
－ － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － －

－ － － － － － － － －

－ － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － －

－ － －
－ － －

入　　　　　院 入 院 外 歯　　　    科

　　　　　療　　　　　　　　　　費

受　　　　給　　　　者　　　　分　　　　（一　　　　定　　　　以　　　　上　　　　所　　　　得　　　　者）
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

総 数 － － －

北 海 道 － － －
青 森 － － －
岩 手 － － －
宮 城 － － －
秋 田 － － －

山 形 － － － － － － － － －
福 島 － － － － － －
茨 城 － － －
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － －
千 葉 － － －
東 京 － － －
神 奈 川 － － －
新 潟 － － － － － －

富 山 － － － － － －
石 川 － － －
福 井 － － － － － － － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡 － － －
愛 知 － － － － － －
三 重 － － －
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 － － － － － －
大 阪 － － －
兵 庫 － － －
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － －

鳥 取 － － － － － －
島 根 － － －
岡 山 － － －
広 島 － － －
山 口 － － －

徳 島 － － － － － －
香 川 － － －
愛 媛 － － －
高 知 － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － －
長 崎 － － －
熊 本 △ 21 － － －
大 分 － － －
宮 崎 － － －

鹿 児 島 － － △ 1 － － －
沖 縄 － － － － － －

薬　　剤　　支　　給
入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪 問 看 護 療 養 費都道府県別

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　定　　以　　上　　所　　得　　者）

決　定　状　況（疾病給付）

（世帯合算分） （再掲）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ －
－ －
－ －
－ －
－ －

－ － － － － －
－ －

－ － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － －

－ －
－ －
－ －

－ － － － － －
－ －

－ － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ －
－ －
－ －

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ －
－ －

－ － － － － － － － － － － －
－ －

－ － － －
－ － － －
－ － － － － －

－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ － － －
－ －

－ －
－ －
－ －
－ －
－ －

－ －
－ －

多数該当負担軽減分 合　　　計 一　 般　 分 多数該当負担軽減分一　 般　分

高　 額 　療 　養　 費　 総　 計　（再 掲）世 帯 合 算 高 額 療 養 費 高額医療・高額介護
合算療養費
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第５表（続）　 保　険　給　付

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

件　数 処方箋枚数 金　額 件　数 回　数 金　額 件　数 日　数 金　額

千円 千円 千円

総 数 － － －

北 海 道 － － －
青 森 － － －
岩 手 － － －
宮 城 － － －
秋 田 － － －

山 形 － － － － － － － － －
福 島 － － － － － －
茨 城 － － －
栃 木 － － － － － － － － －
群 馬 － － － － － － － － －

埼 玉 － － － － － － － － －
千 葉 － － －
東 京 － － －
神 奈 川 － － －
新 潟 － － － － － －

富 山 － － － － － －
石 川 － － －
福 井 － － － － － － － － －
山 梨 － － － － － － － － －
長 野 － － － － － － － － －

岐 阜 － － － － － － － － －
静 岡 － － －
愛 知 － － － － － －
三 重 － － －
滋 賀 － － － － － － － － －

京 都 － － － － － －
大 阪 － － －
兵 庫 － － －
奈 良 － － － － － －
和 歌 山 － － －

鳥 取 － － － － － －
島 根 － － －
岡 山 － － －
広 島 － － －
山 口 － － －

徳 島 － － － － － －
香 川 － － －
愛 媛 － － －
高 知 － － －
福 岡 － － －

佐 賀 － － －
長 崎 － － －
熊 本 △ 21 － － －
大 分 － － －
宮 崎 － － －

鹿 児 島 － － △ 1 － － －
沖 縄 － － － － － －

薬　　剤　　支　　給
入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

訪 問 看 護 療 養 費都道府県別

高　　齢　　受　　給　　者　　分　　（一　　定　　以　　上　　所　　得　　者）

決　定　状　況（疾病給付）

（世帯合算分） （再掲）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ －
－ －
－ －
－ －
－ －

－ － － － － －
－ －

－ － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ － － －

－ －
－ －
－ －

－ － － － － －
－ －

－ － － － － －
－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －
－ －
－ －
－ －

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －
－ －
－ －

－ － － － － － － － － － － －
－ －

－ － － －
－ － － －
－ － － － － －

－ －
－ －

－ －
－ －
－ －

－ － － －
－ －

－ －
－ －
－ －
－ －
－ －

－ －
－ －

多数該当負担軽減分 合　　　計 一　 般　 分 多数該当負担軽減分一　 般　分

高　 額 　療 　養　 費　 総　 計　（再 掲）世 帯 合 算 高 額 療 養 費 高額医療・高額介護
合算療養費
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第６表　 保　　険　　給

　（被保険者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

被保険者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 被保険者１人当たり金額
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第６表　 保　　険　　給

　（被保険者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　

被保険者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

　　　　　険　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 被保険者１人当たり金額
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　

被扶養者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

　　　　　養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 被扶養者１人当たり金額
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　

被扶養者1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

　　　　　養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 被扶養者１人当たり金額

― 132 ― ― 133 ―

船
員
保
険

（
都
道
府
県
編
）
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

診

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　

（再　　　　掲）　　　義　務　教　育　

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

１人当たり金額

　就　学　前

療１件当たり金額 診療１日当たり金額
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（被扶養者分）

診

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　扶　　　　　　　　　　

（再　　　　掲）　　　義　務　教　育　

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

養　　　　　　　　　　者　　　　　　　　　　分

１人当たり金額

　就　学　前

療１件当たり金額 診療１日当たり金額

― 134 ― ― 135 ―

船
員
保
険

（
都
道
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一般））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診
都道府県別

高　　　　　　　　　齢　　　　　　　　　受　　　　　　　　　給

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１人当たり金額

　　　　　　　　　者　　　　　　　　　分　　　　　　　　　（一　　　　　　　　　　般）

療１件当たり金額 診療１日当たり金額
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一般））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診
都道府県別

高　　　　　　　　　齢　　　　　　　　　受　　　　　　　　　給

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１人当たり金額

　　　　　　　　　者　　　　　　　　　分　　　　　　　　　（一　　　　　　　　　　般）

療１件当たり金額 診療１日当たり金額

― 136 ― ― 137 ―

船
員
保
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（
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道
府
県
編
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

高　　　　　齢　　　　　受　　　　　　給　　　　　　者

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

　　　　　分　　　　　（一　　　　　定　　　　　以　　　　　上　　　　　所　　　　　得　　　　　者）

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 １人当たり金額
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（高齢受給者分（一定以上所得者））

合　計 入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 平　均

円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

高　　　　　齢　　　　　受　　　　　　給　　　　　　者

1000人当たり診療件数 診療１件当たり日数 診

付　　諸　　率

入　院 入院外 歯　科 平　均 入　院 入院外 歯　科 合　計 入　院 入院外 歯　科

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

　　　　　分　　　　　（一　　　　　定　　　　　以　　　　　上　　　　　所　　　　　得　　　　　者）

療１件当たり金額 診療１日当たり金額 １人当たり金額
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（被保険者分）

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

円 円 円 円 円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　　　　険　　　　　　　　　　

薬 剤 支 給
高　額　療　養　費 傷　　　　　　病

入　院 そ　の　他 計　（平　　均）

付　　諸　　率

（被扶養者分）

者　　　　　　　　　　分

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

円 円 円 円 円 円

被　扶　養　者　分

職　　務　　上 職　　務　　外 （再掲）義務教育就学前

　　　　　手　　　　　当　　　　　金
薬　剤　支　給
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第６表（続）　 保　　険　　給

　（被保険者分）

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

円 円 円 円 円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　　　　　　　　　保　　　　　　　　　　険　　　　　　　　　　

薬 剤 支 給
高　額　療　養　費 傷　　　　　　病

入　院 そ　の　他 計　（平　　均）

付　　諸　　率

（被扶養者分）

者　　　　　　　　　　分

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 日 数

１件当た
り 金 額

１人当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

円 円 円 円 円 円

被　扶　養　者　分

職　　務　　上 職　　務　　外 （再掲）義務教育就学前

　　　　　手　　　　　当　　　　　金
薬　剤　支　給
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　（被扶養者分） （高齢受給者分） （世帯合算分）（再掲）

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

1000人当
たり件数

１件当た
り 金 額

円 円 円 円 円 円

総 数

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川

5,994

福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

第６表（続）　 保　　険　　給　　付　　諸　　率

世帯合算
高額療養費

高額療養費総計
（再掲）

都道府県別

被　扶　養　者　分 高齢受給者分
（一般）

入　院 そ　の　他 薬　剤　支　給 薬　剤　支　給

高齢受給者分
（一定以上所得

者）高　額　療　養　費

― 142 ― ― 143 ―
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都
道
府
県
編
）
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※高額療養費の入院分はその他分として計上している。



計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

総　　　　数
－ － － － － － － － －

北　 海　 道 －
青　　　　森 － － － － －
岩　　　　手 － － －
宮　　　　城 － －
秋　　　　田 － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －
山　　　　形 － － － － － － － － －
福　　　　島 － － － － － － －
茨　　　　城 － － － － －
栃　　　　木 － － － － － － － － －
群　　　　馬 － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －
埼　　　　玉 － － － － － － － － －
千　　　　葉 － － － －
東　　　　京 － － －
神　 奈　 川 － － － －
新　　　　潟 － － － － － － －

－ － － － － － － － －
富　　　　山 － － － － － － － － －
石　　　　川 － － － － －
福　　　　井 － － － － － － － － －
山　　　　梨 － － － － － － － － －
長　　　　野 － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －
岐　　　　阜 － － － － － － － － －
静　　　　岡 － －
愛　　　　知 － － － － － － －
三　　　　重 － － － －
滋　　　　賀 － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －
京　　　　都 － － － － － － － － －
大　　　　阪 － －
兵　　　　庫 － － － －
奈　　　　良 － － － － － － － － －
和　 歌　 山 － － － － － － －

－ － － － － － － － －
鳥　　　　取 － － － － － － －
島　　　　根 －
岡　　　　山 －
広　　　　島 －
山　　　　口 － － －

－ － － － － － － － －
徳　　　　島 － － － －
香　　　　川 － － － － －
愛　　　　媛
高　　　　知 － － － － － － －
福　　　　岡

－ － － － － － － － －
佐　　　　賀 － － － － － － －
長　　　　崎 － － － －
熊　　　　本 － － － － － － －
大　　　　分 － － － － －
宮　　　　崎 － － －

－ － － － － － － － －
鹿　 児　 島 －
沖　　　　縄 － － － － －

第７表　 特定疾病療養受療証交付数

都道府県別

新　規　交　付　数 返　　　納　　　数 年度末現在有効受療証数
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計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

総　　　　数 － － －

北　 海　 道 － － － － － － － － － －
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宮　　　　城 － － － － － － － － － －
秋　　　　田 － － － － － － － － － － － －

山　　　　形 － － － － － － － － － － － －
福　　　　島 － － － － － － － － － － － －
茨　　　　城 － － － － － － － － － － － －
栃　　　　木 － － － － － － － － － － － －
群　　　　馬 － － － － － － － － － － － －

埼　　　　玉 － － － － － － － － － － － －
千　　　　葉 － － － － － － － － － － － －
東　　　　京 － － － － － － － － － － － －
神　 奈　 川 － － － － － － － － － － － －
新　　　　潟 － － － － － － － － － － － －

富　　　　山 － － － － － － － － － － － －
石　　　　川 － － － － － － － － － － － －
福　　　　井 － － － － － － － － － － － －
山　　　　梨 － － － － － － － － － － － －
長　　　　野 － － － － － － － － － － － －

岐　　　　阜 － － － － － － － － － － － －
静　　　　岡 － － － － － － － － － － － －
愛　　　　知 － － － － － － － － － － － －
三　　　　重 － － － － － － － － － － － －
滋　　　　賀 － － － － － － － － － － － －

京　　　　都 － － － － － － － － － － － －
大　　　　阪 － － － － － － － － － － － －
兵　　　　庫 － － － － － － － － － － － －
奈　　　　良 － － － － － － － － － － － －
和　 歌　 山 － － － － － － － － － － － －

鳥　　　　取 － － － － － － － － － － － －
島　　　　根 － － － － － － － － － － － －
岡　　　　山 － － － － － － － － － － － －
広　　　　島 － － － － － － － － － － － －
山　　　　口 － － － － － － － － － － － －

徳　　　　島 － － － － － － － － － － － －
香　　　　川 － － － － － － － － － － － －
愛　　　　媛 － － － －
高　　　　知 － － － － － － － －
福　　　　岡 － － － － － － － － － － － －

佐　　　　賀 － － － － － － － － － － － －
長　　　　崎 － － － －
熊　　　　本 － － － － － － － － － － － －
大　　　　分 － － － － － － － －
宮　　　　崎 － － － －

鹿　 児　 島 － － － － － － － － － － － －
沖　　　　縄 － － － － － －

　　 有効認定証数都道府県別
新規交付数 返　納　数

　　 年度末現在

うち長期該当者

第８表　（１）限度額適用・標準負担額減額認定証交付状況

計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

総　　　　数

北　 海　 道
青　　　　森
岩　　　　手
宮　　　　城
秋　　　　田

山　　　　形 －
福　　　　島
茨　　　　城
栃　　　　木 － － － － － － － － －
群　　　　馬 － － － － － － － － －

埼　　　　玉 － － － － － － － － －
千　　　　葉
東　　　　京
神　 奈　 川
新　　　　潟

富　　　　山
石　　　　川
福　　　　井
山　　　　梨 － － － － － － － － －
長　　　　野 － － － － － － － － －

岐　　　　阜 － － － － － － － － －
静　　　　岡
愛　　　　知
三　　　　重
滋　　　　賀 － － － － － － － － －

京　　　　都 －
大　　　　阪
兵　　　　庫
奈　　　　良 － － － － － － － － －
和　 歌　 山

鳥　　　　取
島　　　　根
岡　　　　山
広　　　　島
山　　　　口

徳　　　　島
香　　　　川
愛　　　　媛
高　　　　知
福　　　　岡

佐　　　　賀
長　　　　崎
熊　　　　本
大　　　　分
宮　　　　崎

鹿　 児　 島
沖　　　　縄

　　 年度末現在
　　 有効認定証数

第８表　（２）限度額適用認定証交付状況

都道府県別
新規交付数 返　納　数
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計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者
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神　 奈　 川 － － － － － － － － － － － －
新　　　　潟 － － － － － － － － － － － －

富　　　　山 － － － － － － － － － － － －
石　　　　川 － － － － － － － － － － － －
福　　　　井 － － － － － － － － － － － －
山　　　　梨 － － － － － － － － － － － －
長　　　　野 － － － － － － － － － － － －

岐　　　　阜 － － － － － － － － － － － －
静　　　　岡 － － － － － － － － － － － －
愛　　　　知 － － － － － － － － － － － －
三　　　　重 － － － － － － － － － － － －
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京　　　　都 － － － － － － － － － － － －
大　　　　阪 － － － － － － － － － － － －
兵　　　　庫 － － － － － － － － － － － －
奈　　　　良 － － － － － － － － － － － －
和　 歌　 山 － － － － － － － － － － － －

鳥　　　　取 － － － － － － － － － － － －
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広　　　　島 － － － － － － － － － － － －
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徳　　　　島 － － － － － － － － － － － －
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熊　　　　本 － － － － － － － － － － － －
大　　　　分 － － － － － － － －
宮　　　　崎 － － － －
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沖　　　　縄 － － － － － －

　　 有効認定証数都道府県別
新規交付数 返　納　数

　　 年度末現在

うち長期該当者

第８表　（１）限度額適用・標準負担額減額認定証交付状況

計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者 計 被保険者 被扶養者

総　　　　数

北　 海　 道
青　　　　森
岩　　　　手
宮　　　　城
秋　　　　田

山　　　　形 －
福　　　　島
茨　　　　城
栃　　　　木 － － － － － － － － －
群　　　　馬 － － － － － － － － －

埼　　　　玉 － － － － － － － － －
千　　　　葉
東　　　　京
神　 奈　 川
新　　　　潟

富　　　　山
石　　　　川
福　　　　井
山　　　　梨 － － － － － － － － －
長　　　　野 － － － － － － － － －

岐　　　　阜 － － － － － － － － －
静　　　　岡
愛　　　　知
三　　　　重
滋　　　　賀 － － － － － － － － －

京　　　　都 －
大　　　　阪
兵　　　　庫
奈　　　　良 － － － － － － － － －
和　 歌　 山

鳥　　　　取
島　　　　根
岡　　　　山
広　　　　島
山　　　　口

徳　　　　島
香　　　　川
愛　　　　媛
高　　　　知
福　　　　岡

佐　　　　賀
長　　　　崎
熊　　　　本
大　　　　分
宮　　　　崎

鹿　 児　 島
沖　　　　縄

　　 年度末現在
　　 有効認定証数

第８表　（２）限度額適用認定証交付状況

都道府県別
新規交付数 返　納　数
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　介護保険 （年度末・月末現在）

計 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 疾病任継 平　均 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 疾病任継

円 円 円 円 円

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平成23年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成24年１月
　　　　２月
　　　　３月

平 成 年 度

平成24年４月
　　　　５月
　　　　６月

　　　　７月
　　　　８月
　　　　９月

　　　　10月
　　　　11月
　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

年 度 別
月　　別

被　　保　　険　　者　　数 被扶養

者　数

標 準 報 酬 月 額 の 平 均

第１表　年度別月別適用状況

　介護保険 （年度末現在）

計 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 疾病任継 平　均 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 疾病任継

円 円 円 円 円

総 数

北 海 道
青 森 － －

岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － － － － － －

群 馬 － － － － － － －

埼 玉 － － － －

千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟 － －

富 山 － －

石 川
福 井 － －

山 梨 － － － － － － － － － － －

長 野 － － － － － － －

岐 阜 － － － － － －

静 岡
愛 知 － －

三 重
滋 賀 － － － － － － － － － － －

京 都 － －

大 阪 － － － －

兵 庫
奈 良 － － － －

和 歌 山 － －

鳥 取 － －

島 根 － －

岡 山 － － － －

広 島
山 口

徳 島 － －

香 川 － －

愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － －

長 崎
熊 本
大 分 － －

宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　保　　険　　者　　数 被扶養

者　数

標 準 報 酬 月 額 の 平 均

第２表　都道府県別適用状況
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　介護保険 （年度末・月末現在）

計 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 疾病任継 平　均 汽船等 漁船(い) 漁船(ろ) 疾病任継

円 円 円 円 円
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　　　　９月
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　　　　12月

平成25年１月
　　　　２月
　　　　３月

年 度 別
月　　別

被　　保　　険　　者　　数 被扶養

者　数

標 準 報 酬 月 額 の 平 均

第１表　年度別月別適用状況

　介護保険 （年度末現在）
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北 海 道
青 森 － －

岩 手
宮 城
秋 田 － －

山 形
福 島
茨 城
栃 木 － － － － － －

群 馬 － － － － － － －

埼 玉 － － － －

千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟 － －

富 山 － －

石 川
福 井 － －

山 梨 － － － － － － － － － － －

長 野 － － － － － － －

岐 阜 － － － － － －

静 岡
愛 知 － －

三 重
滋 賀 － － － － － － － － － － －

京 都 － －

大 阪 － － － －

兵 庫
奈 良 － － － －

和 歌 山 － －

鳥 取 － －

島 根 － －

岡 山 － － － －

広 島
山 口

徳 島 － －

香 川 － －

愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀 － －

長 崎
熊 本
大 分 － －

宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

都道府県別

被　　保　　険　　者　　数 被扶養

者　数

標 準 報 酬 月 額 の 平 均

第２表　都道府県別適用状況
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　介護保険 （年度末現在）

被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合 被保険者数 割　合

％ ％ ％ ％ ％

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

注．疾病任意継続被保険者は除く。

平成23年度 平成24年度

第３表　標準報酬月額別被保険者数

総　　　数
　　　　 　 円

標準報酬月額

平成20年度 平成21年度 平成22年度
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制度改正経過概要（主として事業統計に関連のある事項）

〔平成 年４月１日現在〕

船 員 保 険（昭 公布）

Ⅰ 保 険 事 故

昭 ～ 被保険者の疾病、負傷、老齢、障害、脱退、死亡。

～ 被保険者の失業を追加。

～ 被扶養者の疾病、負傷、死亡を追加。

～ 被保険者及び被扶養者の分娩を追加。

～ 被保険者の職務上の事由による行方不明を追加。

～ 通勤災害を職務上災害の場合に準じて保護。

～ 職務外年金部門を厚生年金保険への統合。老齢、脱退及び職務外の事由による障害、死

亡を削除。

平 ～ 被保険者の雇用の継続が困難となる事由の発生を追加。

． ． ～ 職務上疾病・年金部門及び失業部門をそれぞれ労災保険及び雇用保険に統合。新たな船

員保険（新々法）における保険事故は次のとおり。

船員又はその被扶養者の職務外の事由による疾病、負傷、死亡、出産。船員の職務上の

事由又は通勤による疾病、負傷、障害、死亡等（労災保険と併せて保険給付を行う）。

Ⅱ 適 用

１．保 険 者

昭 ～ 政府

平 ～ 全国健康保険協会

２．被 保 険 者

昭 ～ 強 制－： 船員法第１条に規定する船員（ただし、官吏、一般漁船船員、外国

人を除く）。

年 金 任 継－： 年以上 年未満被保険者であった者。

～ 強 制－： 予備船員を加える。年金任継は７年以上 年未満被保険者であった者

に緩和。

～ 外国人にも適用。

～ 一般漁船船員にも適用（ただし、失業部門は一部適用）。

～ 外国船舶に配乗される船員にも適用。

～ 恩給法の適用を受ける者は適用除外。

～ 年 金 任 継－： ７年６月以上 年未満被保険者であった者に緩和。

～ 市町村職員共済組合の組合員である被保険者は適用除外。

～ 公共企業体職員等共済組合の組合員である被保険者は適用除外。

～ 日本船舶を所有できる者が国内の港から外国の港まで回航する外国船舶に乗り組む船員

に適用。

～ トン以上 トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大。

～ トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大。

～ 沖縄の本土復帰により沖縄の船員に適用。
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制度改正経過概要（主として事業統計に関連のある事項）

〔平成 年４月１日現在〕

船 員 保 険（昭 公布）

Ⅰ 保 険 事 故

昭 ～ 被保険者の疾病、負傷、老齢、障害、脱退、死亡。

～ 被保険者の失業を追加。

～ 被扶養者の疾病、負傷、死亡を追加。

～ 被保険者及び被扶養者の分娩を追加。

～ 被保険者の職務上の事由による行方不明を追加。

～ 通勤災害を職務上災害の場合に準じて保護。

～ 職務外年金部門を厚生年金保険への統合。老齢、脱退及び職務外の事由による障害、死

亡を削除。

平 ～ 被保険者の雇用の継続が困難となる事由の発生を追加。

． ． ～ 職務上疾病・年金部門及び失業部門をそれぞれ労災保険及び雇用保険に統合。新たな船

員保険（新々法）における保険事故は次のとおり。

船員又はその被扶養者の職務外の事由による疾病、負傷、死亡、出産。船員の職務上の

事由又は通勤による疾病、負傷、障害、死亡等（労災保険と併せて保険給付を行う）。

Ⅱ 適 用

１．保 険 者

昭 ～ 政府

平 ～ 全国健康保険協会

２．被 保 険 者

昭 ～ 強 制－： 船員法第１条に規定する船員（ただし、官吏、一般漁船船員、外国

人を除く）。

年 金 任 継－： 年以上 年未満被保険者であった者。

～ 強 制－： 予備船員を加える。年金任継は７年以上 年未満被保険者であった者

に緩和。

～ 外国人にも適用。

～ 一般漁船船員にも適用（ただし、失業部門は一部適用）。

～ 外国船舶に配乗される船員にも適用。

～ 恩給法の適用を受ける者は適用除外。

～ 年 金 任 継－： ７年６月以上 年未満被保険者であった者に緩和。

～ 市町村職員共済組合の組合員である被保険者は適用除外。

～ 公共企業体職員等共済組合の組合員である被保険者は適用除外。

～ 日本船舶を所有できる者が国内の港から外国の港まで回航する外国船舶に乗り組む船員

に適用。

～ トン以上 トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大。

～ トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大。

～ 沖縄の本土復帰により沖縄の船員に適用。
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沖縄の厚生年金保険の被保険者であった者で、一定期間沖縄に住所を有していた者につ

いては、年金任意継続被保険者となるための被保険者期間を短縮。

～ トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大（第２次）。

～ トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大（第３次）。

～ 疾 病 任 継－：疾病部門に健康保険制度に準じた疾病任意継続被保険者制度を導入。

資格喪失の日の前日までに継続して２月以上強制被保険者であった者。

～ 失業部門の 歳以後の新規資格取得者は適用除外（ただし、一定要件に該当する者には

任意加入の暫定措置がある）。

～ 職務外年金部門の被保険者は厚生年金保険の第３種被保険者とする。

平 ～ 疾 病 任 継－： 歳以降 歳前に被保険者になった者に対する特例の廃止

～ 後期高齢者医療制度の被保険者は、職務外疾病部門適用除外。

． ～ 独法職員等 －：特定独立行政法人以外の独立行政法人及び国立大学法人等の職員であ

る船員を独立行政法人等職員被保険者とする。

３．被 扶 養 者

昭 ～ 直系尊属、配偶者、子及び同一世帯に属する者で、専ら被保険者により生計を維持する

者。

～ 直系尊属、配偶者、子で主として被保険者により生計を維持する者。三親等以内の親族、

内縁関係にある配偶者の父母及び子等で、同一世帯に属し、主として被保険者により生

計を維持する者。

～ 孫及び弟妹について同一世帯の要件を廃止。

平 ～ 後期高齢者医療制度の被保険者等は除く。

４．標 準 報 酬

昭 ～ 年額 円～ 円（月額 円～ 円） 等級 変更時期は翌月。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 変更時期は年４回。

～ 月額 円～ 円 等級 変更時期は翌月。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級 海難による推定死亡者の月額規定。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級 歩合報酬の算定方法合理化。

報酬月額算定基準日設定。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級 年金部門以外

（健康保険の標準報酬の等級区分の改定措置等の事情を勘案して、社会保険審議会の

意見を聴いて政令をもって標準報酬等級表の上限を改定できる。）

～ 月額 円～ 円 等級 年金部門のみ

～ 年金部門は厚生年金保険へ統合

平 ～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 漁船船員の標準報酬月額の決定について「船員保険・漁船被保険者標準報酬改・決定早

見表」を廃止。

～ 月額 円～ 円 等級

５．標準賞与額

平 ～ 年 回以下支給の賞与を対象とし、支給 回につき上限 万円。

～ 上限を年間（毎年４月１日から翌年３月 日まで）の累計額 万円に改正。

Ⅲ 保 険 給 付

１．疾 病 給 付

⑴ 療養の給付

昭 ～ 範囲－： 診療、薬剤、治療材料の支給、処置・手術等の治療、病院等への収容、看護、

移送。

職務上外を問わない。報酬年額 円を超える高級船員には給付しない。

全額給付。

給付期間は船員法による扶助終了後６月（ただし、結核性疾病については１

年）。

～ 結核性疾病については、給付開始前１年間に６月以上の被保険者期間を要する。

～ 結核性疾病の受給制限を給付開始前１年間に３月以上の被保険者期間に緩和。

～ 職務上の給付期間を９月とする（船員法による扶助を保険給付に繰入れ）。

～ 報酬年額 円を超える高級船員にも給付。給付期間を２年に延長。

～ 自宅以外の場所における療養に必要な宿泊及び食事の給付を追加（休養所の設置）。

～ 給付期間を３年に延長。

～ 行政庁の指定する船内診療所においても給付を実施。

～ 職務外の事由で、資格喪失後引続き給付を受けるには、資格喪失前１年間に３月以上又

は３年間に１年以上の被保険者期間を要する（ただし、災害補償相当給付を除く）。

～ 一部負担制実施（初診の際 円以内）。

～ 新点数による給付実施。一部負担金の支払を要しない初診の規定を整備。

～ 職務上の傷病については、給付期間の制限を撤廃。

～ 職務外の傷病についても給付期間の制限を撤廃（ただし、資格喪失後引続き給付を受け

る者については、その給付開始後５年を限度とする）。

～ 療養の給付（入院及び看護を除く）について船舶内における給付制限を撤廃。

～ 特例措置として一部負担制改正（初診の際 円）。投薬時一部負担制実施（１剤１日分

ごとに 円… 月１日。標準報酬等級第９級（ 円、被扶養者あるとき１人につき

円加算）以下免除）。

～ 一部負担制改正（初診の際 円）。

投薬時一部負担制廃止。

～ 一部負担制改正（初診の際 円）。

～ 一部負担制改正（初診の際 円。入院の際１月間１日につき 円、ただし、法第 条

第２項該当者は 円）。

～ 老人保健法の規定による医療を受けることができる者には給付しない。
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沖縄の厚生年金保険の被保険者であった者で、一定期間沖縄に住所を有していた者につ

いては、年金任意継続被保険者となるための被保険者期間を短縮。

～ トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大（第２次）。

～ トン未満の漁船船員に対する適用範囲の拡大（第３次）。

～ 疾 病 任 継－：疾病部門に健康保険制度に準じた疾病任意継続被保険者制度を導入。

資格喪失の日の前日までに継続して２月以上強制被保険者であった者。

～ 失業部門の 歳以後の新規資格取得者は適用除外（ただし、一定要件に該当する者には

任意加入の暫定措置がある）。

～ 職務外年金部門の被保険者は厚生年金保険の第３種被保険者とする。

平 ～ 疾 病 任 継－： 歳以降 歳前に被保険者になった者に対する特例の廃止

～ 後期高齢者医療制度の被保険者は、職務外疾病部門適用除外。

． ～ 独法職員等 －：特定独立行政法人以外の独立行政法人及び国立大学法人等の職員であ

る船員を独立行政法人等職員被保険者とする。

３．被 扶 養 者

昭 ～ 直系尊属、配偶者、子及び同一世帯に属する者で、専ら被保険者により生計を維持する

者。

～ 直系尊属、配偶者、子で主として被保険者により生計を維持する者。三親等以内の親族、

内縁関係にある配偶者の父母及び子等で、同一世帯に属し、主として被保険者により生

計を維持する者。

～ 孫及び弟妹について同一世帯の要件を廃止。

平 ～ 後期高齢者医療制度の被保険者等は除く。

４．標 準 報 酬

昭 ～ 年額 円～ 円（月額 円～ 円） 等級 変更時期は翌月。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 変更時期は年４回。

～ 月額 円～ 円 等級 変更時期は翌月。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級 海難による推定死亡者の月額規定。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級 歩合報酬の算定方法合理化。

報酬月額算定基準日設定。

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級 年金部門以外

（健康保険の標準報酬の等級区分の改定措置等の事情を勘案して、社会保険審議会の

意見を聴いて政令をもって標準報酬等級表の上限を改定できる。）

～ 月額 円～ 円 等級 年金部門のみ

～ 年金部門は厚生年金保険へ統合

平 ～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 月額 円～ 円 等級

～ 漁船船員の標準報酬月額の決定について「船員保険・漁船被保険者標準報酬改・決定早

見表」を廃止。

～ 月額 円～ 円 等級

５．標準賞与額

平 ～ 年 回以下支給の賞与を対象とし、支給 回につき上限 万円。

～ 上限を年間（毎年４月１日から翌年３月 日まで）の累計額 万円に改正。

Ⅲ 保 険 給 付

１．疾 病 給 付

⑴ 療養の給付

昭 ～ 範囲－： 診療、薬剤、治療材料の支給、処置・手術等の治療、病院等への収容、看護、

移送。

職務上外を問わない。報酬年額 円を超える高級船員には給付しない。

全額給付。

給付期間は船員法による扶助終了後６月（ただし、結核性疾病については１

年）。

～ 結核性疾病については、給付開始前１年間に６月以上の被保険者期間を要する。

～ 結核性疾病の受給制限を給付開始前１年間に３月以上の被保険者期間に緩和。

～ 職務上の給付期間を９月とする（船員法による扶助を保険給付に繰入れ）。

～ 報酬年額 円を超える高級船員にも給付。給付期間を２年に延長。

～ 自宅以外の場所における療養に必要な宿泊及び食事の給付を追加（休養所の設置）。

～ 給付期間を３年に延長。

～ 行政庁の指定する船内診療所においても給付を実施。

～ 職務外の事由で、資格喪失後引続き給付を受けるには、資格喪失前１年間に３月以上又

は３年間に１年以上の被保険者期間を要する（ただし、災害補償相当給付を除く）。

～ 一部負担制実施（初診の際 円以内）。

～ 新点数による給付実施。一部負担金の支払を要しない初診の規定を整備。

～ 職務上の傷病については、給付期間の制限を撤廃。

～ 職務外の傷病についても給付期間の制限を撤廃（ただし、資格喪失後引続き給付を受け

る者については、その給付開始後５年を限度とする）。

～ 療養の給付（入院及び看護を除く）について船舶内における給付制限を撤廃。

～ 特例措置として一部負担制改正（初診の際 円）。投薬時一部負担制実施（１剤１日分

ごとに 円… 月１日。標準報酬等級第９級（ 円、被扶養者あるとき１人につき

円加算）以下免除）。

～ 一部負担制改正（初診の際 円）。

投薬時一部負担制廃止。

～ 一部負担制改正（初診の際 円）。

～ 一部負担制改正（初診の際 円。入院の際１月間１日につき 円、ただし、法第 条

第２項該当者は 円）。

～ 老人保健法の規定による医療を受けることができる者には給付しない。
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～ 職務外の事由の傷病について、一部負担制改正（療養の給付の額の （厚生大臣の告

示する日までの間は ）相当額）。 円未満の端数は四捨五入。

～ 船舶所有者及びその被保険者により構成する法人等は、本人の一部負担金について附加

的な給付を行うことができる。

平 ～ 療養の給付から入院時の食事の提供及び移送を引き離し「入院時食事療養費」「移送

費」として規定。

～ 一部負担制改正（法律の本則に定める割合（療養の給付の額の 相当額）とする）。

外来薬剤一部負担制導入（〔内服薬〕投薬ごとに１日分につき１種類０円、２～３種類

円、４～５種類 円、６種類以上 円。〔外用薬〕投薬ごとに１種類 円、２種類

円、３種類以上 円。〔頓服薬〕投薬ごとに１種類につき 円。ただし６歳未満の

者の薬剤負担は免除）。

～ 一部負担制改正（ 歳に達する翌月以降、療養の給付の額の （政令で定める報酬額

等以上の場合は ）。

～ 外来薬剤一部負担制廃止。

一部負担制改正（ 歳未満の場合、療養に要した額の ）。被保険者資格喪失後の継

続給付制度の廃止。（平 。ただし、職務上の傷病は除く。）

～ 一部負担制改正（ 歳に達する月の翌月以降、政令で定める報酬額等以上の場合（現役

並み所得者）は ）。

災害等の際の一部負担金の減免制度の導入。

～ 一部負担制改正（ 歳に達する月の翌月以降、療養に要した額の （現役並み所得者

を除く）、ただし、軽減特例措置により平成 年 月までは、療養に要した額の （保

険者からの給付は療養に要した額の ））。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

⑵ 入院時食事療養費

昭 ～ 療養の給付の一部として入院時の食事の提供。

平 ～ 療養の給付から引き離し、入院時食事療養費として平均的な家計における食費を勘案し

た定額の一部負担を導入。

一般１日 円、低所得者３ヵ月目まで１日 円、４ヵ月目以降１日 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１日 円（平成８年９月まで）。

～ 一般１日 円、低所得者３ヵ月目まで１日 円、４ヵ月目以降１日 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１日 円。

～ 一般１日 円、低所得者３ヵ月目まで１日 円、４ヵ月目以降１日 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１日 円。

～ 標準負担額が１日単位から１食単位の算定に改める。

一般１食 円、低所得者３ヶ月目まで１食 円、４ヶ月目以降１食 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１食 円

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑶ 入院時生活療養費

平 ～ 療養病床に入院する 歳以上の者の生活療養に要した費用について、保険給付として支

給。

～ 支給対象者を 歳以上の者に拡大。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑷ 保険外併用療養費

平 ～ 評価療養（厚生労働大臣が定める高度の医療技術を用いた療養その他の療養であって、

保険給付の対象とすべきものであるか否かについて、適正な医療の効率的な提供を図る

観点から評価を行うことが必要な療養として厚生労働大臣が定めるものをいう。）又は

選定医療（被保険者の選定に係る特別の病室の提供その他の厚生労働大臣が定めるもの

をいう。）を受けたときに支給。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑸ 特 定 療 養 費

昭 １～ 特定承認保険医療機関で高度な先進技術の療養を受けたとき及び保険医療機関等で特別

の病室、金・白金の歯科材料の使用を希望したとき等に支給（厚生大臣の定めた費用の

額の （厚生大臣の告示する日までの間は ）相当額）。

平 １～ 廃止

⑹ 訪問看護療養費・家族訪問看護療養費

平 ～ 在宅療養患者が訪問看護ステーションから訪問看護を受けた場合に訪問看護療養費を支

給。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑺ 療 養 費

昭 ～ 療養の給付をすることが困難な場合、緊急その他やむを得ない場合で、申請があったと

きに限り給付。療養の給付に準ずる。

～ 給付額は現に要した費用以下とする。

～ 療養に要した費用の額より、一部負担金相当額を控除した額を標準とする。

～ 療養の給付をすることが困難であると都道府県知事が認めた場合、都道府県知事がやむ

を得ないと認めた場合に給付。療養の給付に準ずる。

平 ． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき全

国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。
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～ 職務外の事由の傷病について、一部負担制改正（療養の給付の額の （厚生大臣の告

示する日までの間は ）相当額）。 円未満の端数は四捨五入。

～ 船舶所有者及びその被保険者により構成する法人等は、本人の一部負担金について附加

的な給付を行うことができる。

平 ～ 療養の給付から入院時の食事の提供及び移送を引き離し「入院時食事療養費」「移送

費」として規定。

～ 一部負担制改正（法律の本則に定める割合（療養の給付の額の 相当額）とする）。

外来薬剤一部負担制導入（〔内服薬〕投薬ごとに１日分につき１種類０円、２～３種類

円、４～５種類 円、６種類以上 円。〔外用薬〕投薬ごとに１種類 円、２種類

円、３種類以上 円。〔頓服薬〕投薬ごとに１種類につき 円。ただし６歳未満の

者の薬剤負担は免除）。

～ 一部負担制改正（ 歳に達する翌月以降、療養の給付の額の （政令で定める報酬額

等以上の場合は ）。

～ 外来薬剤一部負担制廃止。

一部負担制改正（ 歳未満の場合、療養に要した額の ）。被保険者資格喪失後の継

続給付制度の廃止。（平 。ただし、職務上の傷病は除く。）

～ 一部負担制改正（ 歳に達する月の翌月以降、政令で定める報酬額等以上の場合（現役

並み所得者）は ）。

災害等の際の一部負担金の減免制度の導入。

～ 一部負担制改正（ 歳に達する月の翌月以降、療養に要した額の （現役並み所得者

を除く）、ただし、軽減特例措置により平成 年 月までは、療養に要した額の （保

険者からの給付は療養に要した額の ））。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

⑵ 入院時食事療養費

昭 ～ 療養の給付の一部として入院時の食事の提供。

平 ～ 療養の給付から引き離し、入院時食事療養費として平均的な家計における食費を勘案し

た定額の一部負担を導入。

一般１日 円、低所得者３ヵ月目まで１日 円、４ヵ月目以降１日 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１日 円（平成８年９月まで）。

～ 一般１日 円、低所得者３ヵ月目まで１日 円、４ヵ月目以降１日 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１日 円。

～ 一般１日 円、低所得者３ヵ月目まで１日 円、４ヵ月目以降１日 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１日 円。

～ 標準負担額が１日単位から１食単位の算定に改める。

一般１食 円、低所得者３ヶ月目まで１食 円、４ヶ月目以降１食 円、低所得者

の老齢福祉年金受給権者１食 円

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑶ 入院時生活療養費

平 ～ 療養病床に入院する 歳以上の者の生活療養に要した費用について、保険給付として支

給。

～ 支給対象者を 歳以上の者に拡大。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑷ 保険外併用療養費

平 ～ 評価療養（厚生労働大臣が定める高度の医療技術を用いた療養その他の療養であって、

保険給付の対象とすべきものであるか否かについて、適正な医療の効率的な提供を図る

観点から評価を行うことが必要な療養として厚生労働大臣が定めるものをいう。）又は

選定医療（被保険者の選定に係る特別の病室の提供その他の厚生労働大臣が定めるもの

をいう。）を受けたときに支給。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑸ 特 定 療 養 費

昭 １～ 特定承認保険医療機関で高度な先進技術の療養を受けたとき及び保険医療機関等で特別

の病室、金・白金の歯科材料の使用を希望したとき等に支給（厚生大臣の定めた費用の

額の （厚生大臣の告示する日までの間は ）相当額）。

平 １～ 廃止

⑹ 訪問看護療養費・家族訪問看護療養費

平 ～ 在宅療養患者が訪問看護ステーションから訪問看護を受けた場合に訪問看護療養費を支

給。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑺ 療 養 費

昭 ～ 療養の給付をすることが困難な場合、緊急その他やむを得ない場合で、申請があったと

きに限り給付。療養の給付に準ずる。

～ 給付額は現に要した費用以下とする。

～ 療養に要した費用の額より、一部負担金相当額を控除した額を標準とする。

～ 療養の給付をすることが困難であると都道府県知事が認めた場合、都道府県知事がやむ

を得ないと認めた場合に給付。療養の給付に準ずる。

平 ． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき全

国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。
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⑻ 家 族 療 養 費

昭 ～ 療養の給付及び療養費に準ずる（ただし、給付額は療養に要した費用の ）。

～ 同一の傷病で日雇健保から療養の給付を受けたときは、その限度で給付しない。

～ 被保険者資格喪失後も継続給付（受給制限は療養の給付に同じ）。

～ 療養に要した費用の 相当額を給付。

～ 入院の場合は、療養に要した費用の 相当額を給付。

～ 老人保健法の規定による医療を受けることができる者には給付しない。

～ 特定承認保険医療機関で高度な先進技術の療養を受けたとき及び保険医療機関等で特別

の病室、金・白金の歯科材料の使用を希望したときにも支給（厚生大臣が定めた費用の

額の、入院 、外来 相当額）。

平 ～ 外来薬剤一部負担制導入（療養の給付と同じ）。

～ ３歳未満の場合は、療養に要した費用の 相当額を給付。 歳に達する翌月以降は、

療養に要した費用の 相当額を給付（ 歳以上の被保険者の被扶養者の場合は、政

令で定める報酬額等以上の場合は ）。

～ 歳未満（ 歳未満を除く）の場合は、療養に要した費用の相当額を給付。

薬剤一部負担制廃止（療養の給付と同じ）。

～ 現役並み所得者に扶養される 歳以上の被扶養者は、療養に要した費用の 相当額を

給付。ただし、特例措置により、平成 年 月までは 相当額を給付。

特定承認保険医療機関等で療養を受けた場合を廃止。

． ～ 給付割合が療養に要した費用の となる若年層の範囲を３歳未満から義務教育就学前

に拡大。

歳以上の被扶養者（現役並み所得者に扶養される 歳以上の被扶養者を除く）の療養

に要した費用の 相当額を給付（軽減特例措置により、平成 年 月までは療養に要

した費用の 相当額を給付）。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

⑼ 移 送 費

昭 ～ 療養の給付の一部に移送。

平 ～ 療養の給付から「移送費」として現金給付化。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑽ 高額療養費（家族高額療養費）

昭 ～ 被扶養者が同一の病院等から受けた療養に係る家族療養費の額が 円を超える場合

に、当該家族療養費の額の に相当する額から 円を控除した額を給付（家族高

額療養費）。

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に係る家族療養費の額が 円

を超える場合に、当該家族療養費の額の に相当する額から 円を控除した額を

給付（家族高額療養費）。

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に要した費用の額から、当該療養

に要した費用について家族療養費として支給される額に相当する額を控除した額が

円を超える場合に支給するものとし、その額から 円を控除した額を給付。

なお、支給される者が低所得者（市町村民税の非課税者及び生活保護法の被保護者。た

だし、船員保険優先の公費負担医療が受けられる場合を除く。）については 円と

あるのは 円とする（家族高額療養費）。

被保険者のうち低所得者（市町村民税の非課税者及び生活保護者）については、同一の

月内に同一の病院等から受けた療養に係る一部負担金額が 円を超える場合に、当

該一部負担金額から 円を控除した額を給付。（船員保険優先の公費負担医療が受

けられる場合を除く。）

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に要した費用の額から、当該療養

に要した費用について家族療養費として支給される額に相当する額を控除した額が

円（被保険者が市町村民税非課税者である場合は 円）を超える場合、その

額から 円（ 円）を控除した額を給付。ただし、経過措置として 年 月

日まで 円は 円とし、又老人保健法が施行されるまでの間、 歳以上の者、

ねたきり老人等は 円とする（家族高額療養費）。

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に係る一部負担金等の額のうち

円以上のものを世帯単位で合算した額から 円（直近の 月間に３回以上高

額療養費が支給されている場合（以下「高額多数該当世帯」という。）は 円）を

控除した額を給付。ただし、被保険者が市町村民税非課税者等である場合は「

円」は「 円」とし、「 円」は「 円」とする。

生活保護の被保険者である被保険者又は被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受け

た療養に係る一部負担金等の額が 円を超える場合に、その額から 円を控除

した額を給付。

人工腎臓を実施している慢性腎不全又は血友病について療養を受けた被保険者又は被扶

養者が、同一月内に同一の病院等から受けた療養に係る一部負担金等の額が 円を

超える場合に、その額から 円を控除した額を給付。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」に引き上げ。

平 元 ～ 自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については、「 円」を

「 円」）に引き上げ。

高額多数該当世帯の自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については

「 円」を「 円」）に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については「 円」を

「 円」）に引き上げ。

高額多数該当世帯の自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については

「 円」を「 円」）に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については「 円」を

「 円」）に引き上げ。

高額多数該当世帯の自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については

「 円」を「 円」）に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所

得者 円＋（医療費－ 円）×１％、低所得者は据え置き。高額多数該当

世帯の自己負担限度額は、上位所得者については「 円」を「 円」とし、一

般及び低所得者については据え置く。

平 ～ 自己負担限度額を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所得者

円＋（医療費－ 円）×１％、低所得者は据え置き。
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⑻ 家 族 療 養 費

昭 ～ 療養の給付及び療養費に準ずる（ただし、給付額は療養に要した費用の ）。

～ 同一の傷病で日雇健保から療養の給付を受けたときは、その限度で給付しない。

～ 被保険者資格喪失後も継続給付（受給制限は療養の給付に同じ）。

～ 療養に要した費用の 相当額を給付。

～ 入院の場合は、療養に要した費用の 相当額を給付。

～ 老人保健法の規定による医療を受けることができる者には給付しない。

～ 特定承認保険医療機関で高度な先進技術の療養を受けたとき及び保険医療機関等で特別

の病室、金・白金の歯科材料の使用を希望したときにも支給（厚生大臣が定めた費用の

額の、入院 、外来 相当額）。

平 ～ 外来薬剤一部負担制導入（療養の給付と同じ）。

～ ３歳未満の場合は、療養に要した費用の 相当額を給付。 歳に達する翌月以降は、

療養に要した費用の 相当額を給付（ 歳以上の被保険者の被扶養者の場合は、政

令で定める報酬額等以上の場合は ）。

～ 歳未満（ 歳未満を除く）の場合は、療養に要した費用の相当額を給付。

薬剤一部負担制廃止（療養の給付と同じ）。

～ 現役並み所得者に扶養される 歳以上の被扶養者は、療養に要した費用の 相当額を

給付。ただし、特例措置により、平成 年 月までは 相当額を給付。

特定承認保険医療機関等で療養を受けた場合を廃止。

． ～ 給付割合が療養に要した費用の となる若年層の範囲を３歳未満から義務教育就学前

に拡大。

歳以上の被扶養者（現役並み所得者に扶養される 歳以上の被扶養者を除く）の療養

に要した費用の 相当額を給付（軽減特例措置により、平成 年 月までは療養に要

した費用の 相当額を給付）。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

． ～ 平成 年 月まで軽減特例措置を延長。

⑼ 移 送 費

昭 ～ 療養の給付の一部に移送。

平 ～ 療養の給付から「移送費」として現金給付化。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑽ 高額療養費（家族高額療養費）

昭 ～ 被扶養者が同一の病院等から受けた療養に係る家族療養費の額が 円を超える場合

に、当該家族療養費の額の に相当する額から 円を控除した額を給付（家族高

額療養費）。

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に係る家族療養費の額が 円

を超える場合に、当該家族療養費の額の に相当する額から 円を控除した額を

給付（家族高額療養費）。

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に要した費用の額から、当該療養

に要した費用について家族療養費として支給される額に相当する額を控除した額が

円を超える場合に支給するものとし、その額から 円を控除した額を給付。

なお、支給される者が低所得者（市町村民税の非課税者及び生活保護法の被保護者。た

だし、船員保険優先の公費負担医療が受けられる場合を除く。）については 円と

あるのは 円とする（家族高額療養費）。

被保険者のうち低所得者（市町村民税の非課税者及び生活保護者）については、同一の

月内に同一の病院等から受けた療養に係る一部負担金額が 円を超える場合に、当

該一部負担金額から 円を控除した額を給付。（船員保険優先の公費負担医療が受

けられる場合を除く。）

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に要した費用の額から、当該療養

に要した費用について家族療養費として支給される額に相当する額を控除した額が

円（被保険者が市町村民税非課税者である場合は 円）を超える場合、その

額から 円（ 円）を控除した額を給付。ただし、経過措置として 年 月

日まで 円は 円とし、又老人保健法が施行されるまでの間、 歳以上の者、

ねたきり老人等は 円とする（家族高額療養費）。

～ 被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受けた療養に係る一部負担金等の額のうち

円以上のものを世帯単位で合算した額から 円（直近の 月間に３回以上高

額療養費が支給されている場合（以下「高額多数該当世帯」という。）は 円）を

控除した額を給付。ただし、被保険者が市町村民税非課税者等である場合は「

円」は「 円」とし、「 円」は「 円」とする。

生活保護の被保険者である被保険者又は被扶養者が同一の月内に同一の病院等から受け

た療養に係る一部負担金等の額が 円を超える場合に、その額から 円を控除

した額を給付。

人工腎臓を実施している慢性腎不全又は血友病について療養を受けた被保険者又は被扶

養者が、同一月内に同一の病院等から受けた療養に係る一部負担金等の額が 円を

超える場合に、その額から 円を控除した額を給付。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」に引き上げ。

平 元 ～ 自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については、「 円」を

「 円」）に引き上げ。

高額多数該当世帯の自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については

「 円」を「 円」）に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については「 円」を

「 円」）に引き上げ。

高額多数該当世帯の自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については

「 円」を「 円」）に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については「 円」を

「 円」）に引き上げ。

高額多数該当世帯の自己負担限度額「 円」を「 円」（低所得者については

「 円」を「 円」）に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を「 円」に引き上げ。

～ 自己負担限度額「 円」を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所

得者 円＋（医療費－ 円）×１％、低所得者は据え置き。高額多数該当

世帯の自己負担限度額は、上位所得者については「 円」を「 円」とし、一

般及び低所得者については据え置く。

平 ～ 自己負担限度額を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所得者

円＋（医療費－ 円）×１％、低所得者は据え置き。
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高額多数該当世帯の自己負担限度額は、上位所得者については、「 円」を

「 円」、一般については、「 円」を「 円」とし、低所得者は据え置き。

歳以上の者にかかる自己負担限度額を外来の場合、一定以上所得者については、

「 円」、一般については、「 円」、低所得者については「 円」とし、入

院の場合、一定以上所得者については、「 円＋（医療費－ 円）×１％」、

一般の場合、「 円」、低所得者Ⅰの場合「 円」、低所得者Ⅱの場合は

「 円」とする。

～ 自己負担額を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所得者 円＋

（医療費－ 円）×１％、他は据え置き。

～ 自己負担限度額を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所得者（標準報

酬月額 万円以上） 円＋（医療費－ 円）×１％、低所得者は据え置き。

高額多数該当世帯の自己負担限度額は一般は 円、上位所得者は 円、低所得

者は据え置き。

歳以上の者に係る自己負担限度額を外来の場合、現役並み所得者については 円、

一般、低所得者は据え置き。入院の場合、現役並み所得者は 円＋（医療費－

円）×１％、一般、低所得者は据え置き。

多数該当世帯は、現役並み所得者は 円、一般、低所得者は据え置き。

人工透析を要する標準報酬月額が 万円以上である 歳未満の被保険者、または、標準

報酬月額が 万円以上の被保険者に扶養される 歳未満の被扶養者については、２万円

に引き上げ。

～ 歳未満の者の入院に係る高額療養費の現物給付化の実施（限度額に関する認定証の申

請が必要）。

～ 歳未満の者の外来診療に係る高額療養費の現物給付化を実施（限度額に関する認定書

の申請が必要）。

⑾ 高額医療・高額介護合算療養費

平 ～ 船員保険と介護保険の自己負担額を合算し、自己負担限度額を超えた額を支給。

⑿ 傷 病 手 当 金

昭 ～ 被保険者であった者（報酬年額 円以上の高級船員を除く）で、職務上外を問わず

船員法による扶助終了後６月間（結核性疾病については１年以内）、１日について報酬

日額 独身入院者は を給付。

～ 結核性疾病については、給付開始前１年間に６月以上の被保険者期間を要する。

～ 結核性疾病に受給制限を給付開始前１年間に３月以上の被保険者期間に緩和。

～ 職務上の給付期間を９月とする（船員法による扶助を保険給付に繰り入れ）。

～ 報酬年額 円以上の高級船員にも給付。被扶養者のいない入院中の者に対する給付

額を１日について報酬日額の に改定。給付期間を２年に延長。

～ 職務上の支給額は４月間は報酬日額の全額、その後は 、さらに療養の給付終了後１

月の範囲内で 、職務上の被扶養者のいない入院中の者に対しても減額しない。

～ 給付期間を３年に延長。

～ 職務外の被扶養者のいない入院中の者に対する給付額を、１日につき報酬日額の と

する。職務外の事由で、資格喪失後引続き給付を受けるには、資格喪失前１年間に３月

以上又は３年間に１年以上の被保険者期間を要する。

～ 職務上の傷病については、給付期間の制限を撤廃。

～ 資格喪失後支給する職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が

昭和 年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応

じて、標準報酬日額に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算

することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の障害年金を受けるときは、傷病手当金は支給しない。

～ 職務外の障害年金を受けるときは、傷病手当金は支給しない。

職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 老人保健法の規定による被扶養者のいない入院中の者は標準報酬日額の 。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

平 元 ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成２年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額
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高額多数該当世帯の自己負担限度額は、上位所得者については、「 円」を

「 円」、一般については、「 円」を「 円」とし、低所得者は据え置き。

歳以上の者にかかる自己負担限度額を外来の場合、一定以上所得者については、

「 円」、一般については、「 円」、低所得者については「 円」とし、入

院の場合、一定以上所得者については、「 円＋（医療費－ 円）×１％」、

一般の場合、「 円」、低所得者Ⅰの場合「 円」、低所得者Ⅱの場合は

「 円」とする。

～ 自己負担額を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所得者 円＋

（医療費－ 円）×１％、他は据え置き。

～ 自己負担限度額を一般 円＋（医療費－ 円）×１％、上位所得者（標準報

酬月額 万円以上） 円＋（医療費－ 円）×１％、低所得者は据え置き。

高額多数該当世帯の自己負担限度額は一般は 円、上位所得者は 円、低所得

者は据え置き。

歳以上の者に係る自己負担限度額を外来の場合、現役並み所得者については 円、

一般、低所得者は据え置き。入院の場合、現役並み所得者は 円＋（医療費－

円）×１％、一般、低所得者は据え置き。

多数該当世帯は、現役並み所得者は 円、一般、低所得者は据え置き。

人工透析を要する標準報酬月額が 万円以上である 歳未満の被保険者、または、標準

報酬月額が 万円以上の被保険者に扶養される 歳未満の被扶養者については、２万円

に引き上げ。

～ 歳未満の者の入院に係る高額療養費の現物給付化の実施（限度額に関する認定証の申

請が必要）。

～ 歳未満の者の外来診療に係る高額療養費の現物給付化を実施（限度額に関する認定書

の申請が必要）。

⑾ 高額医療・高額介護合算療養費

平 ～ 船員保険と介護保険の自己負担額を合算し、自己負担限度額を超えた額を支給。

⑿ 傷 病 手 当 金

昭 ～ 被保険者であった者（報酬年額 円以上の高級船員を除く）で、職務上外を問わず

船員法による扶助終了後６月間（結核性疾病については１年以内）、１日について報酬

日額 独身入院者は を給付。

～ 結核性疾病については、給付開始前１年間に６月以上の被保険者期間を要する。

～ 結核性疾病に受給制限を給付開始前１年間に３月以上の被保険者期間に緩和。

～ 職務上の給付期間を９月とする（船員法による扶助を保険給付に繰り入れ）。

～ 報酬年額 円以上の高級船員にも給付。被扶養者のいない入院中の者に対する給付

額を１日について報酬日額の に改定。給付期間を２年に延長。

～ 職務上の支給額は４月間は報酬日額の全額、その後は 、さらに療養の給付終了後１

月の範囲内で 、職務上の被扶養者のいない入院中の者に対しても減額しない。

～ 給付期間を３年に延長。

～ 職務外の被扶養者のいない入院中の者に対する給付額を、１日につき報酬日額の と

する。職務外の事由で、資格喪失後引続き給付を受けるには、資格喪失前１年間に３月

以上又は３年間に１年以上の被保険者期間を要する。

～ 職務上の傷病については、給付期間の制限を撤廃。

～ 資格喪失後支給する職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が

昭和 年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応

じて、標準報酬日額に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算

することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の障害年金を受けるときは、傷病手当金は支給しない。

～ 職務外の障害年金を受けるときは、傷病手当金は支給しない。

職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 老人保健法の規定による被扶養者のいない入院中の者は標準報酬日額の 。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて旧法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

平 元 ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が昭和 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成２年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額
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に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成３年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成４年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成５年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 入院の場合の減額規定の廃止。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成６年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成７年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成８年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成９年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 退職又は老齢を支給事由とする年金が支給される場合には、その合計額により傷病手当

金との調整を行うこととした。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額に

～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 標準報酬日額の 相当額に引き上げ。

疾病任意継続被保険者への支給を、資格取得後１年以内に発した傷病に限定。

． ． ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上の傷病手当金は、経過措置により平成 年 月以降において

も従前の船員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

． ． ～ 経過的職務上給付の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成

年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標

準報酬日額に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算すること

とする。

． ． ～ 経過的職務上給付の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成

年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標

準報酬日額に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算すること

とする。

． ． ～ 経過的職務上給付の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成

年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標

準報酬日額に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算すること

とする。

⒀ 休 業 手 当 金

平 ． ． ～ 従前の船員保険（新法）の職務上の傷病手当金の給付水準と労災保険の休業（補償）給

付の給付水準との差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）の休業手

当金として支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

①報酬を受けない最初の日～ 日目

標準報酬日額の全額

②報酬を受けない 日目～ ヶ月（④を除く期間）

標準報酬日額の

③療養を開始した日から 年 ヶ月を経過した日以後の期間（①及び④を除く期間で、

労災保険の休業給付基礎日額に適用された年齢階層別の最高限度額が標準報酬日額

より少ない場合に限る）

標準報酬日額から最高限度額を控除した額の

④報酬を受けない 月以内の期間であって、療養を開始した日から 年 ヶ月を経過し

た日以後の期間（①を除く期間で、労災保険の休業給付基礎日額に適用された年齢
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に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成３年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成４年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成５年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 入院の場合の減額規定の廃止。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成６年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成７年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成８年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成９年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 退職又は老齢を支給事由とする年金が支給される場合には、その合計額により傷病手当

金との調整を行うこととした。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて、標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が平成 年３月 日以

前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額に

～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

～ 標準報酬日額の 相当額に引き上げ。

疾病任意継続被保険者への支給を、資格取得後１年以内に発した傷病に限定。

． ． ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 職務上の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日

以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額

に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上の傷病手当金は、経過措置により平成 年 月以降において

も従前の船員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

． ． ～ 経過的職務上給付の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成

年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標

準報酬日額に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算すること

とする。

． ． ～ 経過的職務上給付の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成

年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標

準報酬日額に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算すること

とする。

． ． ～ 経過的職務上給付の傷病手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成

年３月 日以前のものの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標

準報酬日額に ～ の率を乗じて新法第 条第 項の規定を適用して計算すること

とする。

⒀ 休 業 手 当 金

平 ． ． ～ 従前の船員保険（新法）の職務上の傷病手当金の給付水準と労災保険の休業（補償）給

付の給付水準との差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）の休業手

当金として支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

①報酬を受けない最初の日～ 日目

標準報酬日額の全額

②報酬を受けない 日目～ ヶ月（④を除く期間）

標準報酬日額の

③療養を開始した日から 年 ヶ月を経過した日以後の期間（①及び④を除く期間で、

労災保険の休業給付基礎日額に適用された年齢階層別の最高限度額が標準報酬日額

より少ない場合に限る）

標準報酬日額から最高限度額を控除した額の

④報酬を受けない 月以内の期間であって、療養を開始した日から 年 ヶ月を経過し

た日以後の期間（①を除く期間で、労災保険の休業給付基礎日額に適用された年齢
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階層別の最高限度額が標準報酬日額より少ない場合に限る）

②及び③の額の合算額

． ． ～ 休業手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日以前のも

のの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額に

～ の率を乗じて新々法第 条の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 休業手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日以前のも

のの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額に

～ の率を乗じて新々法第 条の規定を適用して計算することとする。

⒁ 葬祭料・家族葬祭料

昭 ～ 資格喪失当時の報酬月額の２月分を遺族に支給。

～ 被扶養者の死亡に対し、標準報酬月額の１月分を支給。

～ 葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 標準報酬月額の 月分を支給、最低保障額 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務外の事由による葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 最低保障額 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 葬祭料の最低保障額、家族葬祭料の額は政令によって定める。

職務外の事由による葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 最低保障額 円

職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務外の事由による葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 最低保障額 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

平 ～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務外の事由による葬祭料： 円

家族葬祭料 ： 円

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の

船員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⒂ 付 加 給 付

昭 ～ 政令の定めるところにより、付加給付を行うことができる。

平 ～ 職務外の事由による葬祭料および家族葬祭料に併せて葬祭料付加金を支給。

葬祭料付加金 ：資格喪失時の標準報酬月額２月分－葬祭料の額

家族葬祭料付加金：標準報酬月額 月分－家族葬祭料の額

⒃ 出産育児一時金（分娩費、育児手当金）・出産手当金

昭 ～ 分 娩 費： 被保険者は標準報酬月額の半月分 入院したときは 月分 。配偶者

は 円。

出産手当金： 産前産後各 日間、１日について標準報酬日額の 。

育児手当金： １児について６月間、１月について 円。

被保険者資格喪失後６月以内の給付については、資格喪失前１年間に

６月以上の被保険者期間を要する。

～ 被保険者資格喪失後６月以内の給付については、資格喪失前１年間に３月以上又は３年

間に１年以上の被保険者期間を要する。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。育児手当金について

は 円。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 分娩費の最低保障額、配偶者分娩費、育児手当金の額は政令によって定める。

被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

育児手当金については 円。

入院の場合の減額規定は廃止。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 出産手当金： 産前（妊娠判明から出産まで）と産後 日間、１日について標準報酬日

額の 。

平 ～ 出産手当金： 妊娠判明から出産までと出産日後 日間、１日について標準報酬日額の

。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 分娩費・育児手当金を出産育児一時金に包括化。被保険者の出産育児一時金 円、

配偶者分についても同額。

～ 配偶者出産一時金の支給対象を被扶養配偶者から被扶養者へ拡大。（家族出産一時金と

する。）

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の支給額を１児につき 円に引き上げ。

出産育児一時金・家族出産育児一時金の受取代理制度の導入。

～ 出産手当金：標準報酬日額の へ引き上げ。

疾病任意継続被保険者への支給を廃止。

資格喪失後６か月以内に出産した者に対する出産手当金の支給を廃止。

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の支給額を産科医療補償制度の創設に伴い、１児

につき 円に引き上げ（産科医療補償制度に加入していない医療機関等の場合は、

従来どおり 円）。

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の受取代理制度の廃止。

出産育児一時金・家族出産育児一時金の支給額を、平成 年 月 日までの暫定措置と

して 児につき 円に引上げ（産科医療補償制度に加入していない医療機関等の場

合は、 円）。

平成 年 月 日までの暫定措置として出産育児一時金・家族出産育児一時金の直接支

払制度の導入。

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の直接支払制度及び受取代理制度の導入。

支給額を、 児につき 円に引上げ。（産科医療補償制度に加入していない医療機
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階層別の最高限度額が標準報酬日額より少ない場合に限る）

②及び③の額の合算額

． ． ～ 休業手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日以前のも

のの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額に

～ の率を乗じて新々法第 条の規定を適用して計算することとする。

． ． ～ 休業手当金のうち、船舶所有者に使用されなくなった日が、平成 年３月 日以前のも

のの額については、船舶所有者に使用されなくなった日に応じて標準報酬日額に

～ の率を乗じて新々法第 条の規定を適用して計算することとする。

⒁ 葬祭料・家族葬祭料

昭 ～ 資格喪失当時の報酬月額の２月分を遺族に支給。

～ 被扶養者の死亡に対し、標準報酬月額の１月分を支給。

～ 葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 標準報酬月額の 月分を支給、最低保障額 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務外の事由による葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 最低保障額 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 葬祭料の最低保障額、家族葬祭料の額は政令によって定める。

職務外の事由による葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 最低保障額 円

職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務外の事由による葬祭料： 最低保障額 円

家族葬祭料： 最低保障額 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

平 ～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務上の事由による葬祭料： 最低保障額 標準報酬月額１月分＋ 円

～ 職務外の事由による葬祭料： 円

家族葬祭料 ： 円

． ． ～ 職務上給付を労災保険に統合。ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害によ

る傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の

船員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⒂ 付 加 給 付

昭 ～ 政令の定めるところにより、付加給付を行うことができる。

平 ～ 職務外の事由による葬祭料および家族葬祭料に併せて葬祭料付加金を支給。

葬祭料付加金 ：資格喪失時の標準報酬月額２月分－葬祭料の額

家族葬祭料付加金：標準報酬月額 月分－家族葬祭料の額

⒃ 出産育児一時金（分娩費、育児手当金）・出産手当金

昭 ～ 分 娩 費： 被保険者は標準報酬月額の半月分 入院したときは 月分 。配偶者

は 円。

出産手当金： 産前産後各 日間、１日について標準報酬日額の 。

育児手当金： １児について６月間、１月について 円。

被保険者資格喪失後６月以内の給付については、資格喪失前１年間に

６月以上の被保険者期間を要する。

～ 被保険者資格喪失後６月以内の給付については、資格喪失前１年間に３月以上又は３年

間に１年以上の被保険者期間を要する。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。育児手当金について

は 円。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 分娩費の最低保障額、配偶者分娩費、育児手当金の額は政令によって定める。

被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

育児手当金については 円。

入院の場合の減額規定は廃止。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 出産手当金： 産前（妊娠判明から出産まで）と産後 日間、１日について標準報酬日

額の 。

平 ～ 出産手当金： 妊娠判明から出産までと出産日後 日間、１日について標準報酬日額の

。

～ 被保険者の分娩費は最低保障額 円、配偶者分娩費は 円。

～ 分娩費・育児手当金を出産育児一時金に包括化。被保険者の出産育児一時金 円、

配偶者分についても同額。

～ 配偶者出産一時金の支給対象を被扶養配偶者から被扶養者へ拡大。（家族出産一時金と

する。）

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の支給額を１児につき 円に引き上げ。

出産育児一時金・家族出産育児一時金の受取代理制度の導入。

～ 出産手当金：標準報酬日額の へ引き上げ。

疾病任意継続被保険者への支給を廃止。

資格喪失後６か月以内に出産した者に対する出産手当金の支給を廃止。

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の支給額を産科医療補償制度の創設に伴い、１児

につき 円に引き上げ（産科医療補償制度に加入していない医療機関等の場合は、

従来どおり 円）。

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の受取代理制度の廃止。

出産育児一時金・家族出産育児一時金の支給額を、平成 年 月 日までの暫定措置と

して 児につき 円に引上げ（産科医療補償制度に加入していない医療機関等の場

合は、 円）。

平成 年 月 日までの暫定措置として出産育児一時金・家族出産育児一時金の直接支

払制度の導入。

～ 出産育児一時金・家族出産育児一時金の直接支払制度及び受取代理制度の導入。

支給額を、 児につき 円に引上げ。（産科医療補償制度に加入していない医療機
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関等の場合は、 円。）

２．年 金 等 給 付

⑴ 障害（廃疾）年金

昭 ～ 〔廃疾年金〕職務上外を問わず、療養の給付を受けることができる期間内に治ゆ又はそ

の期間を経過（高級船員は資格喪失後９月を経過）した者で、障害の状態となり、資格

喪失前６年間に３年以上被保険者期間のある者。年金額は養老年金に同じ。

～ 〔障害年金〕療養の給付を受けることができる期間２年となる。職務上の資格期間廃止。

職務外については、障害の状態となった日前６年間に３年以上の被保険者期間を要する。

年金額は職務上については障害の程度に応じて平均報酬月額の５月分～８月分、職務外

は平均報酬月額の４月分。加算については養老年金に同じ。

～ 職務上外を問わず年金額は最終報酬月額による。

～ 職務外の受給資格制限を障害の状態となった日前６月以上被保険者期間に緩和。

～ 職務上の１級～３級、職務外の１号～６号該当者については、配偶者及び 歳未満の子

１人について 円を加給。昭和 年 月１日前に受給権が発生した者に支給する職

務上の障害年金額を５倍に引上げ。

～ 昭和 年 月１日前の年金額を、職務上は更に２倍（当初の 倍）、職務外は 倍に引

上げ。

～ 療養の給付を受けることができる期間３年となる。

～ 職務外の年金額については、昭和 年４月以降の平均標準報酬月額により算定。加給金

を 円に引上げ。従前の年金の最低額を 円とする。子の加給金受給制限を

歳に繰下げ。

～ 最低年金額を 円に引上げ。

～ 職務外についての障害の程度を１級～３級に区分。職務外の年金額は老齢年金の額の算

式に準じ、（最低保障額 円）１級及び２級該当者については加給金附加。

任意継続被保険者である期間に発した傷病についても給付の対象とする。

従前の年金の最低額を 円とする。

～ 職務上の傷病で、従来障害手当金を支給すべき障害の程度１級相当のものを、７級の障

害年金の対象とする。職務上の年金額＝最終標準報酬月額× 月～８月（ 円＋

平均標準報酬月額× ）× ～ 。職務上の１級～５級該当者については加給金

附加。

従前の職務上年金額について、１級 円～７級 円をそれぞれ加算し、最低保

障額を１級 円～７級 円とする。

～ 職務上の傷病で、従来の１級障害手当金相当の障害のうち、神経系統の障害及び１上肢

又は１下肢に仮関節を残す重度の障害を７級障害年金の対象とする。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低年金額を 円とする。

加給金を配偶者 円、第１子 円、第２子以降 円とする。

従前の職務上年金額については、職務外 相当分を１級 円～７級 円とし

最低保障額を１級 円～７級 円とする。

～ 職務上年金受給者のうち、障害の程度が１級から４級までのものについて、年金額の算

出の最終標準報酬月額に乗ずべき月数。

１級 月→ 月 ２級 月→ 月

３級 月→ 月 ４級 月→ 月

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日の属する年度に応じて、

、 、 又は を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算することとす

る。

～ 職務外の最低保障額を 円とする。職務上年金に含まれる職務外相当分の定額部

分を 円とする。

２以上の年金のうち一が職務上である年金受給権を有する者の併給調整の緩和。

障害の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍～ 倍

に引上げ。

～ 障害の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍～ 倍

に引上げ。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低保障額を 円とする。

加給金を配偶者 円、第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

受給権者が障害年金を受ける程度の障害の状態に該当しなくなったときは３年間支給停

止。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金受給者について年金額の算出の最終標準報酬月額に乗ずべき月数の改正。

１級 月→ 月 ２級 月→ 月 ３級 月→ 月

４級 月→ 月 ５級 月→ 月 ６級 月→ 月

７級 月→ 月

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低保障額を 円とする。

加給金を配偶者 円、第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

～ 職務外年金の受給資格期間を船員保険加入期間と、他の公的年金制度加入期間とを合算

した期間が６月以上ある時とする。

～ 職務上の傷病が初診日から１年６月を経過しても治らず、障害の程度が１級～３級の場

合は、障害年金を支給する。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務外年金の障害認定日を初診日以後１年６月を経過した日とし、障害認定日において

は軽度の障害であった者が、初診日から５年以内にその障害の程度が増進し障害の状態

に該当するに至った時は、障害年金を支給する。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの
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関等の場合は、 円。）

２．年 金 等 給 付

⑴ 障害（廃疾）年金

昭 ～ 〔廃疾年金〕職務上外を問わず、療養の給付を受けることができる期間内に治ゆ又はそ

の期間を経過（高級船員は資格喪失後９月を経過）した者で、障害の状態となり、資格

喪失前６年間に３年以上被保険者期間のある者。年金額は養老年金に同じ。

～ 〔障害年金〕療養の給付を受けることができる期間２年となる。職務上の資格期間廃止。

職務外については、障害の状態となった日前６年間に３年以上の被保険者期間を要する。

年金額は職務上については障害の程度に応じて平均報酬月額の５月分～８月分、職務外

は平均報酬月額の４月分。加算については養老年金に同じ。

～ 職務上外を問わず年金額は最終報酬月額による。

～ 職務外の受給資格制限を障害の状態となった日前６月以上被保険者期間に緩和。

～ 職務上の１級～３級、職務外の１号～６号該当者については、配偶者及び 歳未満の子

１人について 円を加給。昭和 年 月１日前に受給権が発生した者に支給する職

務上の障害年金額を５倍に引上げ。

～ 昭和 年 月１日前の年金額を、職務上は更に２倍（当初の 倍）、職務外は 倍に引

上げ。

～ 療養の給付を受けることができる期間３年となる。

～ 職務外の年金額については、昭和 年４月以降の平均標準報酬月額により算定。加給金

を 円に引上げ。従前の年金の最低額を 円とする。子の加給金受給制限を

歳に繰下げ。

～ 最低年金額を 円に引上げ。

～ 職務外についての障害の程度を１級～３級に区分。職務外の年金額は老齢年金の額の算

式に準じ、（最低保障額 円）１級及び２級該当者については加給金附加。

任意継続被保険者である期間に発した傷病についても給付の対象とする。

従前の年金の最低額を 円とする。

～ 職務上の傷病で、従来障害手当金を支給すべき障害の程度１級相当のものを、７級の障

害年金の対象とする。職務上の年金額＝最終標準報酬月額× 月～８月（ 円＋

平均標準報酬月額× ）× ～ 。職務上の１級～５級該当者については加給金

附加。

従前の職務上年金額について、１級 円～７級 円をそれぞれ加算し、最低保

障額を１級 円～７級 円とする。

～ 職務上の傷病で、従来の１級障害手当金相当の障害のうち、神経系統の障害及び１上肢

又は１下肢に仮関節を残す重度の障害を７級障害年金の対象とする。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低年金額を 円とする。

加給金を配偶者 円、第１子 円、第２子以降 円とする。

従前の職務上年金額については、職務外 相当分を１級 円～７級 円とし

最低保障額を１級 円～７級 円とする。

～ 職務上年金受給者のうち、障害の程度が１級から４級までのものについて、年金額の算

出の最終標準報酬月額に乗ずべき月数。

１級 月→ 月 ２級 月→ 月

３級 月→ 月 ４級 月→ 月

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日の属する年度に応じて、

、 、 又は を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算することとす

る。

～ 職務外の最低保障額を 円とする。職務上年金に含まれる職務外相当分の定額部

分を 円とする。

２以上の年金のうち一が職務上である年金受給権を有する者の併給調整の緩和。

障害の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍～ 倍

に引上げ。

～ 障害の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍～ 倍

に引上げ。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低保障額を 円とする。

加給金を配偶者 円、第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

受給権者が障害年金を受ける程度の障害の状態に該当しなくなったときは３年間支給停

止。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金受給者について年金額の算出の最終標準報酬月額に乗ずべき月数の改正。

１級 月→ 月 ２級 月→ 月 ３級 月→ 月

４級 月→ 月 ５級 月→ 月 ６級 月→ 月

７級 月→ 月

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低保障額を 円とする。

加給金を配偶者 円、第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

～ 職務外年金の受給資格期間を船員保険加入期間と、他の公的年金制度加入期間とを合算

した期間が６月以上ある時とする。

～ 職務上の傷病が初診日から１年６月を経過しても治らず、障害の程度が１級～３級の場

合は、障害年金を支給する。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務外年金の障害認定日を初診日以後１年６月を経過した日とし、障害認定日において

は軽度の障害であった者が、初診日から５年以内にその障害の程度が増進し障害の状態

に該当するに至った時は、障害年金を支給する。

職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの
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の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低保障額を 円とする。加給金を配

偶者 円、第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。配偶者が老

齢（退職）年金又は障害年金の支給を受けることができるときは、当該配偶者について

計算する加給金の支給を停止する。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの年金額

については最終標準報酬月額に を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算し

た額とする。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

～ 職務外年金のうち事後重症による障害年金についての初診日から５年以内という請求期

限が撤廃され、 歳に達する日の前日までであれば障害年金の請求ができるように改正。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金は、厚生年金保険に統合。

～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害年金を支給する程度の障害でなくなった日から起算して、障害年金を受けられる程

度の障害の状態に該当しないで３年を経過したときは失権とせず支給停止とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。
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の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金の定額部分を 円とする。最低保障額を 円とする。加給金を配

偶者 円、第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。配偶者が老

齢（退職）年金又は障害年金の支給を受けることができるときは、当該配偶者について

計算する加給金の支給を停止する。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの年金額

については最終標準報酬月額に を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算し

た額とする。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

～ 職務外年金のうち事後重症による障害年金についての初診日から５年以内という請求期

限が撤廃され、 歳に達する日の前日までであれば障害年金の請求ができるように改正。

～ 職務上年金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金は、厚生年金保険に統合。

～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害年金を支給する程度の障害でなくなった日から起算して、障害年金を受けられる程

度の障害の状態に該当しないで３年を経過したときは失権とせず支給停止とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。
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～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の障害年金の給付水準と労災保

険の障害（補償）年金及び傷病（補償）年金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以

降の新たな船員保険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の障害（補償）年金を受けている場合で、その給付の基礎となる年金給付基

礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標準報酬日額（標準報酬月

額÷ ）を下回る場合に次の年金額を支給。

年金額＝標準報酬日額から最高限度額を控除した額×障害の程度に応じて定める日数

（障害の程度に応じて定める日数）

１級 日 ２級 日 ３級 日 ４級 日

５級 日 ６級 日 ７級 日

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害年金は、

経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国健康

保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

なお、昭和 年 月 日以前に受給権が発生した障害年金については、旧法に基づき日

本年金機構が支給する。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条第１項、職務上上乗せ給付については新々法第 条

第 項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条第１項、職務上上乗せ給付については新々法第 条

第 項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条第１項、職務上上乗せ給付については新々法第 条

第 項の規定を適用して計算した額とする。

⑵ 遺族年金（死亡手当金）

昭 ～ 〔死亡手当金〕職務上外を問わず、３年以上 年未満被保険者であった者が死亡、資格

喪失後３月以内に死亡又は療養の給付を受ける者が死亡したとき、遺族に支給。平均報

酬月額の３月分（最低額 円）。

～ 〔遺族年金〕 年以上被保険者であった者が職務外で死亡、職務上障害年金受給権者が

職務外で死亡又は職務外で療養の給付受給期間内に死亡したとき、配偶者、子（ 歳未

満）、父母、孫、祖父母に支給。年金額は、⑴養老年金受給権者及び 年以上被保険者

の職務外死亡は養老年金額の 、⑵職務外障害年金受給権者死亡は障害年金額の 、

⑶職務上障害年金受給権者の職務外死亡は平均報酬月額の 月分、⑷職務上療養の給

付受給期間内死亡は平均報酬月額の５月分。⑶及び⑷については、 年を超える１年ご

とに平均報酬日額の３日分を加算。子１人について平均報酬日額の 日分を加給。

～ 職務上障害年金受給権者死亡及び職務上療養の給付受給期間内死亡については、最終報

酬月額による。

～ 職務上障害年金受給権者死亡及び職務上療養の給付受給期間内死亡については、最終平

均報酬月額による。子の加給金受給制限を 歳に繰下げ。

～ 職務上障害年金受給権者死亡及び職務上療養の給付受給期間内死亡については、子１人

について 円を加給。昭和 年 月１日前に受給権が発生した者に支給する職務上

の遺族年金額を５倍に引上げ。

～ 等分支給規定設定。

～ 昭和 年 月１日前の年金額を、職務上は更に２倍（従前の 倍）に引上げ。

～ 老齢年金受給権者死亡によるものの昭和 年３月以前の標準報酬月額 円未満は

円に引上げ。加給金受給制限を 歳に繰下げ。加給金を 円に引上げ。従前の

年金の最低額を 円（職務上障害年金受給権者死亡によるものは 円）とする。

厚生年金保険との被保険者期間通算。

～ 最低年金額を 円（職務上障害年金受給権者死亡によるものは 円）に引上げ。

～ 寡婦、鰥夫、遺児年金を統合。従前の寡婦、鰥夫、遺児年金の受給要件を満して死亡し

た者の遺族にも支給。年金額＝（ 円＋平均標準報酬月額× × ）× 。

ただし、昭和 年４月以降の標準報酬月額により算定。 歳未満の子１人について

円を加給。

～ 職務外の年金額は、老齢年金の算出方法に準じて算出した額の （最低保障額

円）。

任意継続被保険者である期間中の死亡についても給付の対象とする。

～ 妻の受給資格要件中、年齢に関する要件を廃止。

～ 年金額を、⑴職務上障害年金受給者の職務外死亡の年金額＝最終標準報酬月額× 月

＋ 円＋平均標準報酬月額× 。⑵職務上死亡の年金額＝最終標準報酬月額×５

月（ 月）＋ 円＋平均標準報酬月額× 。

従来の年金額について 円（ 円）を加算し、最低保障額を 円（

円）とする。

― 168 ― ― 169 ―

そ
の
他

全国健康保険協会_0545180 船員保険事業年報（平成24年度）.indb   168 2014/11/19   15:11:33



～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の障害年金の給付水準と労災保

険の障害（補償）年金及び傷病（補償）年金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以

降の新たな船員保険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の障害（補償）年金を受けている場合で、その給付の基礎となる年金給付基

礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標準報酬日額（標準報酬月

額÷ ）を下回る場合に次の年金額を支給。

年金額＝標準報酬日額から最高限度額を控除した額×障害の程度に応じて定める日数

（障害の程度に応じて定める日数）

１級 日 ２級 日 ３級 日 ４級 日

５級 日 ６級 日 ７級 日

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害年金は、

経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国健康

保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

なお、昭和 年 月 日以前に受給権が発生した障害年金については、旧法に基づき日

本年金機構が支給する。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条第１項、職務上上乗せ給付については新々法第 条

第 項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条第１項、職務上上乗せ給付については新々法第 条

第 項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条第１項、職務上上乗せ給付については新々法第 条

第 項の規定を適用して計算した額とする。

⑵ 遺族年金（死亡手当金）

昭 ～ 〔死亡手当金〕職務上外を問わず、３年以上 年未満被保険者であった者が死亡、資格

喪失後３月以内に死亡又は療養の給付を受ける者が死亡したとき、遺族に支給。平均報

酬月額の３月分（最低額 円）。

～ 〔遺族年金〕 年以上被保険者であった者が職務外で死亡、職務上障害年金受給権者が

職務外で死亡又は職務外で療養の給付受給期間内に死亡したとき、配偶者、子（ 歳未

満）、父母、孫、祖父母に支給。年金額は、⑴養老年金受給権者及び 年以上被保険者

の職務外死亡は養老年金額の 、⑵職務外障害年金受給権者死亡は障害年金額の 、

⑶職務上障害年金受給権者の職務外死亡は平均報酬月額の 月分、⑷職務上療養の給

付受給期間内死亡は平均報酬月額の５月分。⑶及び⑷については、 年を超える１年ご

とに平均報酬日額の３日分を加算。子１人について平均報酬日額の 日分を加給。

～ 職務上障害年金受給権者死亡及び職務上療養の給付受給期間内死亡については、最終報

酬月額による。

～ 職務上障害年金受給権者死亡及び職務上療養の給付受給期間内死亡については、最終平

均報酬月額による。子の加給金受給制限を 歳に繰下げ。

～ 職務上障害年金受給権者死亡及び職務上療養の給付受給期間内死亡については、子１人

について 円を加給。昭和 年 月１日前に受給権が発生した者に支給する職務上

の遺族年金額を５倍に引上げ。

～ 等分支給規定設定。

～ 昭和 年 月１日前の年金額を、職務上は更に２倍（従前の 倍）に引上げ。

～ 老齢年金受給権者死亡によるものの昭和 年３月以前の標準報酬月額 円未満は

円に引上げ。加給金受給制限を 歳に繰下げ。加給金を 円に引上げ。従前の

年金の最低額を 円（職務上障害年金受給権者死亡によるものは 円）とする。

厚生年金保険との被保険者期間通算。

～ 最低年金額を 円（職務上障害年金受給権者死亡によるものは 円）に引上げ。

～ 寡婦、鰥夫、遺児年金を統合。従前の寡婦、鰥夫、遺児年金の受給要件を満して死亡し

た者の遺族にも支給。年金額＝（ 円＋平均標準報酬月額× × ）× 。

ただし、昭和 年４月以降の標準報酬月額により算定。 歳未満の子１人について

円を加給。

～ 職務外の年金額は、老齢年金の算出方法に準じて算出した額の （最低保障額

円）。

任意継続被保険者である期間中の死亡についても給付の対象とする。

～ 妻の受給資格要件中、年齢に関する要件を廃止。

～ 年金額を、⑴職務上障害年金受給者の職務外死亡の年金額＝最終標準報酬月額× 月

＋ 円＋平均標準報酬月額× 。⑵職務上死亡の年金額＝最終標準報酬月額×５

月（ 月）＋ 円＋平均標準報酬月額× 。

従来の年金額について 円（ 円）を加算し、最低保障額を 円（

円）とする。
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～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子 円、第２子以降 円とする。

年以上被保険者であった者が職務外で死亡したとき、旧令の共済組合員期間を有する

場合その期間のうち昭和 年６月～ 年８月の期間を被保険者であった期間とみなす。

従前の職務上年金額については、職務外相当分を 円（ 円）とし、最低保障

額を 円とする。

～ 旧法第 条第２号の規定による遺族年金受給者の年金額の算式の最終標準報酬月額に乗

ずべき月数を 月から 月に、同条第３号の規定による遺族年金受給者の年金額の

算式の最終標準報酬月額に乗ずべき月数を５月から 月に改正。

～ 昭和 年３月 日以前に死亡原因の生じた職務上年金の年金額については、最終標準報

酬月額に、 を乗じて、旧法第 条ノ２第１項第３号を適用して計算することとする。

～ 職務上遺族年金を受ける遺族の範囲に兄弟姉妹を加える。

遺族の範囲から除外する者として 歳以上 歳未満の兄弟姉妹を加える。

～ 職務外の最低保障額を 円とする。職務上年金に含まれる職務外相当分の定額部

分を、職務上死亡については 円、職務上障害年金受給者の職務外死亡については、

円とする。職務上年金の遺族の範囲に兄弟姉妹を含める。

失踪宣告による死亡の場合の支給要件の緩和。

２以上の年金受給権を有する者の併給調整の緩和。

死亡の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍に引上

げ。

～ 死亡の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍～ 倍

に引上げ。

～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該死亡の原因となった傷病の発した日に応

じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額

とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金額のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の改定

措置に準じて引き上げる。

職務上年金額のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したも

のの年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金の額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数を加給金の対象となる子がい

る場合に現行 月からその対象となる子の人数に応じ 月（１人）～ 月（４人以

上）に改正。

職務上年金の額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数について療養の給付を受けて

３年経過後死亡の場合は 月の規定を削除。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金額のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の

改定措置に準じて引き上げる。

職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

寡婦加算制度を導入し、子２人以上の場合は月額 円、子１人の場合は月額 円、

歳以上の場合は月額 円が加算される。

～ 船員保険の被保険者期間と他の公的年金制度の加入期間とを合算した期間が６カ月以上

であれば遺族年金の受給資格期間を満たしたものとする。

職務外年金と共済組合の遺族年金との併給調整。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 資格喪失後、在職中の職務外の傷病により、初診後５年以内に死亡した場合に遺族年金

を支給する。

職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

寡婦加算額を子２人以上の場合は月額 円、子１人の場合は月額 円、 歳以上

の場合は月額 円に引き上げる。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金額のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の改定

措置に準じて引き上げる。

寡婦加算額を子２人以上の場合は月額 円、子１人の場合は月額 円、 歳以上

の場合は月額 円に引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

昭和 年５月１日前において職務外障害年金受給者であった者のうち現行の１級又は２

級の障害の状態に該当する者が死亡した場合に、遺族年金を支給する。

～ 寡婦加算額を子２人以上の場合は 円、１人の場合は 円、 歳以上の場合

は 円とする。

遺族年金の受給者である妻が他の制度から老齢（退職）年金又は障害年金を受けられる

間は、寡婦加算額を支給停止する。
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～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子 円、第２子以降 円とする。

年以上被保険者であった者が職務外で死亡したとき、旧令の共済組合員期間を有する

場合その期間のうち昭和 年６月～ 年８月の期間を被保険者であった期間とみなす。

従前の職務上年金額については、職務外相当分を 円（ 円）とし、最低保障

額を 円とする。

～ 旧法第 条第２号の規定による遺族年金受給者の年金額の算式の最終標準報酬月額に乗

ずべき月数を 月から 月に、同条第３号の規定による遺族年金受給者の年金額の

算式の最終標準報酬月額に乗ずべき月数を５月から 月に改正。

～ 昭和 年３月 日以前に死亡原因の生じた職務上年金の年金額については、最終標準報

酬月額に、 を乗じて、旧法第 条ノ２第１項第３号を適用して計算することとする。

～ 職務上遺族年金を受ける遺族の範囲に兄弟姉妹を加える。

遺族の範囲から除外する者として 歳以上 歳未満の兄弟姉妹を加える。

～ 職務外の最低保障額を 円とする。職務上年金に含まれる職務外相当分の定額部

分を、職務上死亡については 円、職務上障害年金受給者の職務外死亡については、

円とする。職務上年金の遺族の範囲に兄弟姉妹を含める。

失踪宣告による死亡の場合の支給要件の緩和。

２以上の年金受給権を有する者の併給調整の緩和。

死亡の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍に引上

げ。

～ 死亡の原因となった傷病の発生が昭和 年３月 日以前の職務上年金額を 倍～ 倍

に引上げ。

～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該死亡の原因となった傷病の発した日に応

じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額

とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金額のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の改定

措置に準じて引き上げる。

職務上年金額のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したも

のの年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金の額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数を加給金の対象となる子がい

る場合に現行 月からその対象となる子の人数に応じ 月（１人）～ 月（４人以

上）に改正。

職務上年金の額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数について療養の給付を受けて

３年経過後死亡の場合は 月の規定を削除。

～ 職務外年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和 年度

以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金額のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の

改定措置に準じて引き上げる。

職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率

を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

寡婦加算制度を導入し、子２人以上の場合は月額 円、子１人の場合は月額 円、

歳以上の場合は月額 円が加算される。

～ 船員保険の被保険者期間と他の公的年金制度の加入期間とを合算した期間が６カ月以上

であれば遺族年金の受給資格期間を満たしたものとする。

職務外年金と共済組合の遺族年金との併給調整。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 資格喪失後、在職中の職務外の傷病により、初診後５年以内に死亡した場合に遺族年金

を支給する。

職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

寡婦加算額を子２人以上の場合は月額 円、子１人の場合は月額 円、 歳以上

の場合は月額 円に引き上げる。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の額の引上げは行わない）。

職務上年金額のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の改定

措置に準じて引き上げる。

寡婦加算額を子２人以上の場合は月額 円、子１人の場合は月額 円、 歳以上

の場合は月額 円に引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 定額部分を職務上障害年金受給者の職務外死亡については 円、職務上死亡につい

ては 円とする。

最低保障額を 円とする。

加給金を第１子及び第２子 円、第３子以降 円とする。

昭和 年５月１日前において職務外障害年金受給者であった者のうち現行の１級又は２

級の障害の状態に該当する者が死亡した場合に、遺族年金を支給する。

～ 寡婦加算額を子２人以上の場合は 円、１人の場合は 円、 歳以上の場合

は 円とする。

遺族年金の受給者である妻が他の制度から老齢（退職）年金又は障害年金を受けられる

間は、寡婦加算額を支給停止する。
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職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金又は職務上障害年金受給者の職務外死亡による遺族年金のうち、受給権者が

歳以上又は障害の状態にある妻であって加給の対象となる子がない場合においては最

終標準報酬月額に職務上年金にあっては 月を、職務上障害年金受給者の職務外死亡

による遺族年金にあっては 月を乗じて得た額を加給する。

職務上年金の額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数を加給金の対象となる子がい

る場合に現行 月からその対象となる子の人数に応じ 月（１人）～ 月（４人以

上）に改正。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの年金額

については、最終標準報酬月額に を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適

用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金は厚生年金保険に統合。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 遺族に含まれる子及び孫の年齢を 歳到達年度末までとする。

年金額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数を加給金の対象となる子がいる場合に

現行 月（１人）～ 月（４人以上）を 月～ 月（３人以上）とすることと

する。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について
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職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上年金又は職務上障害年金受給者の職務外死亡による遺族年金のうち、受給権者が

歳以上又は障害の状態にある妻であって加給の対象となる子がない場合においては最

終標準報酬月額に職務上年金にあっては 月を、職務上障害年金受給者の職務外死亡

による遺族年金にあっては 月を乗じて得た額を加給する。

職務上年金の額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数を加給金の対象となる子がい

る場合に現行 月からその対象となる子の人数に応じ 月（１人）～ 月（４人以

上）に改正。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

職務上年金のうち災害補償に対応する部分以外の部分については、職務外年金の額の改

定措置に準じて引き上げる。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの年金額

については、最終標準報酬月額に を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適

用して計算した額とする。

～ 職務外年金の年金額（加給金を除く）を ％引き上げる（被保険者期間の全部が昭和

年度以降の期間であるものについては、報酬比例部分の引上げは行わない）。

～ 職務上年金のうち当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の年金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ２第１項第３号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外年金は厚生年金保険に統合。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 遺族に含まれる子及び孫の年齢を 歳到達年度末までとする。

年金額の算式中最終標準報酬月額に乗ずべき月数を加給金の対象となる子がいる場合に

現行 月（１人）～ 月（４人以上）を 月～ 月（３人以上）とすることと

する。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について
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は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の遺族年金の給付水準と労災保

険の遺族（補償）年金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保険

（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の遺族（補償）年金を受けている場合で、その給付の基礎となる年金給付基

礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標準報酬日額（標準報酬月

額÷ ）を下回る場合に次の年金額を支給。

年金額＝標準報酬日額から最高限度額を控除した額×遺族の人数に応じて定める日数

（遺族の人数に応じて定める日数）

１人 日（ 日※） ２人 日 ３人 日 ４人 日

※ 歳以上の妻又は厚生労働省令で定める障害の状態にある妻は 日

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の遺族年金は、

経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国健康

保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

なお、昭和 年 月 日以前に受給権が発生した遺族年金については、旧法に基づき日

本年金機構が支給する。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条ノ２、職務上上乗せ給付については新々法第 条第

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条ノ２、職務上上乗せ給付については新々法第 条第

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条ノ２、職務上上乗せ給付については新々法第 条第

項の規定を適用して計算した額とする。

⑶ 障害（廃疾）手当金

昭 ～ 〔廃疾手当金〕職務上外を問わず、療養の給付を受けることができる期間内に治ゆ又は

その期間を経過（高級船員は資格喪失後９月を経過）した者で、資格喪失前６年間に３

年以上被保険者期間のある者。平均標準報酬月額の７月分。

～ 〔障害手当金〕職務外については、障害の状態となった日前６年間に３年以上の被保険

者期間を要する。支給額は、職務上は平均報酬月額の２月分～ 月分。職務外は平均

報酬月額の 月分。

～ 支給額は最終報酬月額による。

～ 職務外の受給資格制限を障害の状態となった日前６月以上被保険者期間に緩和。

～ 職務外については、昭和 年４月以降の平均標準報酬月額による。

～ 職務外については、療養の給付を受けることができる期間内に治ゆした者に支給。障害

手当金の額は、老齢年金の額の算出方法に準じて算出した額の 。

任意継続被保険者である期間に発した傷病についても給付の対象とする。

～ 職務上について障害の程度を１級～７級に区分。障害手当金の額は、最終標準報酬月額

の２月分～ 月分。

～ 職務上の傷病で、従来の５級障害手当金相当の障害のうち、比較的重度の神経系統の障

害を２級障害手当金の対象とするとともに、新たにこれと同程度の精神の障害を２級障

害手当金の対象とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外の受給資格要件を船員保険加入期間と他の公的年金制度加入期間を合算した期間

が６月以上ある時とする。

～ 職務外の障害認定は、初診日以後５年以内に延長。

職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの

額については、最終標準報酬月額に を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用し

て計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて

～ の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外障害手当金は厚生年金に統合。
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は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法

第 条ノ２の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の遺族年金の給付水準と労災保

険の遺族（補償）年金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保険

（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の遺族（補償）年金を受けている場合で、その給付の基礎となる年金給付基

礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標準報酬日額（標準報酬月

額÷ ）を下回る場合に次の年金額を支給。

年金額＝標準報酬日額から最高限度額を控除した額×遺族の人数に応じて定める日数

（遺族の人数に応じて定める日数）

１人 日（ 日※） ２人 日 ３人 日 ４人 日

※ 歳以上の妻又は厚生労働省令で定める障害の状態にある妻は 日

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の遺族年金は、

経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国健康

保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

なお、昭和 年 月 日以前に受給権が発生した遺族年金については、旧法に基づき日

本年金機構が支給する。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条ノ２、職務上上乗せ給付については新々法第 条第

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条ノ２、職務上上乗せ給付については新々法第 条第

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 当該死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの年金額について

は、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過

的職務上給付については新法第 条ノ２、職務上上乗せ給付については新々法第 条第

項の規定を適用して計算した額とする。

⑶ 障害（廃疾）手当金

昭 ～ 〔廃疾手当金〕職務上外を問わず、療養の給付を受けることができる期間内に治ゆ又は

その期間を経過（高級船員は資格喪失後９月を経過）した者で、資格喪失前６年間に３

年以上被保険者期間のある者。平均標準報酬月額の７月分。

～ 〔障害手当金〕職務外については、障害の状態となった日前６年間に３年以上の被保険

者期間を要する。支給額は、職務上は平均報酬月額の２月分～ 月分。職務外は平均

報酬月額の 月分。

～ 支給額は最終報酬月額による。

～ 職務外の受給資格制限を障害の状態となった日前６月以上被保険者期間に緩和。

～ 職務外については、昭和 年４月以降の平均標準報酬月額による。

～ 職務外については、療養の給付を受けることができる期間内に治ゆした者に支給。障害

手当金の額は、老齢年金の額の算出方法に準じて算出した額の 。

任意継続被保険者である期間に発した傷病についても給付の対象とする。

～ 職務上について障害の程度を１級～７級に区分。障害手当金の額は、最終標準報酬月額

の２月分～ 月分。

～ 職務上の傷病で、従来の５級障害手当金相当の障害のうち、比較的重度の神経系統の障

害を２級障害手当金の対象とするとともに、新たにこれと同程度の精神の障害を２級障

害手当金の対象とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の

率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外の受給資格要件を船員保険加入期間と他の公的年金制度加入期間を合算した期間

が６月以上ある時とする。

～ 職務外の障害認定は、初診日以後５年以内に延長。

職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの

額については、最終標準報酬月額に を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用し

て計算した額とする。

～ 職務上障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発し

たものの手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて

～ の率を乗じて旧法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務外障害手当金は厚生年金に統合。
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～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて新法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて新法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて新法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の障害手当金の給付水準と労災

保険の障害（補償）一時金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保

険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の障害（補償）一時金が支給される場合に次の額を支給。

支給額＝最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月

５級 月 ６級 月 ７級 月

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害手当金

は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国

健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、経過的職務上給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付につい

ては新々法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、経過的職務上給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付につい

ては新々法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、経過的職務上給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付につい
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～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて新法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて新法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて新法第 条ノ３第１号の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、新法第 条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の障害手当金の給付水準と労災

保険の障害（補償）一時金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保

険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の障害（補償）一時金が支給される場合に次の額を支給。

支給額＝最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月

５級 月 ６級 月 ７級 月

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害手当金

は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国

健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、経過的職務上給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付につい

ては新々法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、経過的職務上給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付につい

ては新々法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 障害手当金のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したもの

の手当金額については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～

の率を乗じて、経過的職務上給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付につい
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ては新々法第 条の規定を適用して計算した額とする。

⑷ 障害差額一時金

昭 ～ 職務上の障害年金の受給者が、６年分に相当する額の障害年金を受けることなく障害手

当金を受ける程度の障害の状態になったときその差額を一時金として支給（その障害の

程度に応ずる職務上の障害手当金の額に相当する額を限度とする）。

～ 職務上の障害年金受給者の障害の程度が軽くなって失権した際、なお障害手当金を受け

る程度の障害の状態にある場合、船員法に定める災害補償に相当する額と支給済みの障

害年金との差額を一時金として支給。ただし、障害手当金の額に相当する額を限度とす

る。

～ 職務上の障害年金受給者の障害の程度が障害年金を受ける程度でなくなり、その状態の

まま３年を経過した際、なお障害手当金を受ける程度の障害の状態にある場合、船員法

に定める災害補償に相当する額と支給済みの障害年金との差額を一時金として支給。た

だし、障害手当金の額に相当する額を限度とする。

～ 最終標準報酬月額に、障害年金の支給の基礎となった障害の程度に応じて、 月～ 月

の月数を乗じて得た額と支給済みの障害年金との差額を支給することとする。ただし、

障害手当金の額に相当する額を限度とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第１

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第１

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの額については、

差額に を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。
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ては新々法第 条の規定を適用して計算した額とする。

⑷ 障害差額一時金

昭 ～ 職務上の障害年金の受給者が、６年分に相当する額の障害年金を受けることなく障害手

当金を受ける程度の障害の状態になったときその差額を一時金として支給（その障害の

程度に応ずる職務上の障害手当金の額に相当する額を限度とする）。

～ 職務上の障害年金受給者の障害の程度が軽くなって失権した際、なお障害手当金を受け

る程度の障害の状態にある場合、船員法に定める災害補償に相当する額と支給済みの障

害年金との差額を一時金として支給。ただし、障害手当金の額に相当する額を限度とす

る。

～ 職務上の障害年金受給者の障害の程度が障害年金を受ける程度でなくなり、その状態の

まま３年を経過した際、なお障害手当金を受ける程度の障害の状態にある場合、船員法

に定める災害補償に相当する額と支給済みの障害年金との差額を一時金として支給。た

だし、障害手当金の額に相当する額を限度とする。

～ 最終標準報酬月額に、障害年金の支給の基礎となった障害の程度に応じて、 月～ 月

の月数を乗じて得た額と支給済みの障害年金との差額を支給することとする。ただし、

障害手当金の額に相当する額を限度とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第１

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第１

項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、差額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの額については、

差額に を乗じて旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

旧法第 条第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。
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～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。労災保険の障害（補償）年金の受給者が障害の程度が軽

減して障害（補償）一時金を受ける場合に、既に支給を受けた労災保険の障害（補償）

年金、障害（補償）一時金と船員保険の障害年金（職務上上乗せ給付分）の総額が、船

員法により支給されることになっている船員の災害補償の水準（最終標準報酬月額に障

害の程度に応じて ～ 月の月数を乗じて得た額）に満たないときは、その差額を平成

年 月以降の新たな船員保険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

支給額＝最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 － 既に支給を受けた

障害（補償）年金等の総額

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月 ５級 月

６級 月 ７級 月

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害差額一

時金は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、経過的職務上給付については新法第 条、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、経過的職務上給付については新法第 条、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、経過的職務上給付については新法第 条、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

⑸ 遺族一時金

昭 ～ 職務上の傷病で療養の給付受給期間内に死亡し、遺族年金の支給を受ける者がいないと

きは、平均報酬月額の 月分を遺族に支給。被保険者期間 年を超える１年について平

均報酬日額の 日分を加算。

～ 支給額は最終報酬月額による。

～ 支給額は最終平均報酬月額による。

～ 等分支給規定設定。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの額については、最終標準報酬

月額に を乗じて旧法第 条ノ３第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの額については、最終
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～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額に

ついては、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、

新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、新法第 条の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。労災保険の障害（補償）年金の受給者が障害の程度が軽

減して障害（補償）一時金を受ける場合に、既に支給を受けた労災保険の障害（補償）

年金、障害（補償）一時金と船員保険の障害年金（職務上上乗せ給付分）の総額が、船

員法により支給されることになっている船員の災害補償の水準（最終標準報酬月額に障

害の程度に応じて ～ 月の月数を乗じて得た額）に満たないときは、その差額を平成

年 月以降の新たな船員保険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

支給額＝最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 － 既に支給を受けた

障害（補償）年金等の総額

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月 ５級 月

６級 月 ７級 月

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害差額一

時金は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき

全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、経過的職務上給付については新法第 条、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、経過的職務上給付については新法第 条、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 差額のうち当該障害の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額

については、最終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じ

て、経過的職務上給付については新法第 条、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

⑸ 遺族一時金

昭 ～ 職務上の傷病で療養の給付受給期間内に死亡し、遺族年金の支給を受ける者がいないと

きは、平均報酬月額の 月分を遺族に支給。被保険者期間 年を超える１年について平

均報酬日額の 日分を加算。

～ 支給額は最終報酬月額による。

～ 支給額は最終平均報酬月額による。

～ 等分支給規定設定。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３第

１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年度中に発したものの額については、最終標準報酬

月額に を乗じて旧法第 条ノ３第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて旧法第 条ノ３

第１項の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

平 元 ～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、昭和 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて新法第 条ノ３

の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成２年３月 日以前に発したものの額については、最終
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標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の遺族一時金の給付水準と労災

保険の遺族（補償）一時金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保

険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の遺族（補償）一時金が支給される場合に次の額を支給。

支給額＝最終標準報酬月額 × 月

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害手当金

は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国

健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過的職務

上上乗せ給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過的職務

上上乗せ給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過的職務

上上乗せ給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

⑹ 年金差額一時金

昭 ～ 養老年金、廃疾年金（ 年以上被保険者期間）受給権者が死亡したときは、支給を受け

た年金額が５年分に満たないときはその差額、廃疾年金（ 歳未満被保険者期間）受給

権者が死亡したときは、脱退手当金と平均報酬月額の７月分との合算額と支給を受けた

年金額との差額を遺族に支給。

～ 養老年金、障害年金（職務上及び職務外で 年以上被保険者）、職務外遺族年金受給権

者の死亡については６年分との差額、職務上遺族年金受給権者の死亡については平均報

酬月額の 月分との差額、障害年金（職務外で 年未満被保険者）受給権者死亡につい

ては、脱退手当金と平均報酬月額の 月分との合算額と支給を受けた年金額との差額を

遺族に支給。

～ 支給額は最終報酬月額による。

～ 支給額は最終平均報酬月額による。

～ 寡婦、鰥夫、遺児年金受給権者の死亡については脱退手当金との差額を支給。

～ 等分支給規定設定。
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標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成３年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成４年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成５年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成６年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成７年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成８年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成９年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最終

標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第 条ノ

３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、新法第

条ノ３の規定を適用して計算した額とする。

～ 職務上給付を労災保険に統合。従前の船員保険（新法）の遺族一時金の給付水準と労災

保険の遺族（補償）一時金の給付水準の差額相当を、平成 年 月以降の新たな船員保

険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【支給額】

労災保険の遺族（補償）一時金が支給される場合に次の額を支給。

支給額＝最終標準報酬月額 × 月

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害手当金

は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険（新法）に基づき全国

健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過的職務

上上乗せ給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過的職務

上上乗せ給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

～ 死亡の原因となった傷病が、平成 年３月 日以前に発したものの額については、最

終標準報酬月額に当該傷病の発した日に応じて ～ の率を乗じて、経過的職務

上上乗せ給付については新法第 条ノ３、職務上上乗せ給付については新々法第

条の規定を適用して計算した額とする。

⑹ 年金差額一時金

昭 ～ 養老年金、廃疾年金（ 年以上被保険者期間）受給権者が死亡したときは、支給を受け

た年金額が５年分に満たないときはその差額、廃疾年金（ 歳未満被保険者期間）受給

権者が死亡したときは、脱退手当金と平均報酬月額の７月分との合算額と支給を受けた

年金額との差額を遺族に支給。

～ 養老年金、障害年金（職務上及び職務外で 年以上被保険者）、職務外遺族年金受給権

者の死亡については６年分との差額、職務上遺族年金受給権者の死亡については平均報

酬月額の 月分との差額、障害年金（職務外で 年未満被保険者）受給権者死亡につい

ては、脱退手当金と平均報酬月額の 月分との合算額と支給を受けた年金額との差額を

遺族に支給。

～ 支給額は最終報酬月額による。

～ 支給額は最終平均報酬月額による。

～ 寡婦、鰥夫、遺児年金受給権者の死亡については脱退手当金との差額を支給。

～ 等分支給規定設定。
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～ 職務外の年金差額一時金を廃止。

～ 職務上の障害年金受給者が死亡については船員法に定める災害補償に相当する額と支給

済みの障害年金との差額を遺族に支給。

～ 職務上の障害年金受給者が死亡については最終標準報酬月額に、障害年金の支給の基礎

となった障害の程度に応じて、 月～ 月の月数を乗じて得た額と支給済みの障害年金

との差額を支給。

平 ～ 職務上給付を労災保険に統合。

障害年金差額一時金については、労災保険の障害（補償）年金の受給者が死亡した場合

に、既に支給を受けた労災保険の障害（補償）年金、障害（補償）年金差額一時金と

船員保険の障害年金（職務上上乗せ給付分）の総額が、船員法により支給されること

となっている船員の災害補償の水準（最終標準報酬月額に障害の程度に応じて 月～

月の月数を乗じて得た額）に満たないときは、その差額を平成 年 月以降の新たな

船員保険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【障害年金差額一時金の支給額】

支給額＝最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 － 既に支給を受けた

障害（補償）年金等の総額

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月 ５級 月

６級 月 ７級 月

遺族年金差額一時金については、遺族（補償）年金を受給している者が失権し、後順位

者がいない場合に、既に支給を受けた労災保険の遺族（補償）年金、遺族（補償）一

時金と船員保険の遺族年金（職務上上乗せ給付分）の総額が、船員法により支給され

ることとなっている船員の災害補償の水準（最終標準報酬月額の 月分）に満たない

ときは、その差額を平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）より支給する 職務

上上乗せ給付 。

【遺族年金差額一時金の支給額】

支給額＝最終標準報酬月額 × 月 － 既に支給を受けた遺族（補償）年金等の総額

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害年金及

び遺族年金に係る年金差額一時金は、経過措置により平成 年 月以降においても従前

の船員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑺ 前払一時金

昭 ～ 職務上の障害年金（傷病が治癒していない場合に支給する障害年金を除く。）又は職務

上の遺族年金の受給権者が請求したときは、その者に支給すべき船員法に規定する災害

補償に相当する保険給付の額の範囲内で障害前払一時金又は遺族前払一時金として支給。

平 ～ 職務上給付を労災保険に統合。

平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）における障害前払一時金については、障

害年金の受給権者（労災保険の障害（補償）年金前払一時金の支給を受ける場合に限

る。）が請求したときは、最終標準報酬日額に障害の程度に応じて定める日数を乗じて

得た額を限度として支給する。 職務上上乗せ給付 。

【障害前払一時金の限度額】

限度額＝最終標準報酬日額 × 障害の程度に応じて定める日数

（障害の程度に応じて定める日数）

１級 日 ２級 日 ３級 日 ４級 日

５級 日 ６級 日 ７級 日

平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）における遺族前払一時金については、遺

族年金の受給権者（労災保険の遺族（補償）年金前払一時金の支給を受ける場合に限

る。）が請求したときは、最終標準報酬日額の 日分を限度として支給する。 職務

上上乗せ給付 。

【遺族前払一時金の限度額】

限度額＝最終標準報酬日額 × 日

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害年金及

び遺族年金に係る前払一時金は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船

員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑻ 行方不明手当金

昭 ～ 被保険者が１月以上職務上の事由で行方不明となったとき、３月を限度として、１日に

ついて標準報酬日額相当額を被扶養者に支給。

なお、行方不明となった被保険者の死亡について、遺族年金を受けることができるよう

になったときは、行方不明手当金を受けることができる期間に係る遺族年金は支給され

ない。また、同一の事由により遺族厚生年金または遺族基礎年金が支給される場合は、

行方不明手当金の一部が支給停止される。（遺族年金等との調整）

平 ～ 労災保険には同趣旨の給付がないことから、平成 年 月以降においても新たな船員保

険（新々法）より支給する 独自給付 。なお、新たな船員保険の行方不明手当金につい

ては、遺族年金等との調整は行われない。

⑼ 介 護 料

平 ～ 船員保険障害年金（１級又は特定の障害の２級）の受給権者が、常時又は随時介護を受

けているときに介護料を支給。

① 常時介護 円～ 円

② 随時介護 常時介護の

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 労災保険に統合。平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障

害年金に係る介護料は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険

（新法）に基づき全国健康保険協会が支給。

～ 経過的職務上給付の介護料 常時介護： 円 ～ 円

～ 経過的職務上給付の介護料 常時介護： 円 ～ 円

～ 経過的職務上給付の介護料 常時介護： 円 ～ 円

⑽ そ の 他

昭 ～ 船員保険法中「廃疾」を「障害」に改める。
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～ 職務外の年金差額一時金を廃止。

～ 職務上の障害年金受給者が死亡については船員法に定める災害補償に相当する額と支給

済みの障害年金との差額を遺族に支給。

～ 職務上の障害年金受給者が死亡については最終標準報酬月額に、障害年金の支給の基礎

となった障害の程度に応じて、 月～ 月の月数を乗じて得た額と支給済みの障害年金

との差額を支給。

平 ～ 職務上給付を労災保険に統合。

障害年金差額一時金については、労災保険の障害（補償）年金の受給者が死亡した場合

に、既に支給を受けた労災保険の障害（補償）年金、障害（補償）年金差額一時金と

船員保険の障害年金（職務上上乗せ給付分）の総額が、船員法により支給されること

となっている船員の災害補償の水準（最終標準報酬月額に障害の程度に応じて 月～

月の月数を乗じて得た額）に満たないときは、その差額を平成 年 月以降の新たな

船員保険（新々法）より支給する 職務上上乗せ給付 。

【障害年金差額一時金の支給額】

支給額＝最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 － 既に支給を受けた

障害（補償）年金等の総額

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月 ５級 月

６級 月 ７級 月

遺族年金差額一時金については、遺族（補償）年金を受給している者が失権し、後順位

者がいない場合に、既に支給を受けた労災保険の遺族（補償）年金、遺族（補償）一

時金と船員保険の遺族年金（職務上上乗せ給付分）の総額が、船員法により支給され

ることとなっている船員の災害補償の水準（最終標準報酬月額の 月分）に満たない

ときは、その差額を平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）より支給する 職務

上上乗せ給付 。

【遺族年金差額一時金の支給額】

支給額＝最終標準報酬月額 × 月 － 既に支給を受けた遺族（補償）年金等の総額

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害年金及

び遺族年金に係る年金差額一時金は、経過措置により平成 年 月以降においても従前

の船員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑺ 前払一時金

昭 ～ 職務上の障害年金（傷病が治癒していない場合に支給する障害年金を除く。）又は職務

上の遺族年金の受給権者が請求したときは、その者に支給すべき船員法に規定する災害

補償に相当する保険給付の額の範囲内で障害前払一時金又は遺族前払一時金として支給。

平 ～ 職務上給付を労災保険に統合。

平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）における障害前払一時金については、障

害年金の受給権者（労災保険の障害（補償）年金前払一時金の支給を受ける場合に限

る。）が請求したときは、最終標準報酬日額に障害の程度に応じて定める日数を乗じて

得た額を限度として支給する。 職務上上乗せ給付 。

【障害前払一時金の限度額】

限度額＝最終標準報酬日額 × 障害の程度に応じて定める日数

（障害の程度に応じて定める日数）

１級 日 ２級 日 ３級 日 ４級 日

５級 日 ６級 日 ７級 日

平成 年 月以降の新たな船員保険（新々法）における遺族前払一時金については、遺

族年金の受給権者（労災保険の遺族（補償）年金前払一時金の支給を受ける場合に限

る。）が請求したときは、最終標準報酬日額の 日分を限度として支給する。 職務

上上乗せ給付 。

【遺族前払一時金の限度額】

限度額＝最終標準報酬日額 × 日

ただし、平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障害年金及

び遺族年金に係る前払一時金は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船

員保険（新法）に基づき全国健康保険協会が支給する 経過的職務上給付 。

⑻ 行方不明手当金

昭 ～ 被保険者が１月以上職務上の事由で行方不明となったとき、３月を限度として、１日に

ついて標準報酬日額相当額を被扶養者に支給。

なお、行方不明となった被保険者の死亡について、遺族年金を受けることができるよう

になったときは、行方不明手当金を受けることができる期間に係る遺族年金は支給され

ない。また、同一の事由により遺族厚生年金または遺族基礎年金が支給される場合は、

行方不明手当金の一部が支給停止される。（遺族年金等との調整）

平 ～ 労災保険には同趣旨の給付がないことから、平成 年 月以降においても新たな船員保

険（新々法）より支給する 独自給付 。なお、新たな船員保険の行方不明手当金につい

ては、遺族年金等との調整は行われない。

⑼ 介 護 料

平 ～ 船員保険障害年金（１級又は特定の障害の２級）の受給権者が、常時又は随時介護を受

けているときに介護料を支給。

① 常時介護 円～ 円

② 随時介護 常時介護の

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 常時介護： 円 ～ 円

～ 労災保険に統合。平成 年 月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の障

害年金に係る介護料は、経過措置により平成 年 月以降においても従前の船員保険

（新法）に基づき全国健康保険協会が支給。

～ 経過的職務上給付の介護料 常時介護： 円 ～ 円

～ 経過的職務上給付の介護料 常時介護： 円 ～ 円

～ 経過的職務上給付の介護料 常時介護： 円 ～ 円

⑽ そ の 他

昭 ～ 船員保険法中「廃疾」を「障害」に改める。
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Ⅳ 費用の負担

１．保 険 料 率

昭 ～ 強制－： ただし、高級船員 。年金任継－： 。

保険料納付期限は翌月末（年金任意継続保険者の保険料納付期限はその月の 日）。

～ 強制－： ただし、高級船員 。年金任継－： 。

～ 強制－： 年金任継－： 。

～ 保険料は年４回に分納。

～ 保険料納付期限は翌月末。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 〔暫定〕失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

年金任継－： 。

～ 〔暫定〕失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

年金任継－： 。

～ 〔暫定〕失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

年金任継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 年金任継－： 。

年金任意継続被保険者について保険料の前納制度を設定。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： （特例措置）。失業保険の適用を受けない者－：

（特例措置）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

（注） 昭和 年１月からメリット保険料制が導入され、月平均 人以上の被保険者

を使用する船舶所有者の保険料率は職務上の事由により災害の発生状況に応じて上記の

保険料率の の範囲で増加又は減少されることとなった。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

（注） 疾病部門の保険料率について、上下 ％の範囲内で変更できる調整規定を設

けた。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 疾病任継（創設）－： 。疾病任意継続被保険者の保険料納付期限はその月の 日。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ メリット保険料率の調整幅を ％の範囲内に拡大。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。（保険

料率調整規定の適用による）。

～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 年金任継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （保険料

率調整規定の適用による）。

疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （保険料

率調整規定の適用による）。

疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

（注） 疾病部門の保険料率について、上下 ％の範囲内で変更できることとした。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （災害保

険料率の引上げ）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （失業保

険料率の引上げ）。

（注） 失業部門の保険料率について、上下 ％の範囲内で変更できることとした。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。（年金保険料率の引上げ）

（注） 特別失業保険料率の創設、最大 ％の範囲内で船舶所有者から徴収。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （職務外

年金の厚生年金保険への統合による）。

平 元 ～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （疾病、
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Ⅳ 費用の負担

１．保 険 料 率

昭 ～ 強制－： ただし、高級船員 。年金任継－： 。

保険料納付期限は翌月末（年金任意継続保険者の保険料納付期限はその月の 日）。

～ 強制－： ただし、高級船員 。年金任継－： 。

～ 強制－： 年金任継－： 。

～ 保険料は年４回に分納。

～ 保険料納付期限は翌月末。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 〔暫定〕失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

年金任継－： 。

～ 〔暫定〕失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

年金任継－： 。

～ 〔暫定〕失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

年金任継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 年金任継－： 。

年金任意継続被保険者について保険料の前納制度を設定。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： （特例措置）。失業保険の適用を受けない者－：

（特例措置）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

（注） 昭和 年１月からメリット保険料制が導入され、月平均 人以上の被保険者

を使用する船舶所有者の保険料率は職務上の事由により災害の発生状況に応じて上記の

保険料率の の範囲で増加又は減少されることとなった。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

（注） 疾病部門の保険料率について、上下 ％の範囲内で変更できる調整規定を設

けた。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 疾病任継（創設）－： 。疾病任意継続被保険者の保険料納付期限はその月の 日。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。

～ メリット保険料率の調整幅を ％の範囲内に拡大。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。（保険

料率調整規定の適用による）。

～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 年金任継－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （保険料

率調整規定の適用による）。

疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （保険料

率調整規定の適用による）。

疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

（注） 疾病部門の保険料率について、上下 ％の範囲内で変更できることとした。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （災害保

険料率の引上げ）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （失業保

険料率の引上げ）。

（注） 失業部門の保険料率について、上下 ％の範囲内で変更できることとした。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： 。年金任

継－： 。（年金保険料率の引上げ）

（注） 特別失業保険料率の創設、最大 ％の範囲内で船舶所有者から徴収。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （職務外

年金の厚生年金保険への統合による）。

平 元 ～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （疾病、
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失業、災害保険料率の引上げ）。

元 ～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （疾病、

災害保険料率の引上げ）。

～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （保険料

率調整規定の適用及び災害保険料率の変更）。

～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （総報酬

制導入）。

疾病任継－： （保険料調整規定の適用による）

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （失業保

険料率の引下げ）。

～ 年 月分から 月までの失業部門の保険料率のうち、被保険者負担分について と

する。

～ 新船員保険制度へ移行。

（職務上疾病・年金部門及び失業部門をそれぞれ労働者災害補償保険制度及び雇用保険

制度に統合）

強制被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉保険料

率 ）

疾病任意継続被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉

保険料率 ）

独立行政法人等職員被保険者 （すべて災害保健福祉保険料率）

後期高齢者医療被保険者等 （すべて災害保健福祉保険料率）

～ 強制被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉保険料

率 ）

独立行政法人等職員被保険者 （すべて災害保健福祉保険料率）

後期高齢者医療被保険者等 （すべて災害保健福祉保険料率）

～ 疾病任意継続被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健

福祉保険料率 ）

～ 強制被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉保険

料率 ）

独立行政法人等職員被保険者 （すべて災害保健福祉保険料率）

後期高齢者医療被保険者等 （すべて災害保健福祉保険料率）

～ 疾病任意継続被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健

福祉保険料率 ）

２．介護保険第２号被保険者に該当する者の介護保険料率

平 ～ 。

～ 。疾病任意継続被保険者については２月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 新船員保険制度へ移行

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。
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失業、災害保険料率の引上げ）。

元 ～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （疾病、

災害保険料率の引上げ）。

～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （保険料

率調整規定の適用及び災害保険料率の変更）。

～ 疾病任継－： （保険料率調整規定の適用による）。

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （総報酬

制導入）。

疾病任継－： （保険料調整規定の適用による）

～ 失業保険の適用を受ける者－： 。失業保険の適用を受けない者－： （失業保

険料率の引下げ）。

～ 年 月分から 月までの失業部門の保険料率のうち、被保険者負担分について と

する。

～ 新船員保険制度へ移行。

（職務上疾病・年金部門及び失業部門をそれぞれ労働者災害補償保険制度及び雇用保険

制度に統合）

強制被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉保険料

率 ）

疾病任意継続被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉

保険料率 ）

独立行政法人等職員被保険者 （すべて災害保健福祉保険料率）

後期高齢者医療被保険者等 （すべて災害保健福祉保険料率）

～ 強制被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉保険料

率 ）

独立行政法人等職員被保険者 （すべて災害保健福祉保険料率）

後期高齢者医療被保険者等 （すべて災害保健福祉保険料率）

～ 疾病任意継続被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健

福祉保険料率 ）

～ 強制被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健福祉保険

料率 ）

独立行政法人等職員被保険者 （すべて災害保健福祉保険料率）

後期高齢者医療被保険者等 （すべて災害保健福祉保険料率）

～ 疾病任意継続被保険者 （疾病保険料率 うち控除率 、災害保健

福祉保険料率 ）

２．介護保険第２号被保険者に該当する者の介護保険料率

平 ～ 。

～ 。疾病任意継続被保険者については２月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 新船員保険制度へ移行

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。

～ 。疾病任意継続被保険者については４月１日から適用。
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平成 22 年 1 月の船員保険制度の見直しについて 

 

【概要】 

平成 21年 12月以前の船員保険は職務外疾病部門、職務上疾病・年金部門及び失業

部門の三部門を有する総合保険として国（社会保険庁）において運営されてきたが、

平成 19年の法律改正により、職務上給付（労災保険相当分）[職務上疾病・年金部門]

及び失業給付[失業部門]が、それぞれ労災保険及び雇用保険に統合され、平成 22年

1月以降の新たな船員保険は、職務外給付[職務外疾病部門]と ILO条約や船員法に則

った独自給付、職務上上乗せ給付を行う制度として、全国健康保険協会が運営するこ

ととなった。 

なお、平成 21年 12月以前に発生した職務上の災害による傷病を支給事由とする職

務上給付については、経過措置により、平成 22年 1月以降においても、従前の船員

保険に基づき全国健康保険協会が支給することとされている（経過的職務上給付）。 

 

 

船員保険制度の見直しについて

【改正前（国が実施）】 【改正後（全国健康保険協会が実施）】

平成22年1月～

職務外給付
[医療保険]

医療給付（下船後の療養補償[独自給付]を含む）、そ

の他の現金給付（傷病手当金、出産手当金、高額療

養費等）

職務上給付
[労災保険相当分+上乗せ給付、独自給付]

医療給付、その他の現金給付（傷病手当金、葬

祭料、障害年金、遺族年金、行方不明手当金

[独自給付]等）

失業給付
[雇用保険相当分]

職務上給付
労災保険相当を労災保険制度に統合した

労災保険制度

従前の船員保険（新法） 新たな船員保険（新々法）

職務外給付
[医療保険]

医療給付、その他の現金給付（傷病手当

金、出産手当金、高額療養費等）

経過的職務上給付
平成21年12月以前の発生分について、経

過的に全国健康保険協会で支給している

失業給付
[雇用保険相当分]

雇用保険制度

下
船
後
の
療
養
補
償

（
独
自
給
付
）

行
方
不
明
手
当
金
（
独
自
給
付
）

職
務
上
上
乗
せ
給
付

【独自給付及び職務上上乗せ給付について】 

新たな船員保険から給付される ILO条約や船員法に則った「独自給付」「職務上上

乗せ給付」としては、次のような給付がある。 

１．独自給付 

  労災保険には同趣旨の給付がないことから、船員保険の職務上給付（労災保険相

当部分）が労災保険に統合された平成 22年 1月以降においても、新たな船員保険

の保険給付として支給するもの。下船後の療養補償及び行方不明手当金が該当する。 

(1) 下船後の療養補償 

   雇入契約存続中に発生した職務外の傷病について、下船日（療養を受けること

ができる状態になった日）から 3ヶ月目の末日までの間において、船舶所有者の

負担する保険料による療養補償を行うもの。被保険者（であった者）は、自己負

担なしで療養を受けることができる。 

(2) 行方不明手当金 

  被保険者が職務上の事由により 1ヶ月以上行方不明になったとき、3ヶ月を限

度に被扶養者に対して 1日につき標準報酬日額の所得補償を行うもの。 

 

２．職務上上乗せ給付 

労災保険に同趣旨の給付はあるが、船員に対する災害補償の水準が労災保険の水

準を上回ることから、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合

された平成 22年 1月以降においても、新たな船員保険の保険給付として、従前の

船員保険の給付水準と労災保険の給付水準との差額相当を支給するもの。休業手当

金、障害年金、障害手当金、遺族年金、遺族一時金等を労災保険の上乗せとて支給

している。 

以下に、職務上上乗せ給付の仕組みを休業手当金と障害手当金を例に示す。 

(1) 休業手当金 

 職務上の事由または通勤災害の傷病による療養のため、労働することができな

いために報酬を受けない日について、労災保険より支給される休業（補償）給付

の上乗せとして支給するもの。 

【支給額】 

 従前の船員保険の職務上傷病手当金と労災保険の休業（補償）給付の差額相当 

休業または療養開始 

からの期間 

給付水準 

従前の船員保険 

[職務上傷病手当金] 

労災保険 

[休業（補償）給付] 

新たな船員保険 

[休業手当金] 

休業 1 日目～3 日目 標準報酬日額の 100％ － 標準報酬日額の 100％ 

休業 4 日目～4 ヶ月 標準報酬日額の 100％ 給付基礎日額の 60％ 標準報酬日額の 40％ 

休業 5 ヶ月 

～療養開始 1 年 6 ヶ月 
標準報酬日額の 60％ 給付基礎日額の 60％ － 

療養開始 1 年 7 ヶ月～ 標準報酬日額の 60％ 
給付基礎日額（※）の 60％ 
（※）年齢階層ごとの最高限度額を

超える場合は最高限度額 

労災保険の最高限度額が船

員保険の標準報酬日額を下

回る場合にはその差額の 60％ 
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平成 22年 1月の船員保険制度の見直しについて 

 

【概要】 

平成 21年 12月以前の船員保険は職務外疾病部門、職務上疾病・年金部門及び失業

部門の三部門を有する総合保険として国（社会保険庁）において運営されてきたが、

平成 19年の法律改正により、職務上給付（労災保険相当分）[職務上疾病・年金部門]

及び失業給付[失業部門]が、それぞれ労災保険及び雇用保険に統合され、平成 22 年

1月以降の新たな船員保険は、職務外給付[職務外疾病部門]と ILO 条約や船員法に則

った独自給付、職務上上乗せ給付を行う制度として、全国健康保険協会が運営するこ

ととなった。 

なお、平成 21年 12月以前に発生した職務上の災害による傷病を支給事由とする職

務上給付については、経過措置により、平成 22年 1月以降においても、従前の船員

保険に基づき全国健康保険協会が支給することとされている（経過的職務上給付）。 

 

 

船員保険制度の見直しについて

【改正前（国が実施）】 【改正後（全国健康保険協会が実施）】

平成22年1月～

職務外給付
[医療保険]

医療給付（下船後の療養補償[独自給付]を含む）、そ

の他の現金給付（傷病手当金、出産手当金、高額療

養費等）

職務上給付
[労災保険相当分+上乗せ給付、独自給付]

医療給付、その他の現金給付（傷病手当金、葬

祭料、障害年金、遺族年金、行方不明手当金

[独自給付]等）

失業給付
[雇用保険相当分]

職務上給付
労災保険相当を労災保険制度に統合した

労災保険制度

従前の船員保険（新法） 新たな船員保険（新々法）

職務外給付
[医療保険]

医療給付、その他の現金給付（傷病手当

金、出産手当金、高額療養費等）

経過的職務上給付
平成21年12月以前の発生分について、経

過的に全国健康保険協会で支給している

失業給付
[雇用保険相当分]

雇用保険制度

下
船
後
の
療
養
補
償

（
独
自
給
付
）

行
方
不
明
手
当
金
（
独
自
給
付
）

職
務
上
上
乗
せ
給
付

【独自給付及び職務上上乗せ給付について】 

新たな船員保険から給付される ILO条約や船員法に則った「独自給付」「職務上上

乗せ給付」としては、次のような給付がある。 

１．独自給付 

  労災保険には同趣旨の給付がないことから、船員保険の職務上給付（労災保険相

当部分）が労災保険に統合された平成 22年 1月以降においても、新たな船員保険

の保険給付として支給するもの。下船後の療養補償及び行方不明手当金が該当する。 

(1) 下船後の療養補償 

   雇入契約存続中に発生した職務外の傷病について、下船日（療養を受けること

ができる状態になった日）から 3ヶ月目の末日までの間において、船舶所有者の

負担する保険料による療養補償を行うもの。被保険者（であった者）は、自己負

担なしで療養を受けることができる。 

(2) 行方不明手当金 

  被保険者が職務上の事由により 1ヶ月以上行方不明になったとき、3ヶ月を限

度に被扶養者に対して 1 日につき標準報酬日額の所得補償を行うもの。 

 

２．職務上上乗せ給付 

労災保険に同趣旨の給付はあるが、船員に対する災害補償の水準が労災保険の水

準を上回ることから、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合

された平成 22 年 1 月以降においても、新たな船員保険の保険給付として、従前の

船員保険の給付水準と労災保険の給付水準との差額相当を支給するもの。休業手当

金、障害年金、障害手当金、遺族年金、遺族一時金等を労災保険の上乗せとて支給

している。 

以下に、職務上上乗せ給付の仕組みを休業手当金と障害手当金を例に示す。 

(1) 休業手当金 

 職務上の事由または通勤災害の傷病による療養のため、労働することができな

いために報酬を受けない日について、労災保険より支給される休業（補償）給付

の上乗せとして支給するもの。 

【支給額】 

 従前の船員保険の職務上傷病手当金と労災保険の休業（補償）給付の差額相当 

休業または療養開始 

からの期間 

給付水準 

従前の船員保険 

[職務上傷病手当金] 

労災保険 

[休業（補償）給付] 

新たな船員保険 

[休業手当金] 

休業 1 日目～3 日目 標準報酬日額の 100％ － 標準報酬日額の 100％ 

休業 4 日目～4 ヶ月 標準報酬日額の 100％ 給付基礎日額の 60％ 標準報酬日額の 40％ 

休業 5 ヶ月 

～療養開始 1 年 6 ヶ月 
標準報酬日額の 60％ 給付基礎日額の 60％ － 

療養開始 1 年 7 ヶ月～ 標準報酬日額の 60％ 
給付基礎日額（※）の 60％ 
（※）年齢階層ごとの最高限度額を

超える場合は最高限度額 

労災保険の最高限度額が船

員保険の標準報酬日額を下

回る場合にはその差額の 60％ 
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(2) 障害手当金 

職務上の事由または通勤災害の傷病が治癒したあとも、一定の障害状態（障害

年金を受けることができない程度の障害）が残り、労災保険の障害（補償）一時

金を受けられる場合に上乗せとして支給するもの。 

    

【支給額】 

従前の船員保険の障害手当金と労災保険の障害（補償）給付の差額相当（支

給月数の差分相当） 

障害の程度 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

給
付
水
準 

従前の船員保険の支給月数 

[障害手当金] 
20 月 15 月 12 月 9 月 6 月 4 月 2 月 

労災保険の支給日数（月数） 

[障害（補償）給付] 

503 日 

(16.8 月) 

391 日 

(13.0 月) 

302 日 

(10.1 月) 

223 日 

(7.4 月) 

156 日 

(5.2 月) 

101 日 

(3.4 月) 

56 日 

(1.9 月) 

新たな船員保険の支給月数 

[障害手当金] 
3.2 月 2.0 月 1.9 月 1.6 月 0.8 月 0.6 月 0.1 月 

「障害手当金」の支給額＝標準報酬月額×障害の程度に応じて定める支給月数 

「障害（補償）給付」の支給額＝給付基礎日額×障害の程度に応じて定める支給日数 

 

 
 

図全体 …従前の船員保険の給付水準

…労災保険の給付水準

…新たな船員保険の給付水準（職務上上乗せ給付）

（休業手当金の支給イメージ）

新たな船員保険の休業手当金

休
業

3
日
目

休
業

4
カ
月

療
養
開
始

1
年

6
ヶ
月

新たな船員保険の休業手当金

労災保険の休業（補償）給付

（障害手当金の支給イメージ〔1級〕）

図全体 …従前の船員保険の給付水準

…労災保険の給付水準

…新たな船員保険の給付水準（職務上上乗せ給付）

労災保険の障害（補償）一時金
給付基礎日額×503日（16.8月）

新たな船員保険の障
害手当金

標準報酬月額×3.2月

標
準
報
酬
月
額

給
付
基
礎
日
額

503日（16.8月分） 3.2月

標
準
報
酬
日
額×

100
％ 

休
業

3

給
付
基
礎
日
額×

60
％ 

最高限度額×60％ 

（標準報酬日額－最高限度額）×60％ 

 

 

高齢継続給付

育児休業給付

介護休業給付

高齢求職者給付金

再就職手当

技能修得手当

（第二家族）療養費

傷病手当金

障害年金

遺族年金

行方不明手当金

介護料

 失業保険金

診療費
・入院
・入院外
・歯科

薬剤支給

 医療給付

失業給付

年金等給付

出産手当金

（家族）出産育児一時金

（家族）移送費

高額療養費（現金給付分）

世帯合算高額療養費

（家族）訪問看護療養費

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給）

 雇用継続給付

教育訓練給付金

寄宿手当

就業手当

その他の失業給付

障害手当金、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金

遺族一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金

その他の現金給付

高額医療・高額介護合算療養費

傷病手当金

（家族）葬祭料

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

従前の船員保険（新法）の保険給付の体系
≪統計上の区分≫

保険給付
療養の給付
家族療養費

疾病給付

現
物
給
付 

現
物
給
付
（
医
療
） 

現
金
給
付 
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(2) 障害手当金 

職務上の事由または通勤災害の傷病が治癒したあとも、一定の障害状態（障害

年金を受けることができない程度の障害）が残り、労災保険の障害（補償）一時

金を受けられる場合に上乗せとして支給するもの。 

    

【支給額】 

従前の船員保険の障害手当金と労災保険の障害（補償）給付の差額相当（支

給月数の差分相当） 

障害の程度 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

給
付
水
準 

従前の船員保険の支給月数 

[障害手当金] 
20 月 15 月 12 月 9 月 6 月 4 月 2 月 

労災保険の支給日数（月数） 

[障害（補償）給付] 

503 日 

(16.8 月) 

391 日 

(13.0 月) 

302 日 

(10.1 月) 

223 日 

(7.4 月) 

156 日 

(5.2 月) 

101 日 

(3.4 月) 

56 日 

(1.9 月) 

新たな船員保険の支給月数 

[障害手当金] 
3.2 月 2.0 月 1.9 月 1.6 月 0.8 月 0.6 月 0.1 月 

「障害手当金」の支給額＝標準報酬月額×障害の程度に応じて定める支給月数 

「障害（補償）給付」の支給額＝給付基礎日額×障害の程度に応じて定める支給日数 

 

 
 

図全体 …従前の船員保険の給付水準

…労災保険の給付水準

…新たな船員保険の給付水準（職務上上乗せ給付）

（休業手当金の支給イメージ）

新たな船員保険の休業手当金

休
業

3
日
目

休
業

4
カ
月

療
養
開
始

1
年

6
ヶ
月

新たな船員保険の休業手当金

労災保険の休業（補償）給付

（障害手当金の支給イメージ〔1級〕）

図全体 …従前の船員保険の給付水準

…労災保険の給付水準

…新たな船員保険の給付水準（職務上上乗せ給付）

労災保険の障害（補償）一時金
給付基礎日額×503日（16.8月）

新たな船員保険の障
害手当金

標準報酬月額×3.2月

標
準
報
酬
月
額

給
付
基
礎
日
額

503日（16.8月分） 3.2月

標
準
報
酬
日
額×

100
％ 

給
付
基
礎
日
額×

60
％ 

最高限度額×60％ 

（標準報酬日額－最高限度額）×60％ 

 

 

高齢継続給付

育児休業給付

介護休業給付

高齢求職者給付金

再就職手当

技能修得手当

（第二家族）療養費

傷病手当金

障害年金

遺族年金

行方不明手当金

介護料

 失業保険金

診療費
・入院
・入院外
・歯科

薬剤支給

 医療給付

失業給付

年金等給付

出産手当金

（家族）出産育児一時金

（家族）移送費

高額療養費（現金給付分）

世帯合算高額療養費

（家族）訪問看護療養費

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給）

 雇用継続給付

教育訓練給付金

寄宿手当

就業手当

その他の失業給付

障害手当金、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金

遺族一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金

その他の現金給付

高額医療・高額介護合算療養費

傷病手当金

（家族）葬祭料

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

従前の船員保険（新法）の保険給付の体系
≪統計上の区分≫

保険給付
療養の給付
家族療養費

疾病給付

現
物
給
付 

現
物
給
付
（
医
療
） 

現
金
給
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疾病給付

年金等給付

医療給付

その他の現金給付

障害手当金、障害差額一時金、障害年金差額一時金、障害前払一時金

遺族一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金

行方不明手当金

出産手当金

休業手当金

高額療養費（現金給付分）

世帯合算高額療養費

高額医療・高額介護合算療養費

傷病手当金

障害年金

遺族年金

薬剤支給

（家族）葬祭料

（家族）出産育児一時金

（家族）移送費

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給を除く）

（家族）訪問看護療養費

≪職務外給付≫

入院時食事療養・生活療養費
（標準負担額差額支給）

（家族）療養費

療養の給付
家族療養費

診療費
・入院
・入院外
・歯科

≪職務外給付≫

≪職務外給付≫

≪職務上上乗せ給付≫

≪職務上上乗せ給付≫

≪職務上上乗せ給付≫

≪職務上上乗せ給付≫

≪独自給付≫

保険給付 ≪職務外給付、独自給付（下３）≫

≪職務外給付、独自給付（下３）≫

新たな船員保険（新々法）の保険給付の体系
≪統計上の区分≫

≪職務外給付、独自給付（下３）≫

≪職務外給付、独自給付（下３）≫

≪職務外給付≫

≪職務外給付、独自給付（下３）≫

≪職務外給付、独自給付（下３）≫

≪職務外給付≫

≪職務外給付≫

≪職務外給付≫

≪職務外給付≫

≪職務上上乗せ給付≫

※ 平成21年12月以前に発生した職務上の災害による傷病が支給事由の職務上給付は、経過措置に
より、船員保険の職務上給付（労災保険相当分）が労災保険に統合された平成22年1月以降において

も、従前の船員保険に基づき全国健康保険協会が支給する。≪経過的職務上給付≫

現
物
給
付 

現
物
給
付
（
医
療
） 

現
金
給
付 
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用語の解説 
 

注． 平成 年４月１日現在のものである。 
 
 

Ⅰ 船員保険法 
 
旧法

国民年金法の一部を改正する法律（昭和 年法律第 号）（昭和 年４月１日施行）により、船員保

険の職務外年金部門は厚生年金保険に統合された。この年報においては、同法による改正前の船員保険法

を「旧法」という。

 
新法、新々法

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 年法律第 号）（平成 年１月１日施行）により、船員

保険の職務上年金部門・年金部門及び失業部門はそれぞれ、労災保険及び失業保険に統合された。この年

報においては、同法による改正前の船員保険法を「新法」、改正後の船員保険法を「新々法」という。また、

単に「法」と表記した場合は「新々法」を指す。

 
Ⅱ 適用関係 

 
船舶所有者

船舶所有者とは、

① 船舶の所有権を有する者

② 船舶共有の場合には船舶管理人

③ 船舶賃借の場合には船舶借入人

④ 船舶所有者、船舶管理人及び船舶借入人以外の者が船員を使用する場合にはその者

が船員保険法上の船舶所有者となる。すなわち自己の所有する船舶、管理する船舶、借り入れた船舶又は

その他の船舶において労務の提供を受けるために船員を使用する者をいい、必ずしも船舶の所有権とは関

係がない。

 
被保険者 

強制被保険者 
船員法第１条に定める船員として船舶所有者に使用される者（船員法の適用を受けない船舶に乗り組

む者は被保険者とならない）である。ただし、船員であっても共済組合の組合員（独立行政法人等職員

被保険者を除く）は、保険給付及び保険料徴収が行われず、適用除外に等しく扱われる。

船舶所有者に使用されない人（例えば漁船の船主船長等）は、被保険者とならない。また、カー・フ

ェリー等の売店、食堂の従業員は船を直接航行させるための乗組員ではないが、船員法の適用を受け、船

員手帳を所持する船員であるから被保険者とされる。

疾病任意継続被保険者

 継続して２か月以上強制被保険者であった者が、疾病関係の給付を受けるために、資格喪失後 日

以内に申し出て、最大２年間被保険者の資格を継続することができる。

独立行政法人等職員被保険者

 特定独立行政法人以外の独立行政法人及び国立大学法人等の職員（以下「独立行政法人等職員」とい

う。）である船員保険の被保険者。平成 年 月以前においては労災保険より職務上給付が行われて

いたため、給付内容によってはＩＬＯ条約や船員法で定められた水準の災害補償が行われていなかった

が、平成 年１月以降の新たな船員保険では、独立行政法人等職員（船員）は「独立行政法人等職員
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用語の解説 
 

注． 平成 年４月１日現在のものである。 
 
 

Ⅰ 船員保険法 
 
旧法

国民年金法の一部を改正する法律（昭和 年法律第 号）（昭和 年４月１日施行）により、船員保

険の職務外年金部門は厚生年金保険に統合された。この年報においては、同法による改正前の船員保険法

を「旧法」という。

 
新法、新々法

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 年法律第 号）（平成 年１月１日施行）により、船員

保険の職務上年金部門・年金部門及び失業部門はそれぞれ、労災保険及び失業保険に統合された。この年

報においては、同法による改正前の船員保険法を「新法」、改正後の船員保険法を「新々法」という。また、

単に「法」と表記した場合は「新々法」を指す。

 
Ⅱ 適用関係 

 
船舶所有者

船舶所有者とは、

① 船舶の所有権を有する者

② 船舶共有の場合には船舶管理人

③ 船舶賃借の場合には船舶借入人

④ 船舶所有者、船舶管理人及び船舶借入人以外の者が船員を使用する場合にはその者

が船員保険法上の船舶所有者となる。すなわち自己の所有する船舶、管理する船舶、借り入れた船舶又は

その他の船舶において労務の提供を受けるために船員を使用する者をいい、必ずしも船舶の所有権とは関

係がない。

 
被保険者 

強制被保険者 
船員法第１条に定める船員として船舶所有者に使用される者（船員法の適用を受けない船舶に乗り組

む者は被保険者とならない）である。ただし、船員であっても共済組合の組合員（独立行政法人等職員

被保険者を除く）は、保険給付及び保険料徴収が行われず、適用除外に等しく扱われる。

船舶所有者に使用されない人（例えば漁船の船主船長等）は、被保険者とならない。また、カー・フ

ェリー等の売店、食堂の従業員は船を直接航行させるための乗組員ではないが、船員法の適用を受け、船

員手帳を所持する船員であるから被保険者とされる。

疾病任意継続被保険者

 継続して２か月以上強制被保険者であった者が、疾病関係の給付を受けるために、資格喪失後 日

以内に申し出て、最大２年間被保険者の資格を継続することができる。

独立行政法人等職員被保険者

 特定独立行政法人以外の独立行政法人及び国立大学法人等の職員（以下「独立行政法人等職員」とい

う。）である船員保険の被保険者。平成 年 月以前においては労災保険より職務上給付が行われて

いたため、給付内容によってはＩＬＯ条約や船員法で定められた水準の災害補償が行われていなかった

が、平成 年１月以降の新たな船員保険では、独立行政法人等職員（船員）は「独立行政法人等職員
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被保険者」（法第 条第 項）として、職務上上乗せ給付等の保険給付を行っている。

船舶種別 
汽船等 

   船舶の種類が、漁船以外の船舶（汽船（Ａ船）及び機帆船（Ｂ船））をいう。

漁船（い）

船舶の種類が旧法第 条第１項第２号イ、ロ、ハのいずれかに該当する漁船（母船式漁業に従事す

る漁船に作業員として乗組む場合を除く。）（Ｃ船）をいう。つまり、直接漁業に従事しない漁船をいう。

漁船（ろ）

 船舶の種類が旧法第 条第１項第２号イ、ロ、ハのいずれにも該当しない漁船（母船式漁業に従事

する漁船に作業員として乗組む場合を含む。）（Ｄ船）をいう。つまり、直接漁業に従事する漁船をいう。

 
被扶養者 
被扶養者とは、被保険者に扶養されている者のことで、自身に保険事故が生じたとき家族給付を受ける

ことができる者のことである。なお、国民健康保険では、家族も被保険者とされ、いわゆる家族給付とい

った考え方はない。また、厚生年金保険及び国民年金等では、被保険者に扶養されている家族は、遺族給

付を受けることはあっても、家族自身に保険事故が生じた場合の給付は行われない。

 
加入者 
被保険者及び被扶養者のことである。

義務教育就学前（平成 年度までは３歳未満） 
 法第 条第２項の規定に基づき、６歳に達する日以後の最初の３月 日以前の者で自己負担割合が

２割になる者のことである。

高齢受給者（一般）

 法第 条第１項及び第 条第２項の規定に基づき、 歳以上の者（平成 年９月 日に 歳以

上であった者を除く。以下同じ）のうち自己負担割合が２割になる者のことである。ただし、特例措置

により平成 年３月までは１割負担である。（平成 年度までの自己負担割合は１割負担）

高齢受給者（一定以上所得者）

 法第 条第１項及び第 条第２項の規定に基づき、 歳以上の者のうち自己負担割合が３割になる

者のことである。 平成 年度までの自己負担割合は２割負担

  
扶養率 
被保険者数に対する被扶養者数の比率をいう。

標準報酬月額 
船員保険においては、それぞれの被保険者の報酬を、月額にして最低 円から最高 円ま

での 等級の区分に集約した報酬月額にあてはめて、この額を基礎にして保険料の算出等を行うこととし

ており、この仮定的な報酬月額を標準報酬月額という。

標準賞与額

標準賞与額とは、被保険者が労働の対象として３ヵ月を超える期間ごとにうける賞与（年３回以下支給）

で、千円未満の端数を切り捨てた額であり、年間（毎年４月１日から翌年３月 日までの累計） 万円

が上限となっている。

育児休業 
育児休業期間中のため保険料が免除されている者をいう。

  

漁船被保険者標準報酬改・決定早見表 
 漁船に乗り込む被保険者の標準報酬月額については、総報酬制導入（平成 15年）以前においては、漁船

船員の歩合給には、少なくとも一定額以上の報酬について一律に賞与分としてある程度の控除分を認める

ことが妥当であるという考え方に基づき、行政庁において作成した「漁船被保険者標準報酬改・決定早見

表」により一定額を控除して標準報酬月額を算定していた（総報酬制導入に伴い平成 15年４月１日より廃

止）。 

 
 

Ⅲ 給付関係 
 
保険給付（費） 
 保険給付とは、被保険者又は被保険者であった者や被扶養者に保険事故（病気、けが、分べん、死亡等）

が生じた場合に、その事故に対応して保険者が行う一定の給付であり、その給付（現物及び現金）の金額

を保険給付費という。 

 

保険給付（費）の類別 
この年報においては、船員保険の保険給付を医療・年金の部門の別により疾病給付と年金等給付に類別

している。なお、新たな船員保険（新々法）の保険給付の体系により、疾病給付、年金等給付の別及び職

務外給付、独自給付、職務上上乗せ給付、経過的職務上給付の別（類別については例言に記載）を表すと

194頁の図のとおりとなる。 

(1)  疾病給付（費） 

 疾病給付とは保険給付のうち、診療費、薬剤支給、入院時食事生活療養費、訪問看護療養費、療養費、

移送費、高額療養費、高額医療・高額介護合算療養費、傷病手当金、休業手当金、葬祭料、出産育児一

時金、出産手当金のことであり、その給付の金額を疾病給付費という。 

診療費及び薬剤支給については当該月診療分又は調剤分を対象としており、その他については当該月

に給付決定が行われた分を対象としている。ただし、前月以前の診療分であっても請求遅延分として当

該月診療分とともに請求されたものを含む。 

また、疾病給付については医療に係る給付である医療給付（診療費、薬剤支給、入院時食事生活療養

費、訪問看護療養費、療養費、移送費、高額療養費、高額医療・高額介護合算療養費）と、その他の現

金給付（傷病手当金、休業手当金、葬祭料、出産育児一時金、出産手当金）に類別しており、医療給付

の金額を医療給付費、その他の現金給付の金額をその他の現金給付費という。 

①  医療費 

疾病給付費の種別のうち、医療給付費に患者負担分及び公費負担分を含めた金額をいう。  

なお、保険外併用療養費の差額負担（評価療養、選定療養に該当）分は含まれない。 

②  件数 

       保険給付の対象となった件数のことであり、診療費においては、支払基金に請求のあった診療報酬

明細書（レセプト）の枚数である。 

③ 日数 

     診療費のうち、入院については当該月中に入院した日数をいい、入院外及び歯科については当該月

に通院した日数をいう。 

    傷病手当金及び出産手当金においては、給付が決定された日数である。 

④  点数 ＜参考＞ 

    健康保険法第 76条第２項の規定に基づいて定められた厚生労働省告示「診療報酬の算定方法」によ

り算出され、診療報酬明細書（レセプト）等に記入された点数のことである。記入された点数に、単

価 10円を乗じたものが、現物給付の医療費である。 

(2)  年金等給付（費） 

年金等給付とは保険給付のうち、障害年金、遺族年金、障害手当金、障害差額一時金、障害年金差額
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被保険者」（法第 条第 項）として、職務上上乗せ給付等の保険給付を行っている。

船舶種別 
汽船等 

   船舶の種類が、漁船以外の船舶（汽船（Ａ船）及び機帆船（Ｂ船））をいう。

漁船（い）

船舶の種類が旧法第 条第１項第２号イ、ロ、ハのいずれかに該当する漁船（母船式漁業に従事す

る漁船に作業員として乗組む場合を除く。）（Ｃ船）をいう。つまり、直接漁業に従事しない漁船をいう。

漁船（ろ）

 船舶の種類が旧法第 条第１項第２号イ、ロ、ハのいずれにも該当しない漁船（母船式漁業に従事

する漁船に作業員として乗組む場合を含む。）（Ｄ船）をいう。つまり、直接漁業に従事する漁船をいう。

 
被扶養者 
被扶養者とは、被保険者に扶養されている者のことで、自身に保険事故が生じたとき家族給付を受ける

ことができる者のことである。なお、国民健康保険では、家族も被保険者とされ、いわゆる家族給付とい

った考え方はない。また、厚生年金保険及び国民年金等では、被保険者に扶養されている家族は、遺族給

付を受けることはあっても、家族自身に保険事故が生じた場合の給付は行われない。

 
加入者 
被保険者及び被扶養者のことである。

義務教育就学前（平成 年度までは３歳未満） 
 法第 条第２項の規定に基づき、６歳に達する日以後の最初の３月 日以前の者で自己負担割合が

２割になる者のことである。

高齢受給者（一般）

 法第 条第１項及び第 条第２項の規定に基づき、 歳以上の者（平成 年９月 日に 歳以

上であった者を除く。以下同じ）のうち自己負担割合が２割になる者のことである。ただし、特例措置

により平成 年３月までは１割負担である。（平成 年度までの自己負担割合は１割負担）

高齢受給者（一定以上所得者）

 法第 条第１項及び第 条第２項の規定に基づき、 歳以上の者のうち自己負担割合が３割になる

者のことである。 平成 年度までの自己負担割合は２割負担

  
扶養率 
被保険者数に対する被扶養者数の比率をいう。

標準報酬月額 
船員保険においては、それぞれの被保険者の報酬を、月額にして最低 円から最高 円ま

での 等級の区分に集約した報酬月額にあてはめて、この額を基礎にして保険料の算出等を行うこととし

ており、この仮定的な報酬月額を標準報酬月額という。

標準賞与額

標準賞与額とは、被保険者が労働の対象として３ヵ月を超える期間ごとにうける賞与（年３回以下支給）

で、千円未満の端数を切り捨てた額であり、年間（毎年４月１日から翌年３月 日までの累計） 万円

が上限となっている。

育児休業 
育児休業期間中のため保険料が免除されている者をいう。

  

漁船被保険者標準報酬改・決定早見表 
 漁船に乗り込む被保険者の標準報酬月額については、総報酬制導入（平成 15年）以前においては、漁船

船員の歩合給には、少なくとも一定額以上の報酬について一律に賞与分としてある程度の控除分を認める

ことが妥当であるという考え方に基づき、行政庁において作成した「漁船被保険者標準報酬改・決定早見

表」により一定額を控除して標準報酬月額を算定していた（総報酬制導入に伴い平成 15年４月１日より廃

止）。 

 
 

Ⅲ 給付関係 
 
保険給付（費） 
 保険給付とは、被保険者又は被保険者であった者や被扶養者に保険事故（病気、けが、分べん、死亡等）

が生じた場合に、その事故に対応して保険者が行う一定の給付であり、その給付（現物及び現金）の金額

を保険給付費という。 

 

保険給付（費）の類別 
この年報においては、船員保険の保険給付を医療・年金の部門の別により疾病給付と年金等給付に類別

している。なお、新たな船員保険（新々法）の保険給付の体系により、疾病給付、年金等給付の別及び職

務外給付、独自給付、職務上上乗せ給付、経過的職務上給付の別（類別については例言に記載）を表すと

194頁の図のとおりとなる。 

(1)  疾病給付（費） 

 疾病給付とは保険給付のうち、診療費、薬剤支給、入院時食事生活療養費、訪問看護療養費、療養費、

移送費、高額療養費、高額医療・高額介護合算療養費、傷病手当金、休業手当金、葬祭料、出産育児一

時金、出産手当金のことであり、その給付の金額を疾病給付費という。 

診療費及び薬剤支給については当該月診療分又は調剤分を対象としており、その他については当該月

に給付決定が行われた分を対象としている。ただし、前月以前の診療分であっても請求遅延分として当

該月診療分とともに請求されたものを含む。 

また、疾病給付については医療に係る給付である医療給付（診療費、薬剤支給、入院時食事生活療養

費、訪問看護療養費、療養費、移送費、高額療養費、高額医療・高額介護合算療養費）と、その他の現

金給付（傷病手当金、休業手当金、葬祭料、出産育児一時金、出産手当金）に類別しており、医療給付

の金額を医療給付費、その他の現金給付の金額をその他の現金給付費という。 

①  医療費 

疾病給付費の種別のうち、医療給付費に患者負担分及び公費負担分を含めた金額をいう。  

なお、保険外併用療養費の差額負担（評価療養、選定療養に該当）分は含まれない。 

②  件数 

       保険給付の対象となった件数のことであり、診療費においては、支払基金に請求のあった診療報酬

明細書（レセプト）の枚数である。 

③ 日数 

     診療費のうち、入院については当該月中に入院した日数をいい、入院外及び歯科については当該月

に通院した日数をいう。 

    傷病手当金及び出産手当金においては、給付が決定された日数である。 

④  点数 ＜参考＞ 

    健康保険法第 76条第２項の規定に基づいて定められた厚生労働省告示「診療報酬の算定方法」によ

り算出され、診療報酬明細書（レセプト）等に記入された点数のことである。記入された点数に、単

価 10円を乗じたものが、現物給付の医療費である。 

(2)  年金等給付（費） 

年金等給付とは保険給付のうち、障害年金、遺族年金、障害手当金、障害差額一時金、障害年金差額
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一時金、障害前払一時金、遺族一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金、行方不明手当金のこと

であり、その給付の金額を年金等給付費という。

障害年金及び遺族年金については当該月末時点での受給権者（受給者）に係る年金額等を対象として

おり、その他については当該月に給付決定が行われた分を対象としている。

 
入院時食事療養費 
入院中の食事の費用のうち、船員保険から給付するものをいう。入院中の食事の費用は、入院時食事療

養費と患者が支払う標準負担額によりまかなわれる。

入院時生活療養費

療養病床に入院する 歳以上（平成 年３月までは、 歳以上）の生活療養に要した費用のうち、船

員保険から給付するものをいう。入院中の生活療養（食事療養並びに温度、照明及び給水に関する適切な

療養環境の形成である療養）の費用は、入院時生活療養費と患者が支払う標準負担額によりまかなわれる。

また、入院時食事療養費及び入院時生活療養費の「標準負担額差額支給除く」は現物給付のことをいい、

「標準負担額差額支給」は、標準負担額の減額措置を受ける資格を満たす低所得者が申請を行わなかった

ため減額措置を受けられなかった場合に、事後的に療養費支給申請書を提出して受けた減額分の払い戻し

分をいう。

なお、入院時食事療養費及び入院時生活療養費の件数は「標準負担額差額支給」の件数であり、金額は

「標準負担額差額支給除く」と「標準負担額差額支給」の合計である。

 
高額療養費 
高額療養費とは、被保険者もしくはその被扶養者が、同一月に同一医療機関において支払った一部負担

金の額が自己負担限度額を越えた場合、その額から自己負担限度額を控除した額が高額療養費として支給

される。

多数該当負担軽減分

多数該当負担軽減分とは、高額療養費に係る当該療養があった月以前の か月以内に既に３回以上

高額療養費の支給を受けているときは、自己負担限度額が引き下げられるが、この引き下げられて支給

された高額療養費のことをいう。

世帯合算高額療養費

世帯合算高額療養費として、高齢受給者がいない世帯では、同一月に一部負担金の額が 円（平

成 年９月 日までは一般、上位所得者は 円）以上のレセプトが複数枚生じた場合に、これ

を合算して自己負担限度額を越えたならば、合算した額から自己負担限度額を控除した額を高額療養費

として支給するが、この時の高額療養費をいう。

高齢受給者がいる世帯では、限度額は３段階に設定されており、１ヶ月に支払った、外来のすべて

の自己負担を個人ごとに合算し、その額が個人ごとの限度額を超えていれば超えた分が支給され、次に

高齢受給者の外来と入院のすべての自己負担（外来は個人単位の限度額を適用した後になお残る自己負

担）を世帯で合算し、その額が世帯ごとの限度額を超えていれば、超えた分が支給され、最後に高齢受

給者のすべての自己負担（前記２段階の限度額を適用した後になお残る自己負担）と 歳未満の加入

者の合算対象基準額 円以上の自己負担を世帯で合算し、限度額を超えていれば、その超えた分

が支給される。

 
高額医療・高額介護合算療養費

高額医療・高額介護合算療養費として、高額療養費の算定対象世帯に介護保険受給者がいる場合、船員

保険の自己負担額と介護保険の利用者負担額の合計額が定められた自己負担額を超えた場合、その超えた

額が支給される。

 
限度額適用・標準負担額減額認定証 

  

歳未満の加入者で市区町村税が非課税などによる低所得者の入院時の窓口負担が軽減される（現物給

付の高額療養費及び入院時食事療養費等）。有効期限は、申請月から初めて到来する７月までである。

 
限度額適用認定証 

歳未満の加入者で上位所得者・一般所得者の入院時の窓口負担が軽減される（現物給付の高額療養費）。

有効期限は、申請月から最長１年間である。

 
特定疾病療養受療証 
費用が著しく高額な一定の治療を長期に渡り継続しなければならない場合で、厚生労働大臣が定める治

療及び疾病については、その療養を受けた被保険者または被扶養者が保険者の認定を受けた場合、窓口で

支払う一部負担金等の金額は、保険医療機関または保険薬局ごとに１か月に 円（なお、人工透析を

要する 歳未満の上位所得者及びその被扶養者は 円）を最高限度とすることになっている。この

認定を受けた場合に交付される証が、特定疾病療養受療証である。

なお、厚生労働大臣が定める治療及び疾病としては、

① 人工腎臓を実施している慢性腎不全

② 血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第Ⅷ因子障害または先天性血液凝固第Ⅸ因子障害

③ 抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群（ＨＩＶ感染を含み、厚生労働大臣の定める者

に係るものに限る。）

がある。

 
保険給付諸率

保険給付諸率の算出にあたって、被保険者数、被扶養者数または加入者数で除す場合、月別の表章にお

いては当該月の月末現在の被保険者数等を用い、年度別の表章においては、年度平均の被保険者数等を用

いている。

人当たり件数 
保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の件数を、その期間に対応する被保険者数、

被扶養者数または加入者数で除して 倍した数である。被保険者の保険給付に係る件数は、当該期

間に対応する被保険者数で、被扶養者数の保険給付に係る件数は、当該期間に対応する被扶養者数で、

世帯合算高額療養費に係る件数は、当該期間に対応する加入者数でそれぞれ除している。

また、件数に高齢受給に係る分が含まれていない場合（｢入院時食事・生活療養費（標準負担額差額支

給）｣、「療養費」、「移送費」及び「高額療養費」以外の医療給付費に係る件数が該当する。）は、被保険

者数等にも高齢受給者の数を含めておらず、件数に高齢受給者に係る分が含まれている場合（「入院時食

事・生活療養費（標準負担額差額支給）」、「療養費」、「移送費」、「高額療養費」及び「その他の現金給付」

に係る件数が該当する）は、被保険者数等にも含めている。

１件当たり日数

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の日数をその期間に対応する件数で除した数

である。

１件当たり金額

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の保険給付費の金額をその期間に対応する件

数で除した数である。

１日当たり金額

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の保険給付費の金額をその期間に対応する日

数で除した数である。

１人当たり金額

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の保険給付費の金額をその期間に対応する被

保険者数、被扶養者数または加入者数で除した数である。その他の定義については、 人当たり件数

と同様である。
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一時金、障害前払一時金、遺族一時金、遺族年金差額一時金、遺族前払一時金、行方不明手当金のこと

であり、その給付の金額を年金等給付費という。

障害年金及び遺族年金については当該月末時点での受給権者（受給者）に係る年金額等を対象として

おり、その他については当該月に給付決定が行われた分を対象としている。

 
入院時食事療養費 
入院中の食事の費用のうち、船員保険から給付するものをいう。入院中の食事の費用は、入院時食事療

養費と患者が支払う標準負担額によりまかなわれる。

入院時生活療養費

療養病床に入院する 歳以上（平成 年３月までは、 歳以上）の生活療養に要した費用のうち、船

員保険から給付するものをいう。入院中の生活療養（食事療養並びに温度、照明及び給水に関する適切な

療養環境の形成である療養）の費用は、入院時生活療養費と患者が支払う標準負担額によりまかなわれる。

また、入院時食事療養費及び入院時生活療養費の「標準負担額差額支給除く」は現物給付のことをいい、

「標準負担額差額支給」は、標準負担額の減額措置を受ける資格を満たす低所得者が申請を行わなかった

ため減額措置を受けられなかった場合に、事後的に療養費支給申請書を提出して受けた減額分の払い戻し

分をいう。

なお、入院時食事療養費及び入院時生活療養費の件数は「標準負担額差額支給」の件数であり、金額は

「標準負担額差額支給除く」と「標準負担額差額支給」の合計である。

 
高額療養費 
高額療養費とは、被保険者もしくはその被扶養者が、同一月に同一医療機関において支払った一部負担

金の額が自己負担限度額を越えた場合、その額から自己負担限度額を控除した額が高額療養費として支給

される。

多数該当負担軽減分

多数該当負担軽減分とは、高額療養費に係る当該療養があった月以前の か月以内に既に３回以上

高額療養費の支給を受けているときは、自己負担限度額が引き下げられるが、この引き下げられて支給

された高額療養費のことをいう。

世帯合算高額療養費

世帯合算高額療養費として、高齢受給者がいない世帯では、同一月に一部負担金の額が 円（平

成 年９月 日までは一般、上位所得者は 円）以上のレセプトが複数枚生じた場合に、これ

を合算して自己負担限度額を越えたならば、合算した額から自己負担限度額を控除した額を高額療養費

として支給するが、この時の高額療養費をいう。

高齢受給者がいる世帯では、限度額は３段階に設定されており、１ヶ月に支払った、外来のすべて

の自己負担を個人ごとに合算し、その額が個人ごとの限度額を超えていれば超えた分が支給され、次に

高齢受給者の外来と入院のすべての自己負担（外来は個人単位の限度額を適用した後になお残る自己負

担）を世帯で合算し、その額が世帯ごとの限度額を超えていれば、超えた分が支給され、最後に高齢受

給者のすべての自己負担（前記２段階の限度額を適用した後になお残る自己負担）と 歳未満の加入

者の合算対象基準額 円以上の自己負担を世帯で合算し、限度額を超えていれば、その超えた分

が支給される。

 
高額医療・高額介護合算療養費

高額医療・高額介護合算療養費として、高額療養費の算定対象世帯に介護保険受給者がいる場合、船員

保険の自己負担額と介護保険の利用者負担額の合計額が定められた自己負担額を超えた場合、その超えた

額が支給される。

 
限度額適用・標準負担額減額認定証 

  

歳未満の加入者で市区町村税が非課税などによる低所得者の入院時の窓口負担が軽減される（現物給

付の高額療養費及び入院時食事療養費等）。有効期限は、申請月から初めて到来する７月までである。

 
限度額適用認定証 

歳未満の加入者で上位所得者・一般所得者の入院時の窓口負担が軽減される（現物給付の高額療養費）。

有効期限は、申請月から最長１年間である。

 
特定疾病療養受療証 
費用が著しく高額な一定の治療を長期に渡り継続しなければならない場合で、厚生労働大臣が定める治

療及び疾病については、その療養を受けた被保険者または被扶養者が保険者の認定を受けた場合、窓口で

支払う一部負担金等の金額は、保険医療機関または保険薬局ごとに１か月に 円（なお、人工透析を

要する 歳未満の上位所得者及びその被扶養者は 円）を最高限度とすることになっている。この

認定を受けた場合に交付される証が、特定疾病療養受療証である。

なお、厚生労働大臣が定める治療及び疾病としては、

① 人工腎臓を実施している慢性腎不全

② 血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第Ⅷ因子障害または先天性血液凝固第Ⅸ因子障害

③ 抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群（ＨＩＶ感染を含み、厚生労働大臣の定める者

に係るものに限る。）

がある。

 
保険給付諸率

保険給付諸率の算出にあたって、被保険者数、被扶養者数または加入者数で除す場合、月別の表章にお

いては当該月の月末現在の被保険者数等を用い、年度別の表章においては、年度平均の被保険者数等を用

いている。

人当たり件数 
保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の件数を、その期間に対応する被保険者数、

被扶養者数または加入者数で除して 倍した数である。被保険者の保険給付に係る件数は、当該期

間に対応する被保険者数で、被扶養者数の保険給付に係る件数は、当該期間に対応する被扶養者数で、

世帯合算高額療養費に係る件数は、当該期間に対応する加入者数でそれぞれ除している。

また、件数に高齢受給に係る分が含まれていない場合（｢入院時食事・生活療養費（標準負担額差額支

給）｣、「療養費」、「移送費」及び「高額療養費」以外の医療給付費に係る件数が該当する。）は、被保険

者数等にも高齢受給者の数を含めておらず、件数に高齢受給者に係る分が含まれている場合（「入院時食

事・生活療養費（標準負担額差額支給）」、「療養費」、「移送費」、「高額療養費」及び「その他の現金給付」

に係る件数が該当する）は、被保険者数等にも含めている。

１件当たり日数

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の日数をその期間に対応する件数で除した数

である。

１件当たり金額

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の保険給付費の金額をその期間に対応する件

数で除した数である。

１日当たり金額

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の保険給付費の金額をその期間に対応する日

数で除した数である。

１人当たり金額

保険給付費の種別ごとに、当該期間（月または年度）別の保険給付費の金額をその期間に対応する被

保険者数、被扶養者数または加入者数で除した数である。その他の定義については、 人当たり件数

と同様である。
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医療費の３要素

診療費に係る１人当たり医療費（「１人当たり診療費」という。）は、以下のように分解できる。

１人当たり診療費（円／人）

＝ 人当たり件数（件／人）

×１件当たり日数（日／件）

×１日当たり金額（円／日）÷

人当たり件数（診療費に係る場合は、「受診率」という。）、１件当たり日数及び１日当たり金額

を医療費の３要素という。医療費の動向指標である１人当たり診療費の変動を分析する際にその要因を

さぐるため３要素に分解し、３要素ごとの変動をみることが有効である。

① 人当たり件数（受診率）は、受診傾向の高低

② １件当たり日数は、入院であれば入院期間、入院外・歯科であれば通院日数の長短

③ １日当たり金額は、１日当たりの診療費の単価

を示しているといえる。例えば、インフルエンザが流行する場合、②及び③などはあまり変動せず、

①が大きく増加し、結果として１人当たり診療費が増加することになる。

下船後の療養補償

雇入契約存続中に発生した職務外の傷病について、下船日（療養を受けることができる状態になった日）

から３ヶ月目の末日までの間において、船舶所有者の負担する保険料による療養補償を行うものである。被

保険者（であった者）は、医療機関に療養補償証明書を提出することにより、自己負担なしで療養を受ける

ことができる。下船後の療養補償は労災保険には同趣旨の給付がない船員保険独自の給付であることから、

平成 年１月以降も新たな船員保険（新々法）の保険給付として支給する 独自給付 。なお、この年報で

は下船後の療養補償を「下３」と略して表記する場合がある。

行方不明手当金

被保険者が職務上の事由により１ヶ月以上行方不明になったとき、３ヶ月を限度に被扶養者に対して１日

につき標準報酬日額の所得補償を行うものである。行方不明手当金は労災保険には同趣旨の給付がない船員

保険独自の給付であることから、平成 年１月以降も新たな船員保険（新々法）の保険給付として支給す

る 独自給付 。

休業手当金 
職務上の事由または通勤による疾病または負傷及びこれにより発したる疾病による療養のため、労働する

ことができないために報酬を受けない日について、休業補償を行うものである。新たな船員保険（新々法）

の保険給付であり、従前の船員保険（新法）の職務上の傷病手当金の給付水準と労災保険の休業（補償）給

付の給付水準との差額相当を、労災保険より支給される休業（補償）給付の上乗せとして支給する 職務上

上乗せ給付 。

障害年金 
被保険者であった間に発した職務上の事由または通勤による疾病または負傷及びこれにより発したる疾

病が治癒した時に、一定以上の障害の状態（ 級から 級）にある場合、または傷病が１年５月たっても治

癒しない場合で重い障害の状態（１級から３級）にある場合に支給する年金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終報酬標準報酬月額に障害の程度に応じて

月～ 月の月数を乗じて得た年金額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の障害（補償）年金を受けている

場合で、その給付の基礎となる年金給付基礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標

準報酬日額（標準報酬月額÷ ）を下回る場合に、標準報酬日額から最高限度額を控除した額に障害の程

度に応じて 日～ 日の日数を乗じて得た年金額を支給する 職務上上乗せ給付 。

  

遺族年金 
被保険者が職務上の事由または通勤により死亡したときに、その遺族に対して支給する年金のことであ

る。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終標準報酬月額の 月分に遺族の人数に応じ

た加給金又は寡婦加算を加えた年金額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の遺族（補償）年金を受けている

場合で、その給付の基礎となる年金給付基礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標

準報酬日額（標準報酬月額÷ ）を下回る場合に、標準報酬日額から最高限度額を控除した額に、遺族の

人数に応じて定める日数（ 日～ 日）を乗じて得た年金額を支給する 職務上上乗せ給付 。

 
障害手当金 
被保険者であった間に発した職務上の事由または通勤による疾病または負傷及びこれにより発したる疾

病が治癒した時に、一定の障害の状態（障害年金を受けることができない程度の障害）が残った場合に支

給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終標準報酬月額に障害の程度に応じて ～２月

の月数を乗じて得た金額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の障害（補償）一時金が支給され

る場合に、最終標準報酬月額に障害の程度に応じて 月～ 月の月数を乗じて得た金額を支給する 職

務上上乗せ給付 。

 
遺族一時金 
被保険者が職務上の事由または通勤により死亡したときに、遺族年金の対象となる遺族がいない場合に、

その他の遺族に対して支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終標準報酬月額の 月分を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の遺族（補償）一時金が支給され

る場合に、最終標準報酬月額の 月分を支給する 職務上上乗せ給付 。

障害差額一時金 
障害年金の受給者が障害の程度が軽減して障害手当金を受ける程度の障害になった場合であって、すで

に支給された障害年金が、船員法により支給されることになっている災害補償の水準（最終標準報酬月額

に障害の程度に応じて 月～ 月の月数を乗じて得た金額。以下「船員の災害補償（障害手当）の水準」

という。）に満たないときに支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、すでに

支給を受けた障害年金の総額を差し引いた額を支給する。なお、その額が、回復した後の障害の程度に応

じた障害手当金の額を超えるときは、その手当金の額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、

すでに支給を受けた労災保険の障害（補償）年金、障害（補償）一時金と船員保険の障害年金（職務上上

乗せ給付分）の総額を差し引いた額を支給する 職務上上乗せ給付 。

 
障害年金差額一時金 
障害年金の受給者が死亡した場合であって、すでに支給された障害年金の額が船員の災害補償（障害手

当）の水準に満たないときに、遺族に対して支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、すでに

支給を受けた障害年金の総額を差し引いた額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、

すでに支給を受けた労災保険の障害（補償）年金、障害（補償）年金差額一時金と船員保険の障害年金（職

務上上乗せ給付分）の総額を差し引いた額を支給する 職務上上乗せ給付 。
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医療費の３要素

診療費に係る１人当たり医療費（「１人当たり診療費」という。）は、以下のように分解できる。

１人当たり診療費（円／人）

＝ 人当たり件数（件／人）

×１件当たり日数（日／件）

×１日当たり金額（円／日）÷

人当たり件数（診療費に係る場合は、「受診率」という。）、１件当たり日数及び１日当たり金額

を医療費の３要素という。医療費の動向指標である１人当たり診療費の変動を分析する際にその要因を

さぐるため３要素に分解し、３要素ごとの変動をみることが有効である。

① 人当たり件数（受診率）は、受診傾向の高低

② １件当たり日数は、入院であれば入院期間、入院外・歯科であれば通院日数の長短

③ １日当たり金額は、１日当たりの診療費の単価

を示しているといえる。例えば、インフルエンザが流行する場合、②及び③などはあまり変動せず、

①が大きく増加し、結果として１人当たり診療費が増加することになる。

下船後の療養補償

雇入契約存続中に発生した職務外の傷病について、下船日（療養を受けることができる状態になった日）

から３ヶ月目の末日までの間において、船舶所有者の負担する保険料による療養補償を行うものである。被

保険者（であった者）は、医療機関に療養補償証明書を提出することにより、自己負担なしで療養を受ける

ことができる。下船後の療養補償は労災保険には同趣旨の給付がない船員保険独自の給付であることから、

平成 年１月以降も新たな船員保険（新々法）の保険給付として支給する 独自給付 。なお、この年報で

は下船後の療養補償を「下３」と略して表記する場合がある。

行方不明手当金

被保険者が職務上の事由により１ヶ月以上行方不明になったとき、３ヶ月を限度に被扶養者に対して１日

につき標準報酬日額の所得補償を行うものである。行方不明手当金は労災保険には同趣旨の給付がない船員

保険独自の給付であることから、平成 年１月以降も新たな船員保険（新々法）の保険給付として支給す

る 独自給付 。

休業手当金 
職務上の事由または通勤による疾病または負傷及びこれにより発したる疾病による療養のため、労働する

ことができないために報酬を受けない日について、休業補償を行うものである。新たな船員保険（新々法）

の保険給付であり、従前の船員保険（新法）の職務上の傷病手当金の給付水準と労災保険の休業（補償）給

付の給付水準との差額相当を、労災保険より支給される休業（補償）給付の上乗せとして支給する 職務上

上乗せ給付 。

障害年金 
被保険者であった間に発した職務上の事由または通勤による疾病または負傷及びこれにより発したる疾

病が治癒した時に、一定以上の障害の状態（ 級から 級）にある場合、または傷病が１年５月たっても治

癒しない場合で重い障害の状態（１級から３級）にある場合に支給する年金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終報酬標準報酬月額に障害の程度に応じて

月～ 月の月数を乗じて得た年金額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の障害（補償）年金を受けている

場合で、その給付の基礎となる年金給付基礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標

準報酬日額（標準報酬月額÷ ）を下回る場合に、標準報酬日額から最高限度額を控除した額に障害の程

度に応じて 日～ 日の日数を乗じて得た年金額を支給する 職務上上乗せ給付 。

  

遺族年金 
被保険者が職務上の事由または通勤により死亡したときに、その遺族に対して支給する年金のことであ

る。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終標準報酬月額の 月分に遺族の人数に応じ

た加給金又は寡婦加算を加えた年金額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の遺族（補償）年金を受けている

場合で、その給付の基礎となる年金給付基礎日額に適用された年齢・階層別の最高限度額が船員保険の標

準報酬日額（標準報酬月額÷ ）を下回る場合に、標準報酬日額から最高限度額を控除した額に、遺族の

人数に応じて定める日数（ 日～ 日）を乗じて得た年金額を支給する 職務上上乗せ給付 。

 
障害手当金 
被保険者であった間に発した職務上の事由または通勤による疾病または負傷及びこれにより発したる疾

病が治癒した時に、一定の障害の状態（障害年金を受けることができない程度の障害）が残った場合に支

給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終標準報酬月額に障害の程度に応じて ～２月

の月数を乗じて得た金額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の障害（補償）一時金が支給され

る場合に、最終標準報酬月額に障害の程度に応じて 月～ 月の月数を乗じて得た金額を支給する 職

務上上乗せ給付 。

 
遺族一時金 
被保険者が職務上の事由または通勤により死亡したときに、遺族年金の対象となる遺族がいない場合に、

その他の遺族に対して支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、最終標準報酬月額の 月分を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、労災保険の遺族（補償）一時金が支給され

る場合に、最終標準報酬月額の 月分を支給する 職務上上乗せ給付 。

障害差額一時金 
障害年金の受給者が障害の程度が軽減して障害手当金を受ける程度の障害になった場合であって、すで

に支給された障害年金が、船員法により支給されることになっている災害補償の水準（最終標準報酬月額

に障害の程度に応じて 月～ 月の月数を乗じて得た金額。以下「船員の災害補償（障害手当）の水準」

という。）に満たないときに支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、すでに

支給を受けた障害年金の総額を差し引いた額を支給する。なお、その額が、回復した後の障害の程度に応

じた障害手当金の額を超えるときは、その手当金の額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、

すでに支給を受けた労災保険の障害（補償）年金、障害（補償）一時金と船員保険の障害年金（職務上上

乗せ給付分）の総額を差し引いた額を支給する 職務上上乗せ給付 。

 
障害年金差額一時金 
障害年金の受給者が死亡した場合であって、すでに支給された障害年金の額が船員の災害補償（障害手

当）の水準に満たないときに、遺族に対して支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、すでに

支給を受けた障害年金の総額を差し引いた額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、船員の災害補償（障害手当）の水準から、

すでに支給を受けた労災保険の障害（補償）年金、障害（補償）年金差額一時金と船員保険の障害年金（職

務上上乗せ給付分）の総額を差し引いた額を支給する 職務上上乗せ給付 。
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遺族年金差額一時金 
遺族年金の受給者が失権し後順位者がいないときに、すでに支給された遺族年金の額が、船員法により

支給されることになっている災害補償の水準（最終報酬月額の 月分（以下「船員の災害補償（遺族手当）

の水準」という。））に満たないときに、その他の遺族に対して支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、船員の災害補償（遺族手当）の水準から、すでに

支給を受けた遺族年金の総額を差し引いた額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、船員の災害補償（遺族手当）の水準から、

すでに支給を受けた労災保険の遺族（補償）年金、遺族（補償）一時金と船員保険の遺族年金（職務上上

乗せ給付分）の総額を差し引いた額を支給する 職務上上乗せ給付 。

介護料 
職務上の障害年金１級の者または２級で「神経系統の機能または精神の著しい障害」及び「胸腹部臓器

の機能の著しい障害」の者であって、常時または随時介護を要すると認められた者が、実際に介護を受け

るときに支給される。介護料は労災保険に同趣旨で同程度の介護（補償）給付があることから、平成 年

１月以降の新たな船員保険（新々法）の保険給付とされていない。

 
受給権者

年金を受ける権利を持っていて、本人の請求により裁定された者をいう。これには全額支給停止されて

いる者も含む。

 
受給者

受給権者のうち、全額支給停止されていない者をいう。

 
年金額

ある時点においてとらえた受給権者または受給者について、その時点で決定済の年金額（年額）である。

また、受給者の年金額には一部支給停止されている金額も含んでいる。

平均年金月額

年金額の総額を受給権者数または受給者数で除することにより平均年金額を求め、これを で除した金

額をいう。

新規裁定

当該期間（月または年度）中に新たに裁定され、年金受給権を得た者が対象であり、年金額については

裁定された時点で決定された年金額である。

Ⅳ 福祉事業関係 
 

福祉事業

船員保険法第 条第２項に基づき全国健康保険協会が実施する、加入者の福祉の増進等を目的とした

事業。

 

特別支給金

労災保険の給付を受ける者等を対象として、一定の要件に該当する場合に、船員保険の福祉事業におい

て法定給付を補完する給付として支給するもの。休業特別支給金、予後特別支給金、障害特別支給金、遺

  

族特別支給金、経過的特別支給金がある。

休業特別支給金 
労災保険の休業（補償）給付の受給者を対象として、労災保険の休業給付基礎日額を月額換算した額

の該当する標準報酬月額の等級が船員保険の標準報酬月額より一等級以上低い場合等に支給する特別

支給金。

【１日当たりの支給額】

①報酬を受けない４日目～４ヶ月（労災保険の休業給付基礎日額を月額換算した額の該当する標準報

酬月額の等級が船員保険の標準報酬月額より一等級以上低い場合に限る。）

標準報酬日額（船員保険）の
 60 
 100  から休業給付基礎日額（労災保険）の

 60 
 100  を控除した額 

②報酬を受けない４ヶ月を超える期間（③を除く期間で、労災保険の休業給付基礎日額を月額換算し

た額の該当する標準報酬月額の等級が船員保険の標準報酬月額より一等級以上低い場合に限る。）

標準報酬日額（船員保険）の
 80 
 100  から休業給付基礎日額（労災保険）の

 80 
 100  を控除した額

③療養を開始した日から１年６カ月を経過した日以後の期間（労災保険の給付基礎日額が年齢階層別

の最高限度額に該当する場合に限る。）

標準報酬日額（船員保険）の
 20 
 100  から最高限度額（労災保険）の

 20 
 100  を控除した額

予後特別支給金 
労災保険の療養（補償）給付を受けなくなった後、当該給付による疾病または負傷により船舶に乗り

組むことができない場合を対象に、当該給付を受けなくなった日から１ヶ月の範囲内において支給する

特別支給金。

【１日当たりの支給額】

標準報酬日額の
 80 
 100   

障害特別支給金 
労災保険の障害（補償）年金、傷病（補償）年金、障害（補償）一時金の受給者を対象として、労災

保険の障害（補償）年金等の給付基礎日額を月額換算した額の該当する標準報酬月額の等級が、船員保

険の最終標準報酬月額の等級より一等級以上低い場合に支給する特別支給金。

①障害（補償）年金、傷病（補償）年金の受給者

【１年当たりの支給額】

１年当たりの支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 － （労災保険の

年金額 ＋ 船員保険の年金額）

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月 ５級 月

６級 月 ７級 月

②障害（補償）一時金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 －（労災保険の一時金額

＋ 船員保険の一時金額）

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 ９月 ５級 ６月
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遺族年金差額一時金 
遺族年金の受給者が失権し後順位者がいないときに、すでに支給された遺族年金の額が、船員法により

支給されることになっている災害補償の水準（最終報酬月額の 月分（以下「船員の災害補償（遺族手当）

の水準」という。））に満たないときに、その他の遺族に対して支給する一時金のことである。

平成 年 月以前の船員保険（新法）においては、船員の災害補償（遺族手当）の水準から、すでに

支給を受けた遺族年金の総額を差し引いた額を支給する。

平成 年１月以降の新たな船員保険（新々法）においては、船員の災害補償（遺族手当）の水準から、

すでに支給を受けた労災保険の遺族（補償）年金、遺族（補償）一時金と船員保険の遺族年金（職務上上

乗せ給付分）の総額を差し引いた額を支給する 職務上上乗せ給付 。

介護料 
職務上の障害年金１級の者または２級で「神経系統の機能または精神の著しい障害」及び「胸腹部臓器

の機能の著しい障害」の者であって、常時または随時介護を要すると認められた者が、実際に介護を受け

るときに支給される。介護料は労災保険に同趣旨で同程度の介護（補償）給付があることから、平成 年

１月以降の新たな船員保険（新々法）の保険給付とされていない。

 
受給権者

年金を受ける権利を持っていて、本人の請求により裁定された者をいう。これには全額支給停止されて

いる者も含む。

 
受給者

受給権者のうち、全額支給停止されていない者をいう。

 
年金額

ある時点においてとらえた受給権者または受給者について、その時点で決定済の年金額（年額）である。

また、受給者の年金額には一部支給停止されている金額も含んでいる。

平均年金月額

年金額の総額を受給権者数または受給者数で除することにより平均年金額を求め、これを で除した金

額をいう。

新規裁定

当該期間（月または年度）中に新たに裁定され、年金受給権を得た者が対象であり、年金額については

裁定された時点で決定された年金額である。

Ⅳ 福祉事業関係 
 

福祉事業

船員保険法第 条第２項に基づき全国健康保険協会が実施する、加入者の福祉の増進等を目的とした

事業。

 

特別支給金

労災保険の給付を受ける者等を対象として、一定の要件に該当する場合に、船員保険の福祉事業におい

て法定給付を補完する給付として支給するもの。休業特別支給金、予後特別支給金、障害特別支給金、遺

  

族特別支給金、経過的特別支給金がある。

休業特別支給金 
労災保険の休業（補償）給付の受給者を対象として、労災保険の休業給付基礎日額を月額換算した額

の該当する標準報酬月額の等級が船員保険の標準報酬月額より一等級以上低い場合等に支給する特別

支給金。

【１日当たりの支給額】

①報酬を受けない４日目～４ヶ月（労災保険の休業給付基礎日額を月額換算した額の該当する標準報

酬月額の等級が船員保険の標準報酬月額より一等級以上低い場合に限る。）

標準報酬日額（船員保険）の
 60 
 100  から休業給付基礎日額（労災保険）の

 60 
 100  を控除した額 

②報酬を受けない４ヶ月を超える期間（③を除く期間で、労災保険の休業給付基礎日額を月額換算し

た額の該当する標準報酬月額の等級が船員保険の標準報酬月額より一等級以上低い場合に限る。）

標準報酬日額（船員保険）の
 80 
 100  から休業給付基礎日額（労災保険）の

 80 
 100  を控除した額

③療養を開始した日から１年６カ月を経過した日以後の期間（労災保険の給付基礎日額が年齢階層別

の最高限度額に該当する場合に限る。）

標準報酬日額（船員保険）の
 20 
 100  から最高限度額（労災保険）の

 20 
 100  を控除した額

予後特別支給金 
労災保険の療養（補償）給付を受けなくなった後、当該給付による疾病または負傷により船舶に乗り

組むことができない場合を対象に、当該給付を受けなくなった日から１ヶ月の範囲内において支給する

特別支給金。

【１日当たりの支給額】

標準報酬日額の
 80 
 100   

障害特別支給金 
労災保険の障害（補償）年金、傷病（補償）年金、障害（補償）一時金の受給者を対象として、労災

保険の障害（補償）年金等の給付基礎日額を月額換算した額の該当する標準報酬月額の等級が、船員保

険の最終標準報酬月額の等級より一等級以上低い場合に支給する特別支給金。

①障害（補償）年金、傷病（補償）年金の受給者

【１年当たりの支給額】

１年当たりの支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 － （労災保険の

年金額 ＋ 船員保険の年金額）

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月 ５級 月

６級 月 ７級 月

②障害（補償）一時金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 －（労災保険の一時金額

＋ 船員保険の一時金額）

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 ９月 ５級 ６月
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６級 ４月 ７級 ２月

遺族特別支給金 
労災保険の遺族（補償）年金、遺族（補償）一時金の受給者を対象として、労災保険の遺族（補償）

年金等の給付基礎日額を月額換算した額の該当する標準報酬月額の等級が、船員保険の最終標準報酬月

額の等級より一等級以上低い場合に支給する特別支給金。

①遺族（補償）年金の受給者

【１年当たりの支給額】

１年当たりの支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 遺族の人数に応じて定める月数 － （労災保険の

年金額 ＋ 船員保険の年金額）

（遺族の人数に応じて定める月数）

１人 月（ 月※） ２人 月 ３人 月 ４人以上 月

※ 歳以上の妻又は船保規則第 条に規定する障害状態にある妻は 月

②遺族（補償）一時金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 月 －（労災保険の一時金額 ＋ 船員保険の一時金額）

※①②いずれの場合も、支給を受ける者が２人以上いるときは、その人数で除して得た額とする。

経過的特別支給金 
平成 年１月１日から平成 年３月 日までの間に支給事由が発生した労災保険の障害（補償）

年金、傷病（補償）年金、障害（補償）一時金、遺族（補償）年金、遺族（補償）一時金の受給者を対

象として一時金を支給する特別支給金。ただし、労災保険の給付基礎日額を月額換算した額の該当する

標準報酬月額の等級が、船員保険の最終標準報酬月額の等級を上回る場合、又は労災保険の障害特別年

金、傷病特別年金、障害特別一時金、遺族特別年金、遺族特別一時金を受給できる場合は支給しない。

①障害（補償）年金、傷病（補償）年金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 月 ５級 月

６級 月 ７級 月

②障害（補償）一時金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 ×
 8 

 100  

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 ９月 ５級 ６月

６級 ４月 ７級 ２月

③遺族（補償）年金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 遺族の人数に応じて定める月数

（遺族の人数に応じて定める月数）

１人 月（ 月※） ２人 月 ３人 月 ４人以上 月

※ 歳以上の妻又は船保規則第 条に規定する障害状態にある妻は 月

  

④遺族（補償）一時金の受給者 

【支給額】 

   支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 36月 × 
 8 

 100   

※③④いずれの場合も、支給を受ける者が２人以上いるときは、その人数で除して得た額とする。 

 

特別支給金（経過措置分） 

 経過措置により、平成 22年 1月以降においても経過的職務上給付として支給する傷病手当金、障害年金、

遺族年金、障害手当金、遺族一時金、障害差額一時金、障害年金差額一時金、遺族年金差額一時金を受給

する場合に支給する、従前の船員保険の福祉事業の特別支給金。傷病手当特別支給金、第一種特別支給金、

第二種特別支給金がある。 

(1)  傷病手当特別支給金 
経過的職務上給付として支給する傷病手当金を４ヶ月超えて受給する者に対して、その超えた日から

支給する特別支給金。 

【1日当たりの支給額】 

傷病手当金の額の
 1
 3  

(2)  第一種特別支給金 

経過的職務上給付として支給する障害年金、障害手当金、遺族年金、遺族一時金を受ける権利を有す

ることとなった者に対して支給する特別支給金。 

①障害年金または障害手当金を受ける権利を有することとなった者 

【支給額】 

障害の程度に応じて定める次の金額  

（障害年金） 

１級 3,420,000円  ２級 3,200,000円  ３級 3,000,000円  ４級 2,640,000円 

５級 2,250,000円  ６級 1,920,000円  ７級 1,590,000円 

（障害年金※） 

１級 1,140,000円  ２級 1,070,000円  ３級 1,000,000円 

※ 傷病が１年６ヶ月経過しても治らない場合で政令に定める障害状態に該当し、障害年金を請

求して受給することとなった者 

（障害手当金） 

１級  650,000円  ２級  500,000円  ３級  390,000円  ４級  290,000円 

５級  200,000円  ６級   140,000円  ７級   80,000円 

②遺族年金または遺族一時金を受ける権利を有することとなった者 

【支給額】 

 3,000,000円 

(3)  第二種特別支給金 

経過的職務上給付として支給する障害年金、障害手当金、障害差額一時金、障害年金差額一時金、遺

族年金、遺族一時金、遺族年金差額一時金の受給者に対して、年金または一時金に上乗せして支給する

特別支給金。 

【支給額】 

年金または一時金の額の
 8

 100  
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６級 ４月 ７級 ２月

遺族特別支給金 
労災保険の遺族（補償）年金、遺族（補償）一時金の受給者を対象として、労災保険の遺族（補償）

年金等の給付基礎日額を月額換算した額の該当する標準報酬月額の等級が、船員保険の最終標準報酬月

額の等級より一等級以上低い場合に支給する特別支給金。

①遺族（補償）年金の受給者

【１年当たりの支給額】

１年当たりの支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 遺族の人数に応じて定める月数 － （労災保険の

年金額 ＋ 船員保険の年金額）

（遺族の人数に応じて定める月数）

１人 月（ 月※） ２人 月 ３人 月 ４人以上 月

※ 歳以上の妻又は船保規則第 条に規定する障害状態にある妻は 月

②遺族（補償）一時金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 月 －（労災保険の一時金額 ＋ 船員保険の一時金額）

※①②いずれの場合も、支給を受ける者が２人以上いるときは、その人数で除して得た額とする。
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支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 障害の程度に応じて定める月数 ×
 8 

 100  

（障害の程度に応じて定める月数）

１級 月 ２級 月 ３級 月 ４級 ９月 ５級 ６月
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③遺族（補償）年金の受給者

【支給額】

支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 遺族の人数に応じて定める月数

（遺族の人数に応じて定める月数）
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④遺族（補償）一時金の受給者 

【支給額】 

   支給額 ＝ 最終標準報酬月額 × 36月 × 
 8 

 100   

※③④いずれの場合も、支給を受ける者が２人以上いるときは、その人数で除して得た額とする。 

 

特別支給金（経過措置分） 

 経過措置により、平成 22年 1月以降においても経過的職務上給付として支給する傷病手当金、障害年金、
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する場合に支給する、従前の船員保険の福祉事業の特別支給金。傷病手当特別支給金、第一種特別支給金、
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【1日当たりの支給額】 

傷病手当金の額の
 1
 3  

(2)  第一種特別支給金 

経過的職務上給付として支給する障害年金、障害手当金、遺族年金、遺族一時金を受ける権利を有す
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①障害年金または障害手当金を受ける権利を有することとなった者 

【支給額】 

障害の程度に応じて定める次の金額  

（障害年金） 

１級 3,420,000円  ２級 3,200,000円  ３級 3,000,000円  ４級 2,640,000円 

５級 2,250,000円  ６級 1,920,000円  ７級 1,590,000円 

（障害年金※） 

１級 1,140,000円  ２級 1,070,000円  ３級 1,000,000円 

※ 傷病が１年６ヶ月経過しても治らない場合で政令に定める障害状態に該当し、障害年金を請
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（障害手当金） 

１級  650,000円  ２級  500,000円  ３級  390,000円  ４級  290,000円 

５級  200,000円  ６級   140,000円  ７級   80,000円 

②遺族年金または遺族一時金を受ける権利を有することとなった者 

【支給額】 

 3,000,000円 

(3)  第二種特別支給金 

経過的職務上給付として支給する障害年金、障害手当金、障害差額一時金、障害年金差額一時金、遺

族年金、遺族一時金、遺族年金差額一時金の受給者に対して、年金または一時金に上乗せして支給する

特別支給金。 

【支給額】 

年金または一時金の額の
 8

 100  
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就学等援護費

職務上の事由（通勤災害等を含む）により亡くなった船員の家族及び重度の障害により障害年金を受け

ることとなった船員または家族などの教育費、保育費の負担の軽減を図るために、船員保険の福祉事業と

して支給する給付のことである。

就学等援護費は、平成 年１月以降は労災保険の社会復帰促進事業において実施されているが、平成

年 月以降においても経過的職務上給付として支給する障害年金または遺族年金の受給者等については、

引き続き、船員保険の福祉事業として支給している。

脊髄損傷患者等介護事業

在宅中の脊髄損傷患者等のうち、常時又は随時介護を要する状態にある者に対し、その介護費用の実質

補填を図るために、船員保険の福祉事業として介護料を支給する事業。

介護料の法定給付化が行われた平成８年４月１日以降は、法定給付としての介護料の支給の対象外とさ

れた障害年金 級の受給権者及び支給額が減少となった障害年金２級の受給権者であって、平成８年４月

１日において福祉事業における介護料の支給を受けていた者に対し、経過的措置として引き続き、船員保

険の福祉事業において支給している。

整形外科療養事業

船員保険に加入していた間の傷病により身体に障害が生じた人を対象として、失われた労働機能の回復

や生活条件を向上させ社会復帰支援を図るため、整形外科療養（義肢、装具、補助器、補助車、及び補聴

器等の支給または修理、これに伴う必要な診療や移送等）を行う事業。

整形外科療養事業は、平成 年１月以降は労災保険の社会復帰促進事業において実施されているが、平

成 年１月以降においても経過的職務上給付として支給する障害年金または障害手当金の受給者について

は、引き続き、船員保険の福祉事業として支給している。

高額医療費貸付事業・出産費貸付事業

高額療養費または（家族）出産育児一時金の支給までの間、それぞれの給付見込み額の８割相当額を限

度として、無利子の貸付を行う事業。

無線医療助言事業

船員の健康を守り、生命の安全を図るため、航海中の船舶内において急病人やけが人が発生した際に船

舶内の衛生管理者等から電話、ＦＡＸ、メール等により寄せられる助言要請に対し、速やかに医師による

救急処置の指示等の医療助言を 日 時間体制で無料サービスしている事業。

洋上救急医療援護事業

日本の周辺海域を航行する船舶内で、病気、負傷等により緊急に医師の治療を必要とする被保険者等から

の救急診療要請に対し、医師及び看護師を往診させるための体制を充実させ、海上医療体制の向上を図る

こととし、現在、洋上救急医療（救急診療要請に対し、登録された医療機関の医師及び看護師を海上保安

庁等の巡視船艇、航空機等により往診させ陸上の病院に搬送する事業）を実施している「公益社団法人日

本水難救済会」に洋上救急医療体制を維持するための費用を援護する事業。

  

保養事業

船員の疲労回復、静養、家族との団らんの場を提供することにより、福祉の増進を図るため、船員保険

保養所等について、船員保険の加入者等が優先的に利用できる等の環境を構築すること及びこれに附帯す

る事業。

契約保養施設利用補助事業

船員保険の加入者が船員保険保養所の廃止された地域において、船員保険保養所の廃止によるその代替

措置として選定された保養施設を利用した場合に、その利用料金の一部を助成する事業。
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